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第１章  

 

パワーハラスメントとワーク・エンゲイジメント研究の状況  

―本研究の目的と理論的枠組み―  
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第 1 章の要約  

 

本研究は，パワーハラスメントを防止するとともに、ワーク・エンゲイジメントを向上

へと導く，組織開発を実現するための効果的なアプローチについて検討するものであ

る。まず，本章では，職場パワーハラスメントおよびワーク・エンゲイジメントの研究と

実践の動向をレビューし，本論文の理論的枠組みを提示する。パワハラの防止 ・抑

止は組織の健全化や就労者の心身の健康の維持増進に関わるため，その重要性

は自明のことである。パワハラの被害を受けなくなることは，組織や就労者の心身の

健全化，個人の資源の増進をもたらし，その副産物として，ワーク・エンゲイジメント

の維持増進をもたらす可能性が考えられる。また，ハラスメントの防止とワーク・エン

ゲイジメントの向上は職場や就労者が目指すべき目標であり，職場の対人関係やコ

ミュニケーションを改善するような組織開発を目的とした対策が有用という可能性を

もつ点で共通する。本研究では職場パワーハラスメントの防止とワーク・エンゲイジメ

ントの向上に向けての課題解決を目指し，まず，本邦の定義に則した職場パワーハ

ラスメントの認識性 ・体験尺度を新規開発し，職場パワーハラスメントとワーク・エン

ゲイジメントの両概念の理論的な枠組みを部署レベル資源の調整効果に着目して

検証した。さらに，職場の対人関係，特に上司から部下へのコミュニケーションの改

善に焦点を当てた管理職向けの効果的な介入プログラムを作成し，パワハラの防止

とワーク・エンゲイジメントの向上を導くのかを検証した。本章ではパワハラとワーク・

エンゲイジメントについての現状と課題を整理し，本研究の理論的な枠組みを示し

た。  
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１ ．導入  

 

（ １ ）本研究の視座  

職場のいじめやパワーハラスメント（以下，パワハラ）は被害者の心身の健康被

害，職場環境の悪化，組織の生産性や経営などの雇用管理上の悪影響を及ぼす

(Mikkelsen  & Einarsen ,  2008 ;  Niedhammer  e t  a l . ,  2006 ;  Wager  e t  a l . ,  2003 ;  

Nie l sen  & Einar sen ,  2012 )。職場いじめやパワハラの防止は組織の健全化と成員の

心身の健康維持増進を支えるといえるため，パワハラの防止 ・抑止の重要性は論を

俟たない。では，パワハラの防止や抑止による効果は就労者の心身の健康や組織の

健全化のみにとどまるのだろうか。  

本邦の職場のメンタルヘルス対策では，これまで精神障害などの労働災害や過労

自殺の民事訴訟を未然に防ぎ，企業への損失を避けることが重視され，長時間労

働対策に焦点が当てられてきた。その反面，職場の対人関係などのストレス要因へ

の対策は軽視される傾向にあった（川上， 2014） 。しかし，この 10 年の労働災害認

定事例の内訳では，いじめ・嫌がらせ，ハラスメントの問題が大部分を占めており

（厚生労働省， 2022a） ，職場の対人関係改善に焦点を当てたメンタルヘルス対策

が求められるようになった。国の調査や先行研究によると（厚生労働省， 2021;  津野

他， 2022） ，各企業が実施するパワハラ防止対策は一定の効果があることが窺える

が，パワハラを体験した人の割合に改善はみられない（厚生労働省， 2021） 。パワハ

ラ対策に消極的な企業は取り組みを考えている企業よりも， パワハラの発生による

「職場の生産性が低下」 という悪影響への認識が特に低く（厚生労働省， 2017） ，

対策を行うことへの意義やメリットが十分に理解されていないことが考えられる。換言

すると，パワハラによる就労者の心身や仕事への悪影響を認識していても，企業によ

っては対策を講じる動機づけにはならないことが推察される。パワハラの防止がパワ
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ハラ被害による悪影響を防ぐだけではなく，パワハラ防止によるポジティブな効果を

実証的に示せば，企業に対してパワハラ防止のための取り組みを後押しする効果が

期待され，実践的意義が大きい。そこで本研究では，産業 ・組織心理学やポジティ

ブ心理学の領域で近年注目されている，ワーク・エンゲイジメント（ work  

engagement） に着目した。  

近年，就労者のメンタルヘルスにポジティブな視点が導入される国際的な潮流が

あり，ワーク・エンゲイジメント（ work  engagement） はその代表的な概念として注目を

集めている。ワーク・エンゲイジメントとは，仕事に関するポジティブで充実した感情と

認知であり，仕事にやりがいや誇りをもち，熱心に取り組み，仕事から活力を得た状

態である（ Bakker  & Lei ter,  2010） 。高いワーク・エンゲイジメントは就労者の心身の

健康に加えて，組織行動やパフォーマンスを高めるため（ Hakanen  e t  a l . ,  2008  ;  

Sh imazu ,  Schaufe l i ,  Kamiyama e t  a l . ,  2015)，組織の生産性にもポジティブな影響

をもたらし得る（向江， 2018） 。  

ワーク・エンゲイジメントの先行要因や結果要因との関連を示した，仕事の資源―

要求度モデル（ Job  Demands -Resources  model ;  JD -R mode l） によると，仕事の資源

（作業 ・課題レベル，部署レベル，事業場レベル）と，個人の資源を多く得られるほど

ワーク・エンゲイジメントが向上するという（ Bakker,  Demerou t i ,  2014 ;  島津，

2014） 。JD-R mode l では，心身の健康をワーク・エンゲイジメントの結果要因として

位置付けており，先行研究でもワーク・エンゲイジメントの高い就労者は，主観的健

康や（ Schaufe l i  e t  a l . ,  2008） ，精神的健康が高いことなどが報告されている

（ Hakanen  & Schaufe l i ,  2012 ;  Inns t rand  e t  a l . ,  2012） 。一方 ，心血管疾患リスク因

子と心理社会的なリスク要因 （高ストレス，抑うつ，不安，苛立ち，社会的孤立

等） ，ワーク・エンゲイジメントとの関連性を調べた先行研究では，身体的健康と精

神的健康の両者がワーク・エンゲイジメントの増進に寄与する可能性を指摘している

（ Veromaa  e t  a l . ,  2017） 。心身の健全化とワーク・エンゲイジメントは密接に関連する
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ことが推察されるが，因果の方向性については議論の余地があるといえる。  

職場いじめやパワハラを防ぐことは被害者の心身の健康被害 ，職場環境の悪化，

組織の生産性や経営などの雇用管理上の悪影響を防ぎ，組織の健全化と成員の

心身の健康維持 ・増進を支えるといえる。もし，心身の健康がワーク・エンゲイジメン

トを促進するとしたら，パワハラの被害を一切受けないことや，以前受けたパワハラ被

害がなくなることによる就労者の心身の健康の副産物として，ワーク・エンゲイジメン

トの維持 ・増進をもたらすのではないだろうか。  

そこで本研究では，戦略的にパワハラを抑止することによって，ワーク・エンゲイジ

メントを促進するのかを明らかにすることを目的に，パワハラの防止 ・抑止のための効

果的なアプローチの開発と，その方略による効果を多面的に検証した。パワハラの被

害体験の有無によるワーク・エンゲイジメントへの影響を明らかにすれば，本邦におけ

る両概念の理論的発展と，心身の健全化とワーク・エンゲイジメントの因果の方向

性に対する理論的な示唆につながる可能性があり，学術的な意義が大きい。また，

先述の通り，パワハラを無くすことによるポジティブな側面を実証的に示せば，パワハ

ラ防止に向けた取り組みの意義を企業や社会に対して明確に示す効果が期待さ

れ，実践的な問題解決にも寄与する。  

本邦の職場のメンタルヘルスの枠組みとして提示された， 「健康いきいき職場づく

り」の理論モデルでは（川上， 2012） ，職場のハラスメントの防止と就労者のワーク・

エンゲイジメントの向上は目指していくべき活動目標の一つであると整理され（井

上 ・川上， 2013） ，重要なアウトカム要因として並列に位置付けられている（ Figure  

1 -1） 。この理論モデルは全て実証されたものではないが， JD-R mode l でも示された

仕事の資源の 3 つのレベル（作業レベル，部署レベル，事業所レベル）は就労者のワ

ーク・エンゲイジメントの向上や，職場のハラスメント（いじめ・いやがらせ）防止に効

果があるとされている（川上， 2014） 。このうち，部署レベル資源は上司や同僚の支

援、上司のリーダーシップ，上司の公正な態度，ほめてもらええる職場，失敗を認め
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られる職場，心理的報酬，安定報酬などの職場から得られる心理 ・社会的な資源

である。部署レベル資源が高い職場は上司や同僚からの適切なサポートを得られる

職場であるといえる。  

本邦において，ハラスメントとワーク・エンゲイジメントの両概念を結び付けた理論

的な枠組みは十分に検討されていないが，ハラスメントの防止とワーク・エンゲイジメ

ントの向上は職場や就労者が目指すべき目標であり，職場の対人関係やコミュニケ

ーションを改善するような組織開発を目的とした対策が有用という可能性をもつ点

で共通する。本研究では，パワハラの防止や抑止がワーク・エンゲイジメントの維持増

進のための規定因であることを実証するために，まず，本邦のパワハラ概念に則した

尺度を開発し，パワハラとワーク・エンゲイジメント両概念の理論的な枠組みを部署

レベル資源の調整効果に着目して検証した。その上で，パワハラを防止し，ワーク・エ

ンゲイジメントの向上を導くための，職場の対人関係，特に上司から部下へのコミュ

ニケーションの改善に焦点を当てた，組織開発を目的としたプログラムを開発し，そ

の多面的な効果を検証した。  
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（ ２ ）本研究の概要  

冒頭の議論を受けて，本稿の 3 つの研究の背景と概要を述べる。本研究ではパ

ワハラ防止を進める上での重要な課題として， 1） どのような行為や状態，態度がパ

ワハラに該当するのか否かの判断基準が明確でない点， 2） パワハラを防止すること

によるポジティブな効果が示されておらず，企業等にパワハラ防止することのメリット

Figure  1-1   
健康いきいき職場モデル（川上 （ 2012） を元に作成 ）  
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が十分に伝わっていない点， 3） パワハラを防ぐための効果的なアプローチの必要性

は明白だが，効果性が実証された介入方略の知見が極めて少ない点に着目した。こ

れらの問題意識より，本稿 2 章では 1） 職場パワーハラスメントの認識性 ・体験尺度

の新規開発と信頼性・妥当性の検証， 3 章では 2） 職場パワーハラスメントの被害体

験の有無による，ワーク・エンゲイジメントへの影響と，部署レベル資源の調整効果の

検証， 4 章では 3） パワハラを防止し，ワーク・エンゲイジメントの向上を導くための，

組織開発を目的とした介入プログラムの効果性の検証を行った。2 章で新規開発し

た尺度を用いて， 3 章の理論研究と 4 章の介入研究につなげ，パワハラの防止や抑

止がワーク・エンゲイジメントの増進のための規定因となりうるのかを検証した。本章

（第 １章 ）では，パワハラとワーク・エンゲイジメントについての現状と課題を整理し，

本研究の理論的な枠組みを示した。  

 

２ ．職場パワーハラスメントの現状  

 

職場におけるパワーハラスメントは，メンタルヘルス悪化だけでなく，職場環境を悪

化させ，企業全体の生産性や経営にも関わる雇用管理上の問題にもなりうる（入

江， 2015） 。欧米を中心とした先行研究において，パワハラ被害者の  PTSD

（ Leymann  & Gustaf sson ,  1996 ;  Mikke lsen  & Einarsen ,  2002 ） ， うつ病

（ Niedhammer  & Degioanni ,  2006） ，虚血性心疾患 （ Kivimaki ,  Var ta ,  E lova in io ,  

Vahtera  & Kel t ikan gas-Jarv inen ,  2003） ，高血圧 （Wager,  F ie ldman & Hussey,  

2003） ，頭痛 （ Aguggia ,  Cava l ln i  & Vare t to ,  2006 ） ，めまい，胸痛，腹痛など

（Mikkelsen  & Einarsen ,  2002） の心身の健康影響や， wel l -be ing との関係

（ Vart ia ,  2001） が示されている。パワハラによる悪影響は就労者の健康悪化という

直接的な被害だけではなく，企業への損失として，職場の風土を悪くする，周囲の

人間の士気の低下，生産性の低下などの間接的被害が報告されている（中央労働
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災害防止協会， 2005） 。  

本邦の民事上の個別労働紛争相談において， 「職場いじめ・嫌がらせ」は 10 年

連続主要因であり（厚生労働省， 2022a） ，精神障害の労災支給決定件数の出来

事として最も多い（厚生労働省， 2022b） 。近年 ，事業主に対してパワハラ対策が義

務化されたが，過去 3 年間にパワハラを体験した人の割合は，平成 24 年度は

25.3%，平成 28 年度は 32.5%，令和 2 年度は 31.4%と改善は見られず（厚生労働

省， 2021） ，急務であるパワハラ防止対策は進んでいるとはいい難い。また，諸外国

では 1990 年代から職場いじめ・嫌がらせに関する実態調査や健康への影響，発生

要因の検討が進んでいるが，本邦の職場いじめやパワハラに関する研究の蓄積は乏

しい（仁位他， 2018） 。本邦では長く職業性ストレスや職場のメンタルヘルスの研究

分野において，過労死や長時間労働などの仕事の質や量の問題に焦点が当てられ

てきたため，職場いじめや嫌がらせ，ハラスメント問題は研究対象として注目されてこ

なかったことが背景にある（山本 ・金井， 2018） 。しかし，近年はハラスメントや職場い

じめの問題がマスコミ報道などで取り上げられることが急激に増え，社会的な問題と

なっている。  

 

３ ．パワハラの定義と判断基準の必要性  

 

本邦では職場いじめや嫌がらせ，パワハラの問題を総称して「パワーハラスメント」

と称することを厚生労働省によって提案され，その定義を明らかにしている（厚生労

働省， 2012； 厚生労働省， 2020） 。そこでは，パワハラの概念を「同じ職場で働く者

に対して，職務上の地位や人間関係などの職場内の優位性を背景に，業務の適正

な範囲を超えて，精神的 ・身体的苦痛を与える又は職場環境を悪化させる行為 」と

提唱し（厚生労働省， 2012） ，改正労働施策総合推進法（厚生労働省， 2020） で

は「職場で行われる①優越的な関係を背景とした言動，②業務上必要かつ相当な
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範囲を超えたもの，③労働者の就業環境が害されるものの 3 要素を全て満たすも

の」と定義した。欧米では， 「ハラスメント」 よりも職場の「いじめ」と捉えられることが

多く，mobbing や bul ly ing などと呼ばれ， Leymann（ 1996） や Einarsen ,  Hoel ,  Zapf  

& Cooper（ 2003） の定義が広く用いられている（津野， 2016） 。  

欧米の定義と日本のパワハラの定義は（ Table  1 -1） ，加害者の言動によって，被

害者が身体的・精神的 ・社会的な苦痛を受けるものという点で共通する。一方，欧

米の定義ではそれらの言動や状況が一定期間継続して行われるものであると言及

されているが，本邦では頻度や継続期間は定められていない。また，本邦のパワハラ

概念では職場の様々な優越性（職位，性別，年齢，勤続年数，実績，経験 ・知識

量など）が背景にある点や，業務の適正な範囲を超えた行為である点，精神的 ・身

体的苦痛を与える行為のみならず職場環境を悪化させる行為にも言及している点

で欧米の職場いじめの定義とは異なる。欧米の職場いじめと本邦のパワハラの定義

は広義では共通するが，厳密には異なるといえる。欧米の職場いじめを測定する代

表的な尺度 Negat ive  Acts  Ques t ionnai re -Revised  （ 以下 ， NAQ-R） には

（ Einarsen， Hoel  & Note laers， 2009） ，職場内の優位性を利用して相手に苦痛を

与える傲慢な態度 （耳を貸さない，自身の非を認めないなど）や，職場環境が悪化

した状態 （上位者に対して周囲が萎縮し恐れている状態など）を測定する項目は含

まれておらず， NAQ-R では 1 つ以上の項目を週に１回以上経験した者を職場いじ

め被害者と判断としている。そのため，本邦のパワハラ定義ではパワハラだと判断さ

れる言動が，欧米の職場いじめに基づいて判断すると，パワハラに該当しないという

ことが起こり得る。本研究では，欧米の職場いじめの定義に基づいた概念ではなく，

日本の就労者を対象とし，日本の定義に則した概念を扱うため，パワハラを研究対

象とする。一方で，欧米で職場いじめと判断される言動は本邦のパワハラの定義に

も共通するため，欧米で蓄積された職場いじめ研究の知見は本邦のパワハラを検証

する際の議論に欠かせない。以降の議論において，欧米などの諸外国の先行研究に



15 

 

ついて述べる際は「職場いじめ」と表記し，本研究で扱う概念について言及する際は

「パワハラ」 と表記する。  

パワハラ対策が進まない要因の 1 つとして，従業員のパワハラに対する理解の不

足や捉え方の複雑化などが指摘されており（東京海上日動リスクコンサルティング株

式会社， 2012） ，企業ではどのような行為や状態，態度がハラスメントに該当するか

否かの判断が難しいという課題が挙がっている（布柴， 2015） 。日本の各職場では，

厚労省が提示するパワハラの 6 類型（ Table  1-2） を基準に，個々の事例ごとに，何

が適正な範囲かを判断することになる。この 6 類型は，裁判例や都道府県労働局の

個別労働関係紛争処理事案にもとづき，厚生労働省（ 2012） の「職場のいじめ・嫌

がらせ問題に関する円卓会議 」において提示された。しかし，パワハラの 6 類型は，

パワハラに当たりうる全てを網羅したものではないため，パワハラに該当すると思しき

代表的な言動に留まっていると考えられる。具体的にどのような行為，態度，状態が

パワハラに該当するのかを判断するためのリストは明示されていないため，個々の事

例がパワハラに該当するか否かの判断は，各職場に委ねられている。つまり，パワハ

ラに該当する行為や態度，状態がどのようなものであるかの具体的な判断指針が明

示されておらず，パワハラに対する共通の認識性 （当該行為や態度，状態をパワハラ

であると認識する程度 ）が得られていない状況である。対策において，パワハラの認

識性とパワハラの体験の実証的な検討が急務であるが，日本のパワハラ概念を適切

に踏まえた，パワハラの体験と認識性を測定する標準化された質問紙はなく，実証

的研究は決定的に不足している（仁位 ・津田 ・鄧 ・山廣 ・入江， 2018） 。なお， 「認

識 」はその内容や本質を把握・理解することを意味し，接尾辞の「性 」は性質や傾

向という意味の語をつくることから（松村， 1998） ， ある行為や態度，状態をパワハラ

であると把握 ・理解する傾向を表す概念を「パワハラの認識性」と称した。  

 このような背景を踏まえて，本研究では第 2 章で職場パワーハラスメントの認識性

と体験尺度の新規開発と信頼性・妥当性の検証を行った。  
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発表者（発表年） 用語 定義内容 

Leymann（1996） Mobbing 1人または複数の人が，個人に対して行う敵対的で非論理的な意思伝達を

含む心理的暴力（Psychological terror）であり，その結果，助けを呼ぶこ

とができず防御手段がない状態に追い込まれ，それでもなお心理的暴力が

続く状態。心理的暴力が過去 1 年間の間に，少なくとも 1 週間に 1 回以

上，最低 6ヶ月間続いたもの。 

      

Einarsen et all（2003）  Bullying 嫌がらせや，人を侮辱する，社会的に誰かを除外する，もしくは誰かの仕

事に好ましくない影響を与える行為であり，繰り返し，定期的に（例えば

週に 1回など）起こり，一定の期間（例えば 6ヶ月間など）にわたって起

こる行為。 

      

厚生労働省  

職場のいじめ・嫌がらせ

問題に関する円卓会議 

ワーキンググループ

（2012） 

職場のパワー

ハラスメント 

職場のパワーハラスメントとは，同じ職場で働く者に対して，職務上の地

位や人間関係などの職場内の優位性※を背景に，業務の適正な範囲を超え

て，精神的・身体的苦痛を与える，または職場環境を悪化させる行為をい

う。 

※上司から部下に行われるものだけでなく，先輩後輩間や同僚間などのさ

まざまな優位性を背景に行われるものも含まれる。 

 

類型 内容例 

①身体的な攻撃 叩く，殴る，蹴るなどの暴行や障害。丸めたポスターで頭を叩く。 

②精神的な攻撃 同僚の目の前で叱責される。他の職員を宛先に含めてメールで罵倒される。脅迫・名誉

棄損・侮辱。ひどい暴言。必要以上の時間や頻度で執拗に叱る。 

③人間関係からの切り離し 1人だけ別室に席を移されるなどの隔離。送別会に出席させないなどの仲間外し。無視。 

④過大な要求 新入社員なのに，他の社員の仕事を押し付けるなど，業務上明らかに不要なことや遂行

不可能なことの強制。仕事の妨害。 

⑤過少な要求 事務職なのに倉庫業務だけ命じられるなど，業務上の合理性なく，能力や経験とかけ離

れた程度の低い仕事を命じることや仕事を与えないこと。 

⑥個の侵害 交際相手について執拗に問われるなど，私的なことに過度に立ち入ること。 

※①～⑥は、パワハラに当たりうる全てを網羅したものではなく、これら以外は問題ないということではない。 

Table  1 -1   
職場のいじめ・パワーハラスメントの定義 （津野 （ 2016） をもとに作成 ）  

Table  1 -2   
パワーハラスメントの 6 類型（厚生労働省 （ 2012） をもとに作成 ）  
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５ ．パワハラによる就労者や職場への影響と，ポジティブな効果への着目  

 

冒頭で述べたように，職場いじめや嫌がらせ，パワハラは被害者や組織に悪影響

を及ぼす。諸外国の研究では，職場いじめによる被害者の心身への悪影響

(Mikkelsen  & Einarsen ,  2008 ;  Niedhammer  e t  a l . ,  2006 ;  Wager  e t  a l . ,  2003） に加

えて，離職意思の増加，職務満足度や組織コミットメントの低下などの仕事に関する

間接的被害が報告されている（ Nielsen  & Einarsen ,  2012） 。また，パワハラによる職

場の風土や士気，生産性の低下などの，企業や組織に対する間接的被害も挙げら

れる（中央労働災害防止協会， 2005） 。このように，職場いじめの被害体験が大き

いことによる悪影響についての報告が複数あり，職場いじめやパワハラによる影響は

被害者の心身の健康被害や離職，就労環境の悪化などのネガティブな文脈で語ら

れることが多い。これらのネガティブな影響を防ぐために，パワハラを防止することが

重要である，という社会的な問題意識は自明のことである。近年，事業主に対して

パワハラ対策が義務化され法整備は進みつつある。ハラスメント対策を「積極的に実

施している」と回答した企業では従業員のハラスメントの被害体験の割合が低く（厚

生労働省， 2021） ，自社でハラスメント対策を実施していると多くの従業員が認識し

ている企業ではハラスメント発生割合が低いことから（津野他， 2022） ，各企業が実

施するパワハラ防止対策による効果が窺える。しかし，国の実態調査によると，この

10 年間パワハラを受けた人の割合に改善はなく（厚生労働省， 2021） ，パワハラ対

策の必要性や重要性が全ての企業や就労者に十分に浸透していないことが推察さ

れる。パワハラの予防 ・解決に向けた取り組みに消極的な企業は、取り組んでいる企

業に比べて、パワハラが職場や企業に与える影響として「職場の生産性低下」 を認

識する程度が低く（厚生労働省， 2017） ，対策を行うことへの意義やメリットが十分

に理解されていないことが考えられる。パワハラの防止に向けた対策はパワハラの被
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害による悪影響を取り除くという意味で就労者のメンタルヘルス対策に位置づけら

れることが想定され，企業にとってはコストと捉えられやすい。パワハラの防止がパワ

ハラ被害による悪影響を防ぐだけではなく，パワハラ防止によるよりポジティブな効果

を実証的に示せば，企業に対してパワハラ防止のための取り組みを後押しする効果

が期待され，実践的な問題解決にもつながる。そこで本研究では，ワーク・エンゲイジ

メント（ work  engagement） に着目した。  

 

６ ．ワーク・エンゲイジメントの定義と現状  

 

この節では，本論文で扱う概念であるワーク・エンゲイジメントについて論じる。少

子高齢化が進み労働力人口が減少している現在，企業や社会では，多様な労働

力の活用と質の向上が求められ，職場のメンタルヘルス対策においても，メンタルヘ

ルス不調への対応やその予防だけではなく，個人や組織の活性化などポジティブな

側面を視野に入れた対策も重要とされる（島津， 2016） 。こうした中，ポジティブ心理

学や産業・組織心理学などの領域でワーク・エンゲイジメント（Work Engagement） と

いう概念が注目されている。ワーク・エンゲイジメントとは，仕事に関するポジティブで

充実した感情と認知であり，活力，熱意，没頭によって特徴づけられる（ Bakker  & 

Lei ter,  2010） 。活力は，就業中の高いエネルギーや心理的な回復力，熱意は，仕事

への強い関与，仕事に対する誇りや有意味感，没頭は，仕事への集中と没頭に特

徴づけられる。WE は，特定の対象，出来事，個人，行動などに向けられた一時的な

状態ではなく，仕事に向けられた持続的かつ全般的な感情と認知である

（ Schaufe l i ,  2002） 。ワーク・エンゲイジメントが高い就労者は心身の健康や，仕事へ

のコミットメント，仕事のパフォーマンスが高く，離職意志が低い（ Hakanen  e t  a l . ,  

2008  ;  Sh imazu ,  Schaufe l i ,  Kamiyama e t  a l . ,  2015)。高いワーク・エンゲイジメント

は就労者の心身の健康だけではなく，組織行動やパフォーマンスを高めるため，組
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織の生産性にもポジティブな影響をもたらし得る（向江， 2018） 。  

冒頭で述べたように，仕事の資源―要求度モデル（ Job  Demands -Resources  

model ;  JD-R mode l )の中で（ f igure  1 -2） ， ワーク・エンゲイジメントの先行要因とし

て，主に「仕事の資源 」と「個人の資源 」が検討されている (Bakker  & Demerout i ,  

2014;  島津， 2014） 。仕事の資源には 1） 作業 ・課題レベル（仕事の意義や明確さ，

仕事のコントロール，成長の機会） ， 2） 部署レベル（上司や同僚の適切な支援，経

済 ・尊重 ・安定報酬，上司のリーダーシップや公正な態度，褒めてもらえる職場，失

敗を認められる職場 ） ， 3） 事業場レベル（経営層との信頼関係，公正な人事評価

等）の 3 つの水準があり，これらの資源を多く得られるほどワーク・エンゲイジメントが

向上するとされる。個人の資源は，周囲の環境をうまくコントロールし，影響を与える

ことができるという肯定的な自己評価であり（ Bakker,  2011） ，積極的な対処スタイ

ル，自己効力感，組織での自尊心，楽観性，レジリエンス等が該当する（島津，

2014） 。  

JD-R mode l  を発展させたモデルである， Differen t ia ted  Job  Demands-Resources  

model ;  DJD-R model )では（ f igure  1 -3） ，仕事の要求度を「挑戦的要求 （熱意など

のポジティブ感情や積極的な問題解決，達成感や成長を促す） 」 と「 妨害要求 （成

長，学習，目標達成を妨げ，恐れや怒りなど否定的な感情に関連 ） 」に区別し，ワー

ク・エンゲイジメントと挑戦的要求に正の関連，妨害要求に負の関連性が報告され

ている  (Crawford  e t  a l . ,  2010)。職場いじめは対処の難しさや，被害者への重大な

悪影響を及ぼすという特徴から，妨害要求に位置付けられるため，職場いじめやパ

ワハラの体験はワーク・エンゲイジメントを抑制するという仮説が考えられ，先行研究

でも支持されている (Rodr iguez -Munoz  e t  a l ,  2009 ;  Law e t  a l . ,  2011)。本邦の就労

者を対象に，パワハラとワーク・エンゲイジメントの関連性を実証した研究は見受けら

れないが，同様の効果が予想される。では， DJD-R model におけるワーク・エンゲイジ

メントの抑制要因である阻害要求と，促進要因である仕事の資源の双方が高い場
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合，ワーク・エンゲイジメントはどのように変化するのだろうか。妨害要求と仕事の資

源は負の相関関係があるが，例えば，特定の上司からパワハラに該当するような言

動を受けているが，その他多くの同僚とは良好な関係を築けており，職場で適切な

支援を得ることができている場合には，妨害要求と仕事の資源の双方が高いという

ことが起こりうる。本研究の第 3 章（研究 2） では，パワハラの被害体験の有無によ

るワーク・エンゲイジメントへの影響における，部署レベル資源の調整効果を調べ，こ

の問いを検証した。また，パワハラの被害がワーク・エンゲイジメントを抑制するとした

ら，パワハラの被害がなくなることで，低下したワーク・エンゲイジメントは回復または

向上するのだろうか。本研究の第 4 章（研究 3） では，パワハラを防ぎ，ワーク・エン

ゲイジメントの向上を導くためのアプローチの効果性を検証し，パワハラを戦略的に

抑止することによるワーク・エンゲイジメントへの向上効果を検証した。  

JD-R mode l では，心身の健康をワーク・エンゲイジメントのアウトカム（ 結果 ）要因

として位置付けており，例えば，ワーク・エンゲイジメントの高い就労者は，主観的健

康が高く（ Schaufe l i  e t  a l . ,  200 8） ，不安や抑うつが低いことなどが明らかにされてい

る（ Hakanen  & Schaufe l i ,  2012 ;  Inns t rand  e t  a l . ,  201 2） 。一方 ，心血管疾患リスク

因子と心理社会的なリスク要因 （高ストレス，抑うつ，不安，苛立ち，社会的孤立

等） ，ワーク・エンゲイジメントとの関連性を調べた先行研究では，身体的健康と精

神的健康の両者がワーク・エンゲイジメントの増進に寄与する可能性を指摘している

（ Veromaa  e t  a l . ,  2017） 。心身の健全化とワーク・エンゲイジメントの高い関連性が

窺えるが，ワーク・エンゲイジメントの高さが心身の健康をもたらすのか，心身の健康

がワーク・エンゲイジメント向上に寄与するのか，その両者なのかは明確でない。  

職場いじめやパワハラを防ぐことは被害者の心身の健康被害 ，職場環境の悪化，

組織の生産性や経営などの雇用管理上の悪影響を防ぎ，組織の健全化と成員の

心身の健康維持増進を支えるといえる。もし，心身の健康がワーク・エンゲイジメント

を促進するとしたら，パワハラの被害を一切受けないことや，以前受けたパワハラ被
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害がなくなることによる就労者の心身の健康の副産物として，ワーク・エンゲイジメン

トの維持増進をもたらすことが考えられる。また， JD-R mode l においてワーク・エンゲ

イジメントの先行要因とされる個人の資源は，組織での自尊心や自己効力感，レジ

リエンス等が該当する。先行研究では，身体的健康や情緒的安定性がその後の自

尊心に関連していることや（ Soest  e t  a l . ,  2018） ，いじめ被害による抑うつ症状を自

尊心の低下が媒介することが示唆されており（ Zhong  e t  a l . ,  2021） ，パワハラを抑止

することやパワハラの被害体験による心身への健康被害を解消することが，ワーク・

エンゲイジメントの規定因である個人の資源を促進し，ワーク・エンゲイジメントを高

める可能性も考えられる。つまり，パワハラの被害を受けず，心身が健全な状態であ

ることが，ワーク・エンゲイジメントを向上させるための必要条件となることや，一度受

けたパワハラの被害を早期解決することで，個人資源や心身の健康を回復させ，ワ

ーク・エンゲイジメントの向上をもたらすことが考えられる。パワハラの被害体験の有

無によるワーク・エンゲイジメントへの影響を検討することで，本邦における両概念の

理論的発展と，心身の健全化とワーク・エンゲイジメントの因果の方向性に対する理

論的な示唆につながる可能性があり，学術的な意義が大きい。  
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Figure  1-3   
Di fferen t ia ted  Job  Demands-Resources  model（ Crawford  e t  a l .  (2010)を参考に作成 ）  

F igure  1-2   
Job  Demands-Resources  model（ 島津 （ 2014） をもとに作成 ）  
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７ ．職場パワーハラスメントの有無によるワーク・エンゲイジメントへの影響と部署

レベル資源による調整効果   

 

職場いじめによるワーク・エンゲイジメントへの影響は近年の研究で明らかにされ

つつある。例えば，職場いじめの被害体験が就労者の内発的動機を介して間接的

にワーク・エンゲイジメントを低下させること（ Goodboy e t  a l . ,  2017） ，職場いじめの

被害体験が雇用不安を介してワーク・エンゲイジメントを低下させる効果 （ Park  & 

Ono,  2017） ，職場いじめの被害体験がワーク・エンゲイジメントの低下を介して欠勤

をもたらすこと（Magee e t  a l . ,  2017） ，職場いじめの被害体験がワーク・エンゲイジメ

ントの低下を部分的に媒介し離職意図を高めるという影響 （ Coetzee  & Dyk ,  2017）

などがある。先行研究は総じて，職場いじめの被害体験の程度や頻度が高いほど，

ワーク・エンゲイジメントを間接的 ・直接的に抑制することを示唆している。先行研究

ではパワハラ被害体験を間隔尺度水準で測定しているため，パワハラの被害体験得

点が低い場合に， 「パワハラ被害を一切受けていない」場合と， 「パワハラの被害体

験の頻度や程度があまりない」場合が混在することになる。  

しかし，パワハラが生じた場合の被害者の健康被害や組織への損失は大きく，そ

の頻度や程度が少なくても就労者や職場への悪影響を及ぼす可能性が高い（仁位

ら， 2018） 。パワハラ体験という状態の性質上，これらの被害を全く受けていない状

態が最も理想的な状態であると考える。そのため，パワハラの体験頻度が高いほどワ

ーク・エンゲイジメントが低いという先行研究のエヴィデンスは，パワハラを無くすこと

による意義を示すには十分とはいい難い。パワハラの被害体験が全くない状態とパワ

ハラの被害体験があまりない状態の違いは，線形的 （量的 ）な違いではなく，非線形

的 （質的 ）な違いであると考えられ，両者を厳密に区別するような測定を行う必要が

ある。そこで，第 3 章 （研究 2） では，パワハラ体験の有無を明確に区別するために，

「パワハラの体験がないこと」 と「 （頻度や程度に関わらず）パワハラの体験があるこ
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と」を順序尺度の水準で捉え，パワハラの体験の有無がワーク・エンゲイジメントの変

動をどのように予測するのかを，縦断調査によって明らかにすることを目的とした。つ

まり，パワハラの被害体験がある場合に比べて，パワハラの体験がない場合はその後

のワーク・エンゲイジメントの変化量が高くなるという効果を検証した。  

さらに，パワハラの有無がワーク・エンゲイジメントの変動をどのように予測するのか

を縦断的に検証するとともに，この関係における部署レベル資源の調整効果を検証

する。先に述べたように，部署レベル資源 （上司や同僚の支援、上司のリーダーシッ

プ，上司の公正な態度，ほめてもらええる職場，失敗を認められる職場，心理的報

酬，安定報酬 ）が豊富な人ほどワーク・エンゲイジメントが高いことは多くの先行研究

で示されている（ Hakanen  & Roodt ,  2010;  Bakker  & Demerou t i ,  2014 ;  島津，

2014） 。パワハラの体験が多い部署に所属する一般就労者 （非管理職者）よりも，

パワハラの体験が少ない部署に所属する一般就労者ほど部署レベル資源が高いこ

とが報告されている（小林他，印刷中 ） 。職場から得られる心理 ・社会的な資源であ

る部署レベル資源が高い職場は上司や同僚からの適切なサポートを得られる職場で

あるといえるため，パワハラの加害者となる上司や同僚が少なく，両概念の関連性は

高いと考えられる。しかし，パワハラの体験は部署レベル資源が得られないことではな

く，心身や仕事に悪影響を及ぼす言動や状況を受けることであるため，両概念は明

確に異なる。例えば，先述のように，特定の上司からパワハラを受けていても，職場

の多くの同僚とは良好な関係を築けている場合や，上司からは適切な支援があって

も，同僚や役員等からのパワハラ被害があるという状況も想定される。パワハラによ

る就労者の健康や仕事に対する悪影響を考えると，パワハラを受けている時にどれ

ほど部署レベル資源が高くてもワーク・エンゲイジメントが高まるとは考えにくい。高い

部署レベル資源がワーク・エンゲイジメントを高めることは多くの研究で報告されてい

るが（ Hakanen ,  e t  a l . ,  2014;  島津， 2014） ， その効果を発揮するにはパワハラを受

けていないこと（パワハラ被害による悪影響がないこと）が前提となるのではないだろ
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うか。  

職場いじめやパワハラの体験の有無によるワーク・エンゲイジメントへの影響と部

署レベル資源の調整効果について検討した先行研究は見受けられないが，職場い

じめによるワーク・エンゲイジメントへの負の関連における紛争解決風土 （ c l imate  for  

conf l i c t  management） の調整効果 （紛争解決風土が低い場合にのみ，職場いじめ

暴露によってワーク・エンゲイジメントが低下 ）が明らかにされている（ Einarsen  e t  a l . ,  

2018） 。この研究の紛争解決風土は，職場で意見の相違があった時に適切に解決

するための職場の風土や上司の適切な対処を測定しており，本研究で扱う部署レベ

ル資源の高さと類似する概念であると考えられる。先行研究は職場での対立を対処

する方法や上司の適切な対処が豊富であることが職場いじめへの暴露によるワー

ク・エンゲイジメント抑制効果を緩和するということを示唆しており，部署レベル資源

などの仕事の資源にはストレッサーによるワーク・エンゲイジメントへの悪影響を緩和

する機能があるという（島津 ・江口， 2012） 。  

以上のことから，本研究で検討するパワハラの体験有無によるワーク・エンゲイジ

メントへの影響においても，部署レベル資源がその効果を調整することが推察され

る。つまり，パワハラの体験がないことはパワハラの体験があるときよりも， ワーク・エン

ゲイジメントを高める効果を示し，職場の上司や同僚から得られる適切なサポートや

心理社会的な報酬 （部署レベル資源 ）が豊富である時ほどその効果が高まることが

期待される。  

 

８ ．パワハラの発生要因と防止に向けて  

 

パワハラ被害体験がないことはパワハラ体験があるときよりも， ワーク・エンゲイジメ

ントを高めるという効果と，部署レベル資源が高い時にその傾向が顕著であるという

調整効果が示されれば，パワハラを防止することはパワハラ被害による就労者への悪
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影響を取り除くのみならず，ワーク・エンゲイジメントの促進というポジティブな効果を

もたらすことが考えられる。また，パワハラ防止対策やワーク・エンゲイジメント向上を

目的とした取り組みにおいて，部署レベル資源を高めるような組織開発的な取り組

みやパワハラ防止を目的とした働きかけが，結果的にワーク・エンゲイジメントを向上

させるという複合的な効果が期待される。  

では，パワハラを防止するための効果的なアプローチにはどのようなものがあるのだ

ろうか。ここでは，職場いじめ・嫌がらせ，パワハラがなぜ起こるのかという発生要因

に関する先行研究を紹介し，パワハラを防止するためにどのような対策が求められる

かについて述べる。諸外国を中心とした職場いじめの先行研究では被害者や加害

者の個人特性，職場風土や職業性ストレスなどの組織要因，リーダーシップとの関

連が論じられている。  

 

（ １ ） 被害者の個人要因  

 職場いじめ被害者のパーソナリティ特性として，感情の不安定さの高さ（ Coyne,  

Smi th -Lee  Chong,  Se igne ,  & Randal l ,  2003;  Glaso ,  Mat th iesen ,  Nie l sen ,  & 

Einarsen ,  2007） ，神経症傾向の高さ（ Glaso  e t  a l . ,  2007;  Persson  e t  a l . ,  2009;  

Nie lsen  & Knardah l ,  2015） が報告されている。しかし，被害者と被害を受けていな

い就労者とのパーソナリティ特性に違いがなかったという研究もあり（ Glasø  e t  a l . ,  

2007） ，現時点で職場いじめ被害者の一貫したパーソナリティ特徴は明らかにされて

いないとされる（山本 ・金井， 2018） 。また，個人の性格特性は先天的な要素も大き

いが，発達過程や環境によって変化するため， 「パワハラを受けやすい性格特性」で

はなく「パワハラを受けた結果，感情の不安定さや神経症傾向が高まった」という可

能性も考えられる。いづれにしても，職場いじめやパワハラはあくまでも加害者側の

問題であるということは忘れてはならない。  
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（ ２ ）加害者の個人要因  

 では，どのような人が職場いじめやパワハラの加害者になりやすいのだろうか。加害

者からのデータを収集することの難しさを背景に，加害者に関する実証研究は少な

いが（山本 ・金井， 2018） ，近年の研究では，高い攻撃性（Matth iesen  & 

Einarsen ,2007） ， マキャベリズム（他者操作的で自己中心的な特性） ，サイコパシ

ー，ナルシズム（自己愛性傾向 ）の 3 つの特徴をもつダークトライアド傾向が，職場い

じめの加害者の特徴として示されている（ Linton  & Power,  2013） 。また，加害者と

関連が高い性格特性として，外向性の高さや，低い協調性と低い正直さ―謙虚さ

が報告されている (Dåderman  & Ragnes tå l - Impola ,  2019 )。これらの加害者の特徴

を踏まえると，表面上は他者と積極的に関わり社交的に見えても，内心は利己的で

他者に対する共感性や他者を尊重する姿勢が欠如している人が，職場内で優位な

立場にあれば，加害者になりやすいということが考えられる。また，自己本位性脅威

モデル（ th rea tened  egot i sm  model） では，自分自身の価値を不安定に誇張して認

めている場合に，自己防衛反応が起こり，攻撃性が高まることが報告されている

(Baumeis ter,  Smar t ,  & Boden ,  1996)。このことは，職場いじめの加害者のナルシズ

ムが高いという特徴とも重なる。パワハラは職場内の優位性を背景に起こる。不安定

に自尊心が高い人の前に，優秀な部下や後輩が表れた時 ，自分の立場や優位性が

脅かされたり，傷つけられたりすることを恐れ，わざとその相手を人前で叱責する，能

力よりも低い仕事を与える，相手の評価を下げるために悪い噂を吹聴するなどのパ

ワハラ言動につながることが考えられる。  

先述したダークトライアド傾向や，不安定な自尊心の高さは，生まれ持った素質の

面やこれまでの成育歴や成長過程，経験で長い時間をかけて身についてきた特徴で

あると思われるため，介入を行うことは容易ではないと考えられる。そのため，対策と

して，まずはそういう特性をもつ人を管理職などの優位性の高い立場に置かないよ

う，昇進昇格時の審査で見極めるということが必要であろう。しかし，全ての企業や
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組織において，そのようなスクリーニングを行うのは現実的ではない。管理職などの

職場内の優位性をもつ人に対して，自身の考え方や捉え方などの特徴に目を向け，

自分自身や自身の価値観を理解するよう促すことも，パワハラを防止するために必

要であるだろう。  

さらに，パワハラ行為者の特徴として，社会生活や対人関係場面に必要とされる

能力である社会的能力（ socia l  competenc ies） の低さが指摘されている（ Zapf  & 

Einarsen ,  2020） 。社会的能力は感情知能（ Emot ional  In te l l igence） とも関連する

（Márquez ,  Mar t ín ,  & Bracke t t ,  2006） 。感情知能は自分や相手の感情を知覚・理

解し，状況に応じて自身の感情を表現し，相手へ共感し，自分と相手の感情を調

整する能力である。パワハラ加害者にならないためには，相手と自分の感情を理解

し，相手へ共感的な態度を示し，自身と相手の感情に適切に働きかけるような調整

能力が必要であり，そういった感情知能は教育によって高めることが可能であるとさ

れている（ Kotsou ,  Moïra  Miko la jczak ,  Alexandre  Heeren ,  Grégoi re ,  & Leys ,  

2018） 。パワハラを防止するためには，管理職などの職場内の優位性をもつ人に対し

て，自身の特徴や感情などを適切に理解 ・コントロールする力や相手の気持ちを理

解 ・共感し，相手との関係を保持するための調整能力を高めることが重要であると

考えられる。  

 

（ ３ ）組織要因  

 パワハラの発生は加害者個人の問題だけではなく，職場環境などの組織の問題も

考えられる。職業性ストレスの関連では，職の不安定さや（ De Cuyper,  Bai l l i en ,  & 

De Wi t te ,  2009） ，仕事の負担の大きさと仕事のコントロールの低さ（ Bai l l ien ,  De 

Cuyper,  & De Wi t te ,  2011） ，役割曖昧さや役割葛藤が（ Van den  Brande,  

Bai l l i en ,  De  Wi t te ,  Vander  Els t ,  & Godder i s ,  2016 ） ，職場いじめの発生に寄与す

ることが報告されている。また，職場風土との関係では，職場いじめの被害者は自身
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の職場をヒエラルキー志向の組織文化であると捉えやすいことや（ Pi lch  & Turska ,  

2015） ，関係志向の職場よりも，ヒエラルキー志向の職場では職場いじめの被害者

が増加しやすいことが報告されている（ An & Kang ,2016） 。  

職業性ストレスや職場風土と職場いじめの関係を踏まえると，仕事の負担が大き

く不安定な職場や，自身の役割が不明確で自律的に仕事を進めることができない

職場などの高ストレス職場ではパワハラが発生しやすいことが窺える。また，互いに尊

重し合い良好な人間関係を築くことができる職場に比べて，役職間の階層が明確で

上司の裁量権限が強い職場はパワハラが起こりやすいといえる。パワハラ防止のため

には，高ストレス職場をつくらないよう，職場環境を整え，適切な人員配置を行うな

どの組織全体としての取り組みや，就労者個人が仕事の様々なストレス場面で適切

に対処する力を身につけること，互いに相手を尊重したコミュニケーションが取れるよ

うな職場の風土を構築することが必要であると考える。  

 

（ ４ ） リーダーシップスタイルによる要因  

先述したとおり，パワハラは職場内の様々な優位性を背景に行われるため，職場

いじめやパワハラは必ずしも上司から部下へ行われるものではなく，同僚間や部下か

ら上司に対してでも起こり得る。しかし，職場の優位性として代表的なものに「職位 」

があり，厚生労働省の実態調査でも，パワハラ被害者がパワハラを受けた相手 （複

数回答可 ）として最も多い相手が， 「上司 （役員以外 ） 」の 67.9％であり， 「会社の

幹部 （役員 ） 」は 24 .7％と 2 番目に多い（東京海上日動リスクコンサルティング株式

会社， 2021） 。パワハラの大半は上司から部下に対して行われるものであるため，パ

ワハラを起こす上司の特徴を明らかにするために， リーダーシップのスタイルと職場い

じめやパワハラとの関連は重要な知見になる。  

怒り特性や不安特性が高いリーダーをもつ部下は，自分のリーダーを「 pet ty  

ty ranny（ 自己を誇示し，恣意的な行動をとり，部下を支配するような横暴 ・専制的
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なリーダー） 」であると評価しやすいことが示されている (Kant ,  Skogstad ,  Torsheim,  

& Einarsen ,  2013)。このことは，先述の加害者の個人要因で記した高い攻撃性や

脅迫的な自尊心のあまり，自分が傷つけられることを過度に不安に思い，自分を脅

かす相手を攻撃するという特徴とも一致する。対策において，管理職を対象に，自

身の怒りや不安などのネガティブな感情を理解し，適切にコントロールする力や，部

下の気持ちを理解し，共感的なコミュニケーションをとるためのスキルを教育すること

が必要であると考えられる。  

これまでの研究から，職場いじめと関連するリーダーシップとして，権威的リーダー

シップ（ Hoel ,  Glasø ,  Het land ,  Cooper,  & Einarsen ,  2010 ） ，放任的リーダーシップ

が報告されている（ Nielsen ,  2013） 。権威的リーダーシップは自分の考えややり方を

部下に押し付け，部下の主体性は認めずに専制的な言動で部下をコントロールしよ

うとする特徴があるため，パワハラを行う上司の典型的なリーダーシップスタイルであ

るといえる。一方 ，放任的リーダーシップはリーダーがリーダーとしての役割を果たさ

ず，部下に対する指導や労い，賞賛等の言動をとることが非常に少なく，部下との

関わりを放棄しているようなリーダーシップである。放任的リーダーシップは上司から

部下への関わりが少ないため，パワハラも生じにくいように思われるが，なぜ放任的リ

ーダーシップのもとで職場いじめが発生しやすいのだろうか。その背景として，放任的

リーダーシップのもとでは，役割葛藤が生じやすく，同僚間でのいじめが起きやすくな

ることが示されている（ Skogs tad ,Einarsen ,  Torshe im,  Aasland ,  & Het land ,  2007 ） 。

また，放任的リーダーシップの上司による，部下に対して適切な関心を示さない態度

そのものが部下を萎縮させやすく，職場環境の悪化につながる可能性がある。その

ため，パワハラのない職場をつくるためには，パワハラと訴えられないよう， リーダーが

「部下とのコミュニケーションを避ける」のではなく，部下と「適切なコミュニケーション

をとる」 ということを推奨し，その方法やスキルを伝えていくということが重要である。  
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（ ５ ）個人属性間の価値観の相違や組織文化差による要因  

 パワハラの事案をみると，加害者が無自覚にパワハラに該当する言動をとっている

という場合が多くある。年配の就労者ほど，当該行為や状態，態度をパワハラである

と認識する程度 （パワハラの認識性 ）が低いことが報告されており（仁位 ・津田 ・鄧 ・

山廣 ・入江， 2017） ，管理職世代など年配の就労者が自覚なくパワハラ加害者とな

る可能性がある。また，女性は男性よりも「上司に対して部下が萎縮している，上司

の顔色を見て部下が行動している」というような状態をパワハラであると認識しやす

いことが報告されており（山廣 ・津田 ・鄧 ・仁位 ・入江， 2017） ，男性が自覚なくパワ

ハラの加害者となることが危惧される。さらに，生産 ・技術系の職種では事務影響系

の職種の人に比べて，部下が上司に委縮する職場状況を多く体験していることが報

告されており（仁位他， 2017） ，職種による職場環境や組織文化の違いが，パワハラ

の発生に寄与していることが窺える。以上のことから，パワハラを防止するために，パ

ワハラに対する理解を促し，パワハラの認識性を高めることや，上の世代と若手世

代，男性と女性など，個人的背景が異なる就労者間の適切なコミュニケーションを

促し，パワハラ認識性や価値観のギャップを軽減することが有用であると考えられ

る。また，これまでの経験や生活歴，組織の文化や環境によって個々人の価値観が

形成されているということや，自分にとっての常識が他の人にとっては違和を感じる

可能性があるということの理解を促すことも必要であると考える。  

 

（ ６ ）発生要因から考えられる防止策  

ここまでの知見を整理すると，パワハラの防止対策のためには以下の点が有効で

あることが考えられる。１ ） ， ２ ）は組織全体に必要な取り組みを， ３ ）―６ ）は就労者

個人に必要とされるスキルを記した。３ ）―６ ） については特に管理職などの職場内の

優位性が高い就労者に対して求められる。  

１ ）高い攻撃性，サイコパシー，ナルシズム（自己愛性傾向）の 3 つの特徴をもつ
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ダークトライアド傾向や不安定な自尊心をもつ人が管理職などの優位性の高い立場

にならないよう，昇進昇格時の審査で見極める。  

２ ）職場環境を整え，適切な人員配置を行うなど，高ストレス職場をつくらないよ

うにするための組織全体としての取り組みを行う。互いに尊重し合える職場風土の

重要性を伝え，そのような風土を構築する。  

３ ）仕事の様々なストレス場面で適切に対処する力を身につける。  

４ ）自分の考え方や捉え方などの特徴や価値観を理解する。  

５ ）自身の特徴や感情などを適切に理解 ・コントロールする力や，相手の気持ちを

理解 ・共感し，相手との関係を保持するための調整能力を高める。特に怒りや不安

などのネガティブな感情の取り扱い方についての対処法が重要である。  

６ ）相手を尊重した適切なコミュニケーションの方法を習得する。  

７ ）パワハラに対する認識性 （当該行為や状態，態度をパワハラであると認識する

程度 ）を高める。  

なお，日本の産業保健現場では，パワハラ防止対策として，パワハラへの理解を

促すための「パワハラ教育 」に加えて，怒りが生じた時の対処やコントロール手法であ

る「アンガーマネジメント」や自分の考えや気持ちを伝えると共に，相手の立場にも立

つなどの自他を尊重した自己表現スキルである「アサーション」研修が多くの企業で

取り入れられている。ここまで述べてきたパワハラの発生要因と理論的背景を踏まえ

ると，こういった研修がパワハラ防止に有用であることが期待されるが，それらのパワ

ハラ防止効果は科学的に実証されていない。本稿第 4 章ではパワハラを防止し，ワ

ーク・エンゲイジメントの向上を導く効果的なアプローチの検証を行う。  

 

９ ．パワハラ防止とワーク・エンゲイジメント向上のための，効果的なアプローチ  

 

パワハラの防止とワーク・エンゲイジメントの向上の双方を導くための，効果的なア
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プローチの検証が求められるが，両概念の介入研究の課題を整理すると次の 4 点

にまとめられる。  

１ ） パワハラの防止とワーク・エンゲイジメントの向上は，組織と就労者双方に利点

があり，介入研究の必要性は明白である。しかし，職場いじめや嫌がらせは複雑な

現状であり，予防介入には複合的なアプローチが求められることや，集団単位への

介入研究実施の困難さを背景に（山本 ・金井， 2018） ，パワハラを防ぐための介入

効果を検証した研究は極めて少なく，本邦では実践報告に限られている（牧田他，

2013） 。ワーク・エンゲイジメント研究は，大半が理論研究であり（ Bakker  & Lei te r,  

2010） ，介入効果を示した研究は海外では知見が蓄積されつつあるが，本邦では３

件に留まる（向江， 2018） 。  

2） 前節を踏まえると，パワハラの防止のためには，自身と相手の感情を適切に捉

えて相手を共感的に理解しようとする姿勢や，相手との関係を保持するためのコミュ

ニケーションスキルや調整能力の向上が求められる。産業保健の現場では，パワハラ

予防のために，管理職を対象としたアンガーマネジメントやアサーションスキル（自分

の考えや気持ちを伝えると共に，相手の立場にも立つなどの自他を尊重した自己表

現スキル）研修を実施しているが，経験則に基づいたもので，その効果は検証されて

いない。欧米の研究（ Lei ter,  Laschinger,  Day  & Oore ,  2011 ） では，尊重し合う対

人関係構築や職場の活性化を目的としたプログラムがパワハラの減少に効果を示し

たが，このプログラムはテーマに沿った対話を 6 か月間定期的に実施するものである

ため，企業や就労者にとっては負担が大きく，容易に行えるものと言い難い。  

3） ワーク・エンゲイジメントの向上効果を示した国内研究は，就労者個人の認知

的側面の変容を促すものやジョブ・クラフティングによるものに限られている

（ Imamura ,  Kawakami ,  Furukawa,  Matsuyama,  Sh imazu ,  Umanodan  & Kasai ,  

2015  ;  Imamura ,  Kawakami ,  Tsuno,  Tsuch iya ,  Sh imada,  Namba & Sh imazu ,  

2017  ;  Sakuraya ,  Shimazu ,  Imamura ,  Namba & Kawakami ,  2016 ） 。しかし，ワー
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ク・エンゲイジメントの先行要因である，仕事の資源や個人の資源には様々な要素

があるため，多様なアプローチが期待される（向江， 2018） 。例えば，上司の支援や

適切な指導と関わり等の部署レベル資源が職場のワーク・エンゲイジメントを向上さ

せる（島津， 2014） 。  

4） 年配の就労者ほどパワハラの認識性（当該行為や状態，態度をパワハラである

と認識する程度 ）が低く（仁位 ・津田 ・鄧 ・山廣 ・入江， 2017） ，ベテランの就労者が

自覚なくパワハラ加害者となる可能性が考えられる。パワハラの防止のために，ベテラ

ンと若手の双方のコミュニケーションを促すことが有用であると考えられる。また， 「仕

事に費やす努力に見合った金銭 ・心理 ・キャリアの報酬を得られない」ストレスフルな

状態 （努力 ‐報酬不均衡）が，年代ごとに異なる就労観を媒介しワーク・エンゲイジメ

ントを抑制すること，その関連性が若年就労者ほど大きいことが示唆されている（小

林 （仁位 ） ・津田 ・原口 ・森松 ・江嵜 ・今村 ・石竹， 2019； 2021） 。上司が部下に対し

て適切な感受性をもって接する職場では，努力 ‐報酬不均衡状態などのアンフェアな

状況に対する部下の耐性が強く（ Skar l i ck i  & Folger,  1997)，上司の支援や適切な

関わりが部下のワーク・エンゲイジメントを向上させることが考えられる。  

以上より，部下に対する上司の尊重・共感的な態度や適切なコミュニケーションを

促進するような組織開発を目的とした介入が，パワハラの防止とワーク・エンゲイジメ

ントの向上を導くための共通したアプローチであると考えられる。また，管理職のパワ

ハラ認識性を高めることや怒りのコントロール法の取得がパワハラの防止に役立つこ

とが推察される。介入効果が得られても導入が難しければ実用化につながりにくい。

介入のために多くの時間や人員を要さず，就労者や企業にとって実施・受講しやす

い短期のプログラムを作成することも重要である。そのため、本研究の 4 章ではパワ

ハラ教育 ・アンガーマネジメント・ リラクセーション技法 ・アサーション・積極的傾聴を

組み合わせた 1 日 5 時間の短期間の管理職向けプログラムを作成し，その有効性

を検証した。  
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１ ０ ．本研究の意義と目的  

 

ここまでの議論を踏まえて，本研究の意義と目的を整理する（ Figure  1-4） 。パワ

ハラの防止 ・抑止は組織の健全化や就労者の心身の健康の維持増進に関わるた

め，その重要性は自明のことである。パワハラの被害を受けなくなることは，組織や就

労者の心身の健全化，個人の資源の増進をもたらし，その副産物として， ワーク・エ

ンゲイジメントの維持増進をもたらす可能性が考えられる。本研究では，戦略的にパ

ワハラを抑止することで，ワーク・エンゲイジメントの促進をもたらすのかを明らかにす

るために，パワハラの防止 ・抑止のための効果的なアプローチの開発と，その方略に

よる効果を多面的に検証した。パワハラの被害体験の有無によるワーク・エンゲイジ

メントへの影響を明らかにすれば，本邦における両概念の理論的発展と， パワハラの

防止や抑止による効果の多様性の証明，心身の健全化とワーク・エンゲイジメントの

因果の方向性についての理論的な発展をもたらすことが期待され，学術的な意義が

大きい。また，パワハラを無くすことによる肯定的な側面や，パワハラ防止とワーク・エ

ンゲイジメントの促進を導く効果的な介入方略を実証すれば，パワハラ防止に向けた

取り組みの意義や方略を，社会に明確に示すことにつながり，実践的な問題解決に

も寄与する。  

次に， ２章―４章の各章における課題と意義を示す。2 章（研究 1） では，本邦の

パワハラ概念を適切に捉えた，職場パワーハラスメントの認識性 ・体験尺度の新規

開発と信頼性・妥当性の検証を行った。本邦におけるパワハラ対策が進まない要因

の 1 つとして，パワハラに対する共通の認識性が得られないことが考えられる。パワハ

ラの認識性（ある行為や状況がパワハラに該当するかどうかという個人の判断）とパ

ワハラの体験 （自分自身が受けたことがある，もしくは職場で起きているか）を測定す

る標準化された尺度を新規開発すれば，パワハラに該当する行為や態度，状態がど
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のようなものであるかの具体的な判断指針を明示することにつながる。  

3 章（研究 2） では，研究 １で開発した尺度を用いて，パワハラ体験の有無による

ワーク・エンゲイジメント変化量への影響を調べた。パワハラの被害体験がないこと

は，パワハラの被害体験がある場合よりも，その後のワーク・エンゲイジメントを向上

させるという効果と，部署レベル資源が高い時ほど，この効果が促進されるという，

部署レベル資源の調整効果を縦断的に検討した。部署レベル資源はワーク・エンゲ

イジメントの規定因であるとされるが（ Hakanen ,  e t  a l . ,  2014;  島津， 2014） ， その効

果を発揮するにはパワハラを受けていないこと（パワハラ被害による悪影響がないこ

と）が前提となる，という仮説を検証し，パワハラの防止 ・抑止による多面的な効果

についての理論的な示唆につなげたい。  

4 章（研究 3） では，研究 2 で得られた知見を踏まえて，パワハラを防止し，ワー

ク・エンゲイジメントの向上を導く，組織開発を目的とした管理職向けの短期アプロ

ーチの開発と検証を行った。パワハラの被害を戦略的になくすことが，ワーク・エンゲ

イジメントの維持増進に寄与することを実証的に明らかにすれば、コストと捉えられが

ちなパワハラ対策が，就労者の仕事に対する熱意や活力などの生産性向上に寄与

するというポジティブな効果を明確に示すことができる。さらに，パワハラの防止とワー

ク・エンゲイジメントの向上の双方に働きかける，効果的かつ導入が容易な介入プロ

グラムを開発すれば，研究と実践双方への社会的な意義が非常に大きい。  

最終章である 5 章では，研究 1 から研究 3 によって得られた知見についての総

括と，今後の展望をまとめた。  
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第 3 章 ：理論的な枠組みの検証  

第 2 章 ：尺度開発  
  

第４章 ：介入効果検証  

介 入  

介
入

 

ワーク・ エンゲイジメント  

部署レベル資源  

職場パワーハラスメント  

・ 共 感的な態度 （ 積極的傾聴 ）  
・ コミュニケーション改善  
（ アサーション、アンガーマネジメント）  
・ パワハラ教育 （ パワハラ認識性向上 ）  

Figure  1-4   
本研究の概観  
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第 2 章  

 

職場パワーハラスメントの認識性・体験尺度の新規開

発と信頼性・妥当性の検証  
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第 2 章の要約  

 

本章では，パワハラに該当する行為や態度，状態がどのようなものであるかの具体

的な判断指針を明示することを目指して，パワハラの認識性（ある行為や状況がパ

ワハラに該当するかどうかという個人の判断）とパワハラの体験 （自分自身が受けた

ことがある，もしくは職場で起きているか）を測定する「職場パワーハラスメント尺度 」

を新たに作成し，信頼性と妥当性を検討した。九州地域の 4 つの職域（一般企業 ・

病院 ・市役所 ・地方公共団体） 515 名の就労者を調査対象とした。パワハラの認識

性得点の探索的因子分析と確証的因子分析の結果，パワハラ行為 12 項目とパワ

ハラ状態 4 項目およびパワハラ態度 2 項目で構成された 3 因子 18 項目が抽出さ

れた。各因子の内的一貫信頼性は高値であった。パワハラの体験得点と職場のいじ

めの体験頻度を測る尺度である Negat ive  Acts  Ques t ionnai re -Revised 日本語版と

の間に有意な相関を示し，パワハラ体験あり群は体験なし群に比べ，抑うつが高く，

職場や同僚，上司対する信頼感や協調性を測定する職域ソーシャル・キャピタル得

点が低かった。以上より，パワハラの認識性と体験を同時にアセスメント可能な「職

場パワーハラスメント尺度 」の高い信頼性と妥当性が確認された。本尺度の結果は，

パワハラの体験が抑うつの発症リスクとなり得ることや，パワハラの予防や抑制のため

に，互いに信頼し合える職場づくりが重要であることを示唆した。  
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１ ．問題  

 

1 章で述べたように，欧米の定義と本邦のパワハラの概念は相違点が多く，本邦

のパワハラ概念の特徴は，職場の様々な優位性（職位，性別，年齢，勤続年数，実

績，経験 ・知識量など）が背景にある点や業務の適正な範囲を超えた行為である

点，精神的 ・身体的苦痛を与える行為のみならず職場環境を悪化させる行為にも

言及している点が挙げられる（ Table  1） 。各職場では，厚労省が提示するパワハラの

6 類型を基準に，個々の事例ごとに，何が適正な範囲かを判断することになるが，

個々の事例がパワハラに該当するか否かの判断は，各職場に委ねられている。換言

すれば，パワハラに該当する行為や態度，状態がどのようなものであるかの具体的な

判断指針が明示されていないため，パワハラに対する共通の認識性が得られていな

い状況である。対策において，パワハラの認識性とパワハラの体験の実証的な検討

が急務であるが，パワハラの認識性を測定する標準化された質問紙がなく，実証的

研究は決定的に不足している。  

職 場 のいじめの体 験 頻 度 を測 定 する尺 度 に， Negat ive  Acts  Ques t ionna i re -

Revised（ NAQ-R） （ Einarsen， Hoel  & Note laers， 2009） がある。日本語版 （ Tsuno，

Kawakami， Inoue  & Abe， 2010） も信頼性 ・妥当性が検証されているが，欧米の定

義 （ Einarson  e t  a l . ,  2003） にもとづいて作成されているため，本邦のパワハラ概念の

特徴を適切に捉えているとは言い難い。また， NAQ-R 日本語版は，過去 6 か月間の

職場のいじめをどのくらいの頻度で受けたかというパワハラの体験を尋ねる尺度であ

り，パワハラの認識性を測定していない。以上のことから，パワハラ対策を進める上で

の「判断指針がない」 という課題を解決するために，本邦特有のパワハラを適切に捉

え，パワハラの認識性を測定する尺度の新規開発は急務である。  

そこで本章では，本邦のパワハラ定義に則した，パワハラの認識性を測定する尺
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度「職場パワーハラスメント尺度 」を新たに作成し，内的一貫信頼性と妥当性につい

て検討した。津野 （ 2016） や津野 ・森田 ・井上 ・安倍 ・川上 （ 2011） によると，職場の

いじめ・パワハラを測定する方法は主に 2 種類が広く用いられており，主観的方法

（ Einarson， 2000） と操作的方法 （ Einarson， 2000） がある。前者は，いじめ・パワハ

ラの定義を示したあとに， 1 項目で経験の有無や頻度を問う方法である。後者は，い

じめ・パワハラと考えられる行為を複数列挙し，それぞれの項目をどの頻度で経験し

たのかを問う方法である。前者は簡便に測定が可能であるが，定義に対して連想す

る内容が回答者の主観によることや， 「いじめ」 「パワハラ」 という言葉に対するネガテ

ィブな感情から，過少 ・過大評価に繋がる恐れがある。後者は， 「いじめ」 「パワハラ」

といった言葉を使用しないため，回答者に先入観を与えることなく調査が可能である

（Mikkelsen  & Einarsen， 2001） 。  

本尺度では，実態をより適切に捉えられると思われる操作的方法を用いて，パワ

ハラの認識性と同時にパワハラの体験を測定する。パワハラの認識性に関する実証

的研究はこれまでになく，認識性は個人の価値観に左右されることから，パワハラの

認識性得点と外部基準の比較による妥当性の検討は難しい。併存的妥当性，収束

的妥当性および弁別的妥当性の検討のために，質問紙の同一項目において，各回

答者による認識性に加えて，体験の有無や頻度についても同時に回答を求めた。  

因子的妥当性は，パワハラの認識性得点の探索的因子分析と確証的因子分析

を行い評価する。併存的妥当性は，本尺度のパワハラの体験得点と NAQ-R 日本語

版得点，主観的方法を用いた過去 6 ヶ月のパワハラ体験頻度得点との相関係数を

求めることで検討する。各変数 と有意な相関が認められれば， 既存の尺度である

NAQ-R 日本語版や主観的方法によるパワハラ体験頻度と実質的に同等のものを

測定していると考えられる。  

収束的妥当性の検討のため，パワハラの体験あり群と体験なし群の抑うつ反応の

比較を行う。職場のいじめを経験した者の抑うつの発症リスクは 8 倍を超えると報告
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されており（ Niedhammer， David  & Degioan n i， 2006） ， NAQ-R 日本語版を用いた

先行研究 （ Tsuno e t  a l .， 2010） でも，職場のいじめの有無と心理的ストレス反応と

の関連が認められていることから，パワハラの体験あり群の抑うつ反応がパワハラの

体験なし群に比べ有意に大きいと考えられる。  

弁別的妥当性の検討のため，パワハラの体験の有無による，職場のソーシャル・キ

ャピタル（以下 ， SC） の比較を行う。SC は「信頼 ・規範 ・ネットワークといった社会組

織の特徴であり，人々の協調行動を促進することにより社会の効率性を高めるもの」

と概念付けられており（ Putnam,1993） ， SC が高い職場は，互いに信頼し合い，協調

性が高く，組織凝集性が高い状態であると考えられる。職場におけるいじめや嫌がら

せの増加の背景に，職場での人間関係の希薄化が挙げられることや（入江 ， 2015） ，

本邦のパワハラの概念に職場環境の悪化が明示されていることから， SC が高い職

場とパワハラの発生する職場は相反する状況であると捉えられ，パワハラの体験あり

群の職場の SC 得点は体験なし群に比べ有意に低いと予想する。  

NAQ-R 日本語版の妥当性の検証では， Leymann（ 1996） の定義にならい， 1 つ以

上の項目を「週に 1 回以上」経験した者をいじめ暴露群として扱っているが（津野ら，

2011） ， 本邦のパワハラ概念には行為の頻度や継続性は明示されていないため，過

去 6 か月間にいずれかの項目を 1 回でも体験した者を体験あり群，全項目を 1 回

も体験していない者を体験なし群とした。  

 

２ ．方法  

 

（ １ ） 質問項目の選定  

新規作成する尺度の質問項目は，ハラスメントや職場のメンタルヘルス関連の実

務に長年携わってきた産業医及び臨床心理士の経験に基づき収集した。厚生労働

省のパワハラの 6 類型や，これまでにパワハラと結審された判例における具体的な言
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動などを参考に，パワハラと思しき行為，態度，状態 36 項目を選定した。  

 

（ ２ ）調査対象者と倫理的配慮  

2015 年 5～ 7 月に，九州の 3 つの職域（一般企業 ・病院 ・地方公共団体）の就

労者 515 名を対象に実施した。パワハラの認識性得点については，回答に欠損のな

かった 460 名（男性 195 名，女性 265 名，年齢 41.8±10.9 歳）を，パワハラの体験

得点については，回答に欠損のなかった 386 名（男性 172 名，女性 214 名，年齢

41.3±10.8 歳 ）を分析の対象とした。得られたデータに基づいて，回答偏向分析や，

上位 ‐下位 （ G‐P） 分析 ，項目 ‐全体（ I ‐T） 相関分析などの項目分析を行った。  

各調査への参加は対象者自身の任意であること，中断が可能であること，不参

加による不利益が生じないことなどを，書面で説明し，同意を得た。  

 

（ ３ ）質問紙  

個人属性  性別，年齢，勤続年数，職位などの属性について尋ねた。  

職場パワーハラスメント尺度  パワハラを反映すると思しき 36 項目を提示し，パ

ワハラの認識性ならびにパワハラの体験について尋ねた。 1)パワハラの認識性は，厚

生労働省のパワハラの概念を提示し，その概念を参考に，各項目がパワハラにどの

程度該当 ・関連すると思われるかを， 「 1： 一回でも該当する， 2： 繰 り返されれば該

当する， 3： 該当しない」の 3 件法で尋ねた。2)パワハラの体験は，提示した項目を過

去 6 ヶ月間に自身がどの程度受けたか，もしくは自身の職場がそのような状況にどの

程度あったかを， 「 1： 1 回受けた（ 1 回あった） ， 2： 繰り返し受けた（繰り返しあった） ，

3： 受けなかった（なかった） 」の 3 件法で尋ねた。パワハラ体験得点のすべての項目

で「 3： 受けなかった（なかった） 」 を選択した者を体験なし群とし， 1 つ以上の項目を

「 1： 1 回受けた（ 1 回あった） ， 2： 繰り返し受けた（繰り返しあった） 」を選択した者を

体験あり群とする。得点が高値であるほど「パワハラの認識性 」ならびに「パワハラの
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体験」が高くなるよう，分析に際して得点を換算した。  

Negat ive  Acts  Quest ionnaire -Revised （ 以下 ，  NAQ-R） 日本語版 （ Tsuno e t  

a l .， 2010）  NAQ-R 日本語版は， 22 項目からなり，過去 6 ヶ月間にどのくらいの頻

度で，列記された職場での不快な行為 （頻繁に起こればいじめだと認識される行

為 ）を受けたかを測る尺度である。「 1： 全 くない， 2： 時々， 3： 月に 1 回， 4： 週に一

回， 5： 毎日 」の 5 件法で尋ねる。Tsuno  e t  a l（ 2010） は， Leymann（ 1996） の定義に

ならい， 1 つ以上の項目を「週に 1 回以上」経験した者をいじめ暴露群としている。  

パワハラ体験頻度  厚生労働省のパワハラの概念を提示し， 「 この定義を用いた

とき，あなたは過去 6 か月間に職場でパワーハラスメントを受けたことがありますか」

の 1 項目でパワハラの体験頻度を尋ねた。「 1： いいえ」 ， 「 2： ほんのまれに」 ， 「 3：

時々」 ， 「 4： 週に何回か」 ， 「 5： ほぼ毎日 」の 5 件法で尋ねた。  

パワハラ体験頻度では主観的方法を用い，職場パワーハラスメント尺度の 2)パワ

ハラの体験では，操作的方法を用いる点で異なる。  

Kess ler Psycholog ica l  Distress  Scale  （ 以下 ，K6）  質問票日本語版

（ Fukuyama,  Kawakami ,  Sa i to ,  Ono & Nakane e t  a l ,  2008 ）  抑うつ反応を測定す

る尺度として， K6 質問票日本語版を用いた。Kess le r  e t  a l .（ 2006） が一般住民を

対象に，過去 1 か月のうつ状態や気分・不安障害などのある人をスクリーニングす

るために開発し， Furukawa e t  a l .（ 2008） により翻訳された尺度である。6 項目の質

問紙であり，過去 1 か月間の抑うつ症状の頻度について， 「 1： 全 くない， 2： 少しだ

け， 3： ときどき， 4： たいてい， 5： いつも」の 5 件法で尋ねた。  

職域ソーシャル・キャピタル（ work place  socia l  capi ta l，以下 WSC） 質問票

（ 江口 ， 2011）  職場におけるソーシャル・キャピタルを測定する尺度として，WSC 質

問票を用いた。WSC 質問票は，職場での信頼，規範，ネットワークといった組織凝

集性の度合いを測定する 5 項目の質問紙であり，現在の職場の状況と上司の態度

や行動について， 「 1： 全 く当てはまらない， 2： あまり当てはまらない， 3： どちらともい
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えない， 4： やや当てはまる， 5： 非常に当てはまる」の 5 件法で尋ねた。  

 

（ ４ ）分析手続き  

職場パワーハラスメント尺度の信頼性は，クロンバックの α 係数を算出し，内的一

貫信頼性によって検討した。パワハラの認識性得点の探索的因子分析と確証的因

子分析を行い，因子的妥当性を評価した。併存的妥当性は，パワハラの体験得点

と NAQ-R 日本語版，主観的方法による過去 6 ヶ月のパワハラ体験頻度とのピアソ

ンの積率相関係数を求めることで検討 した。構成概念妥当性については，パワハラ

の体験あり群となし群の K6 得点と WSC 得点を比較し，パワハラの体験の有無によ

る抑うつ反応得点の相違や，職場における SC の相違を検討する。パワハラ体験あり

群はなし群に比べて抑うつ反応得点が高く，WSC 得点が低いことが予想される。分

析に際して，パワハラの体験の有無を独立変数 ，性別 ・年齢 ・勤続年数 ・職位を調

整し， K6 得点および WSC 得点を従属変数とした共分散分析を適用した。  

 

３ ．結果  

 

（ １ ） 項目分析  

回答偏向分析  1)パワハラの認識性得点  各項目について度数分析を行い，回

答偏向分析を行った。パワハラの認識性得点においては， フロア効果 （平均 -1SD）

が認められる項目および特定のカテゴリー選択肢に集中した項目を，反応偏向項目

と考えたが，特に問題となるような回答偏向は認められなかった。一方 ，天井効果

（平均 +1SD） が認められた 16 項目については，作成した尺度項目をパワハラに該

当 ・関連すると捉えた結果であるため，意味のある偏りであると判断した。パワハラの

認識性得点で天井効果が認められた項目のうち，最終的に作成された尺度の項目

として採用されたものは 8 項目あった。8 項目のうち，最も大きく天井効果が認めら
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れた項目は， 「項目 25： 気に入らない者に対して、わざと低く評価したり、異動させた

り、辞めさせようとする」であった。続いて， 「項目 26： 気に入らない者に対して、業務

を遂行するうえで必要な情報や物を故意に与えない、あるいは業務に支障がでるほ

ど指示を遅らせたり、指示をしない」であった。反対に，最終的な尺度に採用された

項目のうち，天井効果が認められず，相対的に認識性が低くなった項目は， 「 項目

34： 部下の話の輪に上司が入ると，緊張が走って静かになる」や「項目 8： 人から指

摘されても，自分の過ちは認めない」であった。  

2)パワハラの体験得点  各項目について度数分析を行い，回答偏向分析を行っ

た。パワハラの体験は，パワハラに相当すると思われる各項目を過去 6 ヶ月に自身が

どの程度体験したかを尋ねている。パワハラの体験得点においては，天井効果 （平均

+1SD） が認められる項目を反応偏向項目と考えたが，特に問題となるような回答偏

向は認められなかった。パワハラの体験得点では，全ての項目で「受けなかった（なか

った） 」に偏り，フロア効果が認められたが，この偏りは適当であると判断した。  

上位 -下位 （G-P） 分析  パワハラの認識性総得点の，上位者 25％群 （ 115 名）

と下位者 25％群（ 115 名）の間で， t 検定による得点比較を行った。その結果，すべ

ての項目において有意差が認められ，全項目が識別力を有する項目となり， G-P 分

析を通過した。パワハラの体験得点では，全項目で「受けなかった」 を選択した 271

名（約 70%） が同得点であったことから， G-P 分析を割愛した。  

項目 -全項目（ I-T） 相関分析  I -T 相関分析では，各項目得点と全体の項目得

点の間の相関係数が， r=0.25 以下の場合に，項目選定から外すことが一般的であ

る（ 津 田 ， 下 光 ， 小 田 切 ， 伏 島 ， 田 中 ， 岡 村 ， 山 口 ， 山 本 ， Harald ， Alexander ，

Amarendra， 永田 ， 2012） 。今回の結果では，パワハラの認識性得点 ，パワハラの体

験得点ともに，そのような低い相関係数値を示した項目は全くなかった。  

職場パワーハラスメント尺度の回答偏向分析 ， G-P 分析 ， I -T 相関分析の結果

（ Table  2 -1） ，除外対象となる項目はなく，全 36 項目について以下の分析を行った。  
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（ ２ ）因子分析  

パワハラの認識性得点を用いて因子分析を行った。因子数を固定せずに最尤法

によって探索的因子分析を行った。固有値の変化，スクリープロットの傾き，解釈可

能性を考慮すると， 3 因子構造が妥当であると考えられた。因子負荷量は 1 つの因

子にのみ 0 .40 以上を示すものを残すとした。因子負荷量が 0.40 未満となった 1 項

目と，複数因子にまたがり因子負荷量が 0.40 以上となった 17 項目を削除し，全 36

項目中の 18 項目が抽出された。探索的因子分析で得られた 18 項目モデルについ

て ， 3 因 子 で固 定 した確 認 的 因 子 分 析 を実 施 した結 果 ， モデルの適 合 度 は

GFI=0.888， AGFI=0.854， CFI=0.962， RMSEA=0.078， HI90=0.085， AIC=580.13，

であった。  

3 因子 18 項目の内訳は， 12 項目から構成された因子と 4 項目から構成された

因子および 2 項目で構成された因子が得られた。因子 1 は， 「気に入らないものに対

して，わざと低 く評価したり，異動させたり，辞めさせようとする」 などの直接的な行

為を表していることから， 「パワハラ行為 」 ，因子 2 は， 「上司の顔色を見て部下が行

動している」など、上位者の直接的な言動そのものではなく，結果的に上位者に対し

下位者が萎縮し恐れている職場環境が悪化した状態を表していることから， 「パワハ

ラ状態 」 ，因子 3 は， 「人から指摘されても，自分の過ちは認めない」など，職場での

優位性を背景にした傲慢な態度を表していることから， 「 パワハラ態度 」 とそれぞれ

命名した（ Table  2 -2） 。  
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パワハラの認識性得点の 3 下位因子それぞれの項目の合計点を各因子得点とし

て算出した上で，これら 3 因子得点間，および各因子とパワハラの認識性総得点と

のピアソンの偏差積率相関係数を算出した（ Table  2-3） 。因子得点間の関連は，パ

ワハラ行為とパワハラ態度との間の最小値 （ r=0 .584， p<0.001） からパワハラ行為と

パワハラ状態との間の最大値 （ r=0 .620， p<0.001） まで，中程度の有意な正の相関

が認められた。3 下位因子得点とパワハラの認識性の総得点との関連は， r＝ 0.697

～ 0 .973 の有意に高い正の相関関係を示した（ p<0.001） 。  

 

（ ３ ）内的一貫信頼性  

職場パワーハラスメント尺度の信頼性を検討するために，採択された 18 項目のモ

デルにおける 3 下位因子毎に，クロンバックの α 係数を算出した（ Table  2-3） 。「 パワ

ハラ行為 」 と「 パワハラ状態 」 ， 「 パワハラ態度 」 の α 係数は， それぞれ α=0.977，

α=0.923， α=0.886 であり，全ての下位因子における信頼性係数は高く，全 18 項目

の α 係数は 0.970 という非常に高い値であった。この結果から，職場パワーハラスメ

因子 番号 項目 F1 F2 F3 共通性

1：パワハラ行為 25 気に入らない者に対して、わざと低く評価したり、異動させたり、辞めさせようとする .899 .221 .171 .887

26 気に入らない者に対して、業務を遂行するうえで必要な情報や物を故意に与えない、ある
いは業務に支障がでるほど指示を遅らせたり、指示をしない

.896 .284 .165 .910

28 指示を仰がれても故意に無視したり、必要な説明を行わないなどの嫌がらせを行う .882 .277 .186 .888

27 気に入らない者をのけ者にしたり、そのように周囲に仕向ける .870 .280 .207 .879

23 他者の正当な権利（有給休暇の取得など）を認めない，あるいは妨害する .870 .252 .154 .844

19 気に入らない者に対して，明らかに無駄な仕事をさせたり，あるいは仕事を与えない .847 .263 .176 .817

30 到底達成できないノルマや仕事を無理やり押しつける .836 .314 .138 .816

29 相手の能力や力量よりもかなり低い仕事を見せしめ的に与える .808 .321 .171 .785

22 他者の私生活に過度に立ち入る，あるいは休日のゴルフなど，私的な事に他者を利用する .740 .307 .266 .713

1 腹が立った時に，つい手が出て人や物にあたる（殴る，叩く，蹴る） .739 .230 .192 .637

17 失敗した時の責任を他者に押しつける .737 .238 .284 .681

21 飲み会など，任意の行事への参加を強要する .655 .342 .251 .609

2：パワハラ状態 31 上司の顔色を見て部下が行動している .244 .860 .182 .833

32 上司に対して部下が委縮している .372 .814 .159 .826

34 部下の話の輪に上司が入ると、緊張が走って静かになる .279 .739 .239 .681

33 上司に異を唱える部下はいない .291 .738 .237 .686

3：パワハラ態度 8 人から指摘されても，自分の過ちは認めない .238 .327 .889 .954

7 自分と異なる意見や訴えに耳を貸さない .374 .343 .669 .704

説明分散 8.59 3.66 1.90 14.15

説明率 47.7 20.3 10.5 78.6

Table4　職場パワーハラスメント尺度（パワハラの認識性得点）の探索的因子分析の結果

Table  2 -2   
職場パワーハラスメント尺度 （パワハラの認識性得点 ）の探索的因子分析の結果  
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ント尺度は，内的整合性を十分に満たした信頼性の高い尺度であると考えられる。  

 

  

 

 

 

（ ４ ）併存的妥当性  

職場パワーハラスメント尺度の併存的妥当性は，パワハラの体験得点と， NAQ-R 

日本語版得点および主観的方法 （パワハラの定義を示したあとに， 1 項目で経験の

有無や頻度を問う方法 ）による過去 6 ヶ月のパワハラ体験頻度得点とのピアソンの

偏差積率相関係数を調べることで検討した。パワハラの体験総得点と 3 つの下位因

子であるパワハラ行為，パワハラ状態，パワハラ態度の各々は， NAQ-R 日本語版得

点および主観的方法によるパワハラ体験頻度得点と有意な相関 （いずれも p<.001）

が得られた。（ Table  2 -4） 。  

  

 

 

Table  2 -3   
職場パワーハラスメント尺度のパワハラ認識性得点，下位因子得点
間の相関係数と α 係数  

* * * p＜ .001  

1 2 3

職場パワーハラスメント尺度

1：パワハラ行為 .977

2：パワハラ状態 .620 *** .923

3：パワハラ態度 .584 *** .599 *** .886

パワハラ認識性の総得点 .973 *** .772 *** .697 *** .970

相関係数
α係数
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過去 6 ヶ月間の職場のパワハラやいじめの体験について 1 項目でも該当する者

は，職場パワーハラスメント尺度では全体の 30％ ， NAQ-R 日本語版では全体の

40%を占めていた。一方，主観的方法を用いた過去 6 ヶ月のパワハラ体験頻度得点

は， 23％の就労者が受けたことがあると回答していた。つまり，操作的方法（パワハラ

と考えられる行為を複数列挙し，それぞれの項目をどの頻度で経験したのかを問う

方法 ）を用いた，パワーハラスメント尺度や NAQ-R 日本語版で尋ねた場合の方が，

主観的方法を用いてパワハラの体験頻度を問う場合に比べ，過去 6 ヶ月にパワハラ

の体験が 1 度でもあると答える者の割合が多い結果となった。   

 

（ ５ ）構成概念妥当性  

職場パワーハラスメント尺度の構成概念妥当性は，過去 6 ヶ月の間に 1 項目でも

パワハラの体験がある者 （ n=106） と体験がない者 （ n=243） を分類し， K6 得点および

WSC 得点を比較することで検討した。性別，年齢，勤続年数，職位で調整した共分

散分析の結果，前者の K6 得点は後者と比較して有意に高く（ F（ 1,343） ＝ 52.47，

p＜ .001） ，前者の WSC 得点は後者と比較して有意に低かった（ F（ 1,343） ＝ 64 .78，

Table  2 -4   
職場パワーハラスメント尺度のパワハラ体験得点，下位因子得点と
NAQ-R 日本語版得点  パワハラ体験頻度得点の相関係数  

* * * p＜ .001  
※職場パワーハラスメント尺度のパワハラ体験得点は操作的方法，
パワハラ体験頻度得点では主観的方法を用いる点で異なる。  

NAQ-R

日本語版得点

パワハラ

体験頻度得点※

職場パワーハラスメント尺度※

1：パワハラ行為 .463 *** .346 ***

2：パワハラ状態 .417 *** .353 ***

3：パワハラ態度 .467 *** .439 ***

パワハラ体験の総得点 .546 *** .444 ***
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p＜ .001） 。  

 因子分析の結果特定された 3 下位尺度であるパワハラ行為，パワハラ状態，パワ

ハラ態度，それら 3 下位尺度毎に，過去 6 ヶ月の間の体験の有無による群分けを行

い， K6 得点および WSC 得点に相違があるかを調べた。その結果，全体で検討した

結果と同様 ，全ての下位尺度において， K6 得点は体験有群が体験無群に比べ有

意に高く，WSC 得点は体験有群が体験無群に比べ有意に低かった。  

下 位 因 子 および項 目 ごとのパワハラの体 験 のあり群 となし群 の人 数 と割 合 を

Table  2-5 に， K6 得点および WSC 得点を従属変数とする共分散分析の結果を

Table  2 -6 に示す。  

 

 

 

 

 

番号 項目
体験あり
（ｎ）

体験なし
（ｎ）

体験あり
（%）

体験なし
（%）

パワハラの体験（全18項目） 106 243 30.4 69.6
因子1：パワハラ行為（12項目） 53 296 15.2 84.8

25 気に入らない者に対して、わざと低く評価したり、異動させたり、辞めさせようとする 14 335 4.1 95.9
26 気に入らない者に対して、業務を遂行するうえで必要な情報や物を故意に与えない、ある

いは業務に支障がでるほど指示を遅らせたり、指示をしない 16 333 4.7 95.3

28 指示を仰がれても故意に無視したり、必要な説明を行わないなどの嫌がらせを行う 13 336 3.6 96.4
27 気に入らない者をのけ者にしたり、そのように周囲に仕向ける 19 330 5.4 94.6
23 他者の正当な権利（有給休暇の取得など）を認めない，あるいは妨害する 11 338 3.1 96.9
19 気に入らない者に対して，明らかに無駄な仕事をさせたり，あるいは仕事を与えない 19 330 5.4 94.6
30 到底達成できないノルマや仕事を無理やり押しつける 20 329 5.7 94.3
29 相手の能力や力量よりもかなり低い仕事を見せしめ的に与える 11 338 3.1 96.9
22 他者の私生活に過度に立ち入る，あるいは休日のゴルフなど，私的な事に他者を利用する 10 339 2.8 97.2
1 腹が立った時に，つい手が出て人や物にあたる（殴る，叩く，蹴る） 13 336 3.6 96.4
17 失敗した時の責任を他者に押しつける 23 326 6.7 93.3
21 飲み会など，任意の行事への参加を強要する 23 326 6.5 93.5

因子2：パワハラ状態（4項目） 62 287 17.8 82.2
31 上司の顔色を見て部下が行動している 47 302 13.5 86.5
32 上司に対して部下が委縮している 39 310 11.1 88.9
34 部下の話の輪に上司が入ると、緊張が走って静かになる 25 324 7.3 92.7
33 上司に異を唱える部下はいない 37 312 10.6 89.4

因子3：パワハラ態度（2項目） 63 286 18.1 81.9
8 人から指摘されても，自分の過ちは認めない 47 302 13.5 86.5
7 自分と異なる意見や訴えに耳を貸さない 51 298 14.5 85.5

※過去6か月間に，いずれかの項目を1回でも体験した者を体験あり群，全項目を1回も体験していない者を体験なし群とした。

Table  2 -5   
職場パワーハラスメント尺度におけるパワハラの体験の有無（人数 ・割合 ）  
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４ ．考察  

 

本研究では，本邦のパワハラ概念に則した尺度 「職場パワーハラスメント尺度 」の

作成を目指した。NAQ-R など国内外の職場のいじめやパワハラを測定する既存尺

度は，パワハラの体験有無や頻度を尋ねるものに限るが，本尺度では「パワハラの体

験 」だけでなく「 パワハラの認識性 」を質問紙の同一項目で評価する。パワハラに対

する共通の認識性が得られていない状況に対し，パワハラ行為や状態 ，態度に対す

る認識性と体験の実証的理解を可能にする。  

その結果 ，高い信頼性と妥当性を有する尺度が新たに開発できた。まず，パワハ

ラの認識性およびパワハラの体験それぞれの得点について，回答偏向分析， G-P 分

析， I -T 分析を行った結果，削除の対象となる項目は認められなかった。  

回答偏向分析では，パワハラの認識性得点でフロア効果，パワハラの体験得点で

天井効果が認められたものを，反応偏向項目と考えたが，問題となる項目がないこ

とが示された。パワハラの認識性得点において，天井効果が大きく認められた項目

Table  2 -6   
パワハラの体験有無による K6 および WSC の相違（性別，年齢，就業
年数，職位を共変量とした共分散分析の結果）  

M SD M SD η 2

K6 6.25 5.10 2.90 3.42 52.47 *** 0.13

WSC 3.44 0.79 4.07 0.62 64.78 *** 0.16

K6 7.83 5.99 3.22 3.48 58.99 *** 0.15

WSC 3.31 0.87 3.98 0.66 44.09 *** 0.11

K6 7.02 5.49 3.25 3.66 44.56 *** 0.11

WSC 3.39 0.79 3.99 0.68 37.09 *** 0.10

K6 6.22 5.01 3.55 4.13 22.46 *** 0.06

WSC 3.40 0.81 3.98 0.69 38.24 *** 0.10
***p ＜.001

※性別，年齢，就業年数，職位を調整した数値である。

共分散分析

1：パワハラ行為

2：パワハラ状態

3：パワハラ態度

パワハラ体験
の総得点

体験あり群 体験なし群

F値
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25 や項目 26 は，本邦のパワハラの概念に含まれる， 「職場内の優位性を背景に」や

「業務の適正な範囲を超えて」 という点が顕著に表れた項目であると考えられ，多く

の就労者から明らかにパワハラであると認識されやすいことを示唆した。また，パワハ

ラの認識性得点において天井効果が大きく認められた項目のパワハラの体験得点

で， 「 1： 受けなかった」を選択した就労者が約 95%と高い数値であった。多くの就労

者からパワハラと認識される言動を，実際に体験している就労者は少ないことを示

唆した。一方 ，天井効果が認められず相対的にみて認識性が低くなった項目 34 や

項目 8 は，天井効果が大きく認められた項目に比べ，業務に大きく支障をきたす内

容とは捉えられなかったのかもしれない。パワハラの体験項目では，全ての項目でフ

ロア効果が認められた。既存の尺度である NAQ-R 日本語版で，過去 6 ヶ月のネガ

ティブな言動経験を尋ねた結果，ほぼすべての項目で「一度もない」に 8 割以上が

偏っており（ Tsuno  e t  a l， 2010） ，同様の結果が得られたことから，妥当な偏りである

と判断した。  

G-P 分析を問題なく通過したことから，パワハラの認識性の総得点上位者 25%群

と下位者 25%群との間で，各項目得点が有意に異なっており，パワハラの認識性の

違いを感度よく測定できる弁別力のある項目で構成されていることを示唆した。また，

パワハラの認識性およびパワハラの体験の両得点において， I -T 相関分析を問題なく

通過した。この結果は，各項目で示されたパワハラの認識性やパワハラの体験の違い

は，質問紙全体によって包括的に評価されたパワハラの認識性および体験にも反映

されることを示し，項目の適切性を示唆した。  

パワハラの認識性得点の因子分析の結果，最終的に， 18 項目 3 下位尺度（パワ

ハラ行為，パワハラ状態，パワハラ態度 ）の質問紙が作成された。パワハラ行為は，パ

ワハラに該当する言動や行動を示す 12 項目で構成されている。各項目の内容は，

身体的 ・精神的攻撃 （ 「 28： 指示を仰がれても故意に無視したり、必要な説明を行

わないなどの嫌がらせを行う」 ） や，人間関係からの切り離し（項目例 ： 「 27： 気に入
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らない者をのけ者にしたり、そのように周囲に仕向ける」 ） ，過大 ・過少な要求 （ 「 19：

気 に入 らない者に対 して， 明 らかに無駄な仕事をさせたり， あるいは仕事を与えな

い」 ） などの厚生労働省 （ 2012） のパワハラの 6 類型をすべて網羅している。また，

NAQ-R 日本語版の 3 下位尺度（個人的および仕事上でのいじめ，身体的 ・心理的

ないじめ，仕事価値の引き下げ）の内容とも重なる。このように，パワハラの 6 類型や

既存の尺度に示されているパワハラと思しき代表的な言動が，パワハラ行為に包括

されたと考えられる。他の下位尺度に比べパワハラの行為の項目数が多く得られたこ

とからも，パワハラ行為が広義の概念を説明する潜在変数であることが考えられる。  

パワハラ状態は，下位者が上位者に対して過度に委縮し，職場環境が悪化した

状態を表す 4 項目で構成されている。パワハラ態度は，自分の誤りを認めない，他の

人の意見や訴えに耳を貸さないといった，職場での優位性を利用し他者に苦痛を与

える傲慢な態度を表す 2 項目で構成されている。パワハラ状態は，結果的に上位者

の優位性が誤った形で表れた，職場環境が悪化した状態である。パワハラ態度は，

上位者がその優位性を誤った形で表現し，職場環境を悪化させる態度である。本

邦のパワハラ概念 （厚生労働省， 2012） の特徴は，職場の様々な優位性が背景にあ

る点や業務の適正な範囲を超えた行為である点に加え，精神的 ・身体的苦痛を与

える行為のみならず職場環境を悪化させる行為にも言及している点が挙げられる。

パワハラ状態およびパワハラ態度は，既存の尺度にない職場パワーハラスメント尺度

ならではの下位尺度が認められたと考えられる。  

欧米の職場のいじめやパワハラの定義は，個人に対する悪質な心理的暴力を想

起させられる内容や（ Leymann ,199 6） ，嫌がらせや侮辱，除外 ，仕事への悪影響を

及ぼす行為を指している（ Einarson  e t  a l . ,  2003 ） 。欧米の定義と本邦のパワハラの

概念は異なるが，職場のいじめを測定する既存尺度である NAQ-R 日本語版は欧

米の定義に基づく尺度である。今回作成した「職場パワーハラスメント尺度 」は，第 1

因子 「パワハラ行為 」に国内外の職場のいじめや嫌がらせに関する尺度の内容が概
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ね網羅され，第 2 因子「パワハラ状態 」や第 3 因子「パワハラ態度 」に本邦のパワハ

ラ概念独自の項目が抽出されたと考えられる。  

パワハラの認識性得点の 3 つの下位因子得点同士の相関分析の結果は，中程

度の有意な相関関係にあること，パワハラの認識性総得点とこれら 3 つの下位因子

得点との間にもそれぞれ高い正の相関係数が得られることを明らかにした。この結果

は，職場パワーハラスメント尺度のパワハラの認識性得点の各下位尺度因子が独立

性を保ちつつ， しかし相互連関的に総合的な「職場のパワーハラスメント」全体を捉

えるまとまりを有していることを示唆した。  

職場パワーハラスメント尺度の内的一貫信頼性を，クロンバックの α 係数によって

調べた。3 つの下位因子である，パワハラ行為とパワハラ状態，パワハラ態度の α 係

数は全て 0 .8 を超える値が観測され，全 18 項目の α 係数は 0 .970 という非常に高

い値であったことから，職場パワーハラスメント尺度が高い信頼性を有する質問紙で

あることを示唆した。  

職場パワーハラスメント尺度の併存的妥当性は，  NAQ-R 日本語版得点および

主観的方法による過去 6 ヶ月のパワハラ体験頻度得点とのピアソンの偏差積率相

関係数を調べることで検討した。パワハラの体験得点と NAQ-R，パワハラ体験頻度

得点との間には、総得点とパワハラ行為、パワハラ状態、パワハラ態度において、有意

な相関が得られた。このことは，職場パワーハラスメント尺度が，職場のいじめを測定

する翻訳版の尺度や主観的方法を用いたパワハラの体験頻度と関連性が認められ，

併存的妥当性が確認されたと考えられる。  

なお，過去 6 か月間に 1 回でもパワハラや職場での不快な行為を体験した者の割

合は， NAQ-R が 40%と最も高く，続いて職場パワーハラスメント尺度が 30%，主観

的方法を用いた場合が 23%という結果であった。操作的方法と主観的方法では，

操作的方法で測定した方が高い頻度が得られるという結果は，過去の研究でも言

及されており（ Agervo ld  ,2007 ） ， 主観的方法は，定義に対して連想する内容が回
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答者の主観によるものであるため，操作的方法を用いた職場パワーハラスメント尺

度や NAQ-R の方が実態に即した結果が得られていると考えられるだろう。NAQ-R は，

継続して複数回経験することでいじめであると認識される行為で項目が成り立って

いる。一方 ，職場パワーハラスメント尺度は，頻度や継続性を問わない本邦のパワハ

ラの概念に基づき作成している。そのため， NAQ-R の方が職場パワーハラスメント尺

度に比べ，職場で体験されやすい項目が多いと考えられる。独立行政法人労働政

策研究・研修機構 （ 2014） の調査で，過去 1 年以内にいじめ・嫌がらせやパワハラと

みられる行為を受けたことがあると回答した者の割合は 34.0%であり，職場パワーハ

ラスメント尺度の結果と最も近しいことからも，本尺度が本邦のパワハラ概念に則し

た尺度であることを示唆した。  

職場パワーハラスメント尺度の構成概念妥当性の検討のため，パワハラの体験の

有無による K6 得点と WSC 得点との関連性を調べた。その結果，体験あり群の K6

得点は，体験なし群と比較して有意に高く，パワハラの体験が抑うつと関連すること

を示唆した。また，体験あり群の WSC 得点は，体験なし群と比較して有意に低く，パ

ワハラの体験と職場や同僚，上司に対する信頼感や協調性の低さの関連を示した。

K6 得点と WSC 得点ともに，下位尺度である，パワハラ行為，パワハラ状態，パワハ

ラ態度でも同様の結果が得られた。著者らの予測した結果が得られ， 構成概念妥

当性を有することが考えられる。  

パワハラの体験が精神的健康へ悪影響を及ぼすことは，主に欧米の研究で報告

されており，国内の報告はまだ少ない。例えば， Tsuno e t  a l（ 2010） では， NAQ-R 日

本語版を用いて測定した職場のいじめ暴露群（過去 6 ヶ月に週 1 回以上体験）の

K6 得点が，非暴露群よりも有意に高いことを示した。介護老人福祉施設職員を対

象とした NAQ 日本語版を用いた研究 （谷口 ・高木 ・原野 ・廣川 ・高橋 ・福岡， 2012）

では，女性介護職員において，職場のいじめ，ハラスメントは精神的ストレス反応の

一部と正の関連を示していた。本研究の結果もまた，本邦における職場のパワハラ
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が個人の精神健康を害す可能性を示す実証的研究の 1 つとなった。本研究では過

去 6 か月間に 1 回でもパワハラを体験した者をパワハラ体験有群としている点で，先

行研究とは異なる。本邦のパワハラ概念の特徴を捉えたパワハラ状態やパワハラ態

度の体験による抑うつの発症リスクを示唆した点で新たな知見が得られたと言える

だろう。また，パワハラ体験有無による WSC 得点差からは因果の特定はできないが，

企業調査や従業員調査によると，上司と部下のコミュニケーションが少ない職場や

会社や上司に対する相談や会話のしづらさがパワハラの発生に密接に関与している

可能性を示唆している（入江， 2015） 。本研究の結果も，パワハラの予防や抑制のた

めに，職場でのコミュニケーションを日頃から行い，互いに信頼し，協力し合える職

場づくりが重要であることを示唆した。  

以上の結果から， 「職場パワーハラスメント尺度 」は，十分な信頼性 ・妥当性を持

つことが確認された。本尺度は，厚生労働省が掲げるパワハラの概念や，判例などを

参考に，パワハラだと思しき項目を新たに選定したため，本邦の概念や本邦特有の

職場風土を適切に捉えていると考えられる。また，本尺度では「パワハラの認識性 」

と「パワハラの体験 」を同時に評価できる点で新しい。  

厚生労働省は，パワハラ予防 ・解決のための啓発用 HP（ 2012） を立ち上げ，労働

者や企業に対して周知 ・啓発を図っている。一方で，法的に義務化された明確な指

針や罰則はない。セクシャル・ハラスメント（以下 ，セクハラ） に関しては，男女雇用機

会均等法及びそれに基づく指針により、職場における男女双方に対するセクハラ対

策として具体的な措置を講ずることが事業主に義務づけられていることから（厚生労

働省都道府県労働局雇用均等室 ， 2015） ， セクハラと比較しても，本邦のパワハラ

対策は遅れているといえるだろう。パワハラ対策が進まない要因の 1 つとして，従業

員のパワハラに対する理解の不足や捉え方の複雑化などが指摘されており（東京海

上日動リスクコンサルティング株式会社， 2012） ， 企業ではハラスメントに該当するの

か否かの判断が難しいという課題が挙がっている（布柴 ， 2015） 。本尺度は，現場の
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パワハラ対策において，どのような行為 ，状態 ，態度がパワハラに該当するかの指針

となり得る。本邦では，パワハラについて実態調査はなされていても，研究としての実

証はまだ少ない。パワハラ対策や問題解決につなげるためにも，本尺度を用いパワハ

ラの認識性やパワハラの体験の実態を実証的に理解することが有効であると考える。  

最後に，本研究の限界と課題として，以下の 3 点が挙げられる。第一に，パワハラ

の体験有無と K6 や WSC との関連性の検討は，同一時点の測定による横断研究で

ある。職場パワーハラスメント尺度によって測定されたパワハラの体験の有無が，抑う

つの発生にどのような影響を与えるのか，また，WSC の高低によって，パワハラの体

験にどのような影響を与えるのかを検討する必要がある。第二に，性差や年代差に

ついての検討である。本研究ではこれらの属性差を保留して分析を進めた。今後 ，

男女別 ・年代別 ・職種別の分析を検討する必要がある。最後に，尺度の項目の追

加についてである。本研究で開発した尺度は因子毎の項目数に差があり，項目数が

少ない因子が存在した。下位因子のうちパワハラ態度は 2 項目と極めて限られた質

問項目からなるため，妥当性の面で懸念がある。先行研究では尺度の項目数が少

ないほど，因子負荷量行列の再現性の評価基準である乖離指数が大きいことが明

らかにされている（萩生田 ・繁桝 ， 1996） 。パワハラ態度の妥当性と再現性の面で問

題があると考えらえる。これら点については，項目を追加し再度因子構造について検

討する余地があるだろう。NAQ-R は， Negat ive  Acts  Ques t ionnai re（ 以下 ， NAQ） の

改訂版であるが， NAQ-R は原版の NAQ 日本語版と異なる因子構造が示されてい

ることから，職場のいじめやパワハラ行為の因子構造は一定していないものと考えら

れる。幅広いサンプルの確保や属性別の分析など，因子構造について追検討が求め

られる。  

このように課題はあるが， 「 職場パワーハラスメントの認識性 ・体験尺度 」の新規

開発により，これまで実証的な検討が進んでいなかった職場のパワハラに対し，実証

的 アプローチが可能 となった意義は大 きい。今後 ， 職場パワーハラスメントの認識



60 

 

性 ・体験尺度を研究と実践の双方で活用し，職場のパワハラ対策が促進されること

が期待される。本稿の 3 章と 4 章では，新規開発した「職場パワーハラスメントの認

識性 ・体験尺度 」を用いて，パワハラとワーク・エンゲイジメントの理論的な枠組みの

検証や，効果的な介入方略の検証を行う。  
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第 3 章  

 

職場パワーハラスメントの被害体験の有無による，ワー

ク・エンゲイジメントへの影響  

―部署レベル資源の調整効果に着目した縦断研究― 
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第 3 章の要約  

 

職場パワーハラスメントによる被害者や職場への悪影響は自明のことだが，日本

のパワハラの被害者は減少しておらず，防止対策は十分に進んでいるとはいい難

い。パワハラを防止することの重要性を訴えるには，パワハラ被害による悪影響だけ

でなく，パワハラを受けないことによるポジティブな効果を示す必要がある。本章で

は，パワハラの被害体験がないことは，パワハラの被害体験がある場合よりも，その

後のワーク・エンゲイジメントの変化量が高くなるという効果と，部署レベル資源が高

い時に，その効果が顕著であるという仮説を縦断的に検証した。2 時点の調査に回

答した日本の就労者 121 名を分析対象とした。Time 1 のワーク・エンゲイジメントを

共変量とし， Time 2 のワーク・エンゲイジメントを従属変数とした階層的重回帰分析

を行った。その結果，パワハラの被害体験がないことと部署レベル資源の交互作用が

有意となり，仮説を概ね支持した。また， Time 1 以前にパワハラの被害を受けていて

も， Time 2 のパワハラ被害体験がない時にこの効果が有意となった。戦略的にパワ

ハラの防止策を実施することで，パワハラ被害による悪影響を防ぐだけでなくワーク・

エンゲイジメントを高めるというポジティブな効果が得られる可能性を示唆した。   
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１ ．問題  

 

1 章で述べたように，近年，職場のいじめや嫌がらせ（ workp lace  bu l ly ing や

workplace  mobbing） によるワーク・エンゲイジメントへの影響の検証が進みつつあ

り，職場いじめの体験が高いほどワーク・エンゲイジメントを間接的 ・直接的に抑制さ

せるという関連性が報告されている（ Goodboy,  Mar t in  & Bolkan ,  2017 ;  Park  & 

Ono,  2017 ;  Magee ,  Gordon ,  Robinson ,  Caru t i  & Oades ,  2017 ） 。先行研究は総じ

て，職場いじめの被害体験の程度や頻度が高いほど，ワーク・エンゲイジメントを間

接的 ・直接的に抑制させることが示唆されている。先行研究ではパワハラ被害体験

を間隔尺度水準で測定しているため，パワハラの被害体験得点が低い場合に， 「パ

ワハラ被害を一切受けていない」場合と， 「パワハラの被害体験の頻度や程度があま

りない」場合が混在することになる。  

しかし，パワハラが生じた場合の被害者の健康被害や組織への損失は大きく，そ

の頻度や程度が少なくても就労者や職場への悪影響を及ぼす可能性が高い（仁位

ら， 2018） 。パワハラ体験という状態の性質上，これらの被害を全く受けていない状

態が最も理想的な状態であると考える。そのため，パワハラの被害体験が全くない状

態とパワハラの被害体験があまりない状態の違いは，線形的 （量的 ）な違いではな

く，非線形的 （質的 ）な違いであると考えられ，両者を厳密に区別するような測定を

行う必要がある。これらの議論を踏まえると，パワハラの体験頻度が高いほどワーク・

エンゲイジメントが低いという先行研究のエヴィデンスはパワハラを無くすことによる

意義を示す知見としては十分とはいい難い。  

そこで本研究では，パワハラ体験の有無を明確に区別するために， 「パワハラの体

験がないこと」 と「 （頻度や程度に関わらず）パワハラの体験があること」を順序尺度

の水準で捉え，パワハラの体験の有無がワーク・エンゲイジメントの変動をどのように
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予測するのかを，縦断調査によって明らかにすることを目的とした。つまり，パワハラ

の被害体験がある場合に比べて，パワハラの体験がない場合はその後のワーク・エン

ゲイジメントの変化量が高くなるという効果を検証した。  

 本研究では 2 時点（ Time 1， Time 2） の調査における，過去 6 か月のパワハラ体

験を尋ねる。パワハラ体験の有無には 1） Time 1 から Time 2 まで継続してパワハラ

の体験がないケース， 2） Time 1 ではパワハラ体験があるが， Time 1 から Time 2 の

間にパワハラを受けなくなるケース， 3） Time 1 ではパワハラの体験がないが， Time 1

から Time 2 の間にパワハラを体験するケース， 4） Time 1 から Time 2 まで継続して

パワハラを受けているケースが想定される。本研究ではこれらの 4 ケースにおけるパワ

ハラ体験の有無が， Time 1 から Time 2 にかけてのワーク・エンゲイジメントの変動を

どのように予測するかについて検討し，長期間のパワハラ体験の有無が重要なのか，

過去のパワハラ体験の有無に関わらず，直近のパワハラの被害体験の有無によって

ワーク・エンゲイジメントに変化をもたらすのかを探る。過去から継続してパワハラの

被害体験がない場合と，以前はあったが直近になってパワハラ被害が無くなった場

合で，ワーク・エンゲイジメントに与える影響が異なるのかを調べることで，過去にパワ

ハラの被害があったとしても，その後戦略的にパワハラを抑止することで，ポジティブ

な効果を導くことが可能なのかについての示唆を得たい。  

さらに，本研究ではパワハラの有無がワーク・エンゲイジメントの変動をどのように

予測するのかを検証するとともに，この関係における部署レベル資源の調整効果を

検証する。部署レベル資源が豊富な人ほどワーク・エンゲイジメントが高いことは多く

の先行研究で示されている（ Hakanen  & Roodt ,  2010 ;  Bakker  & Demerout i ,  2014;  

島津， 2014） 。パワハラの体験が多い部署に所属する一般就労者（非管理職者）よ

りも，パワハラの体験が少ない部署に所属する一般就労者ほど部署レベル資源 （上

司や同僚の支援、上司のリーダーシップ，上司の公正な態度，ほめてもらええる職

場，失敗を認められる職場，心理的報酬，安定報酬 ）が高いことが報告されている



65 

 

（ 小林他，印刷中 ） 。職場から得られる心理 ・社会的な資源である部署レベル資源

が高い職場は上司や同僚からの適切なサポートを得られる職場であるといえるため，

パワハラの加害者となる上司や同僚が少なく，両概念の関連性は高いと考えられ

る。しかし，パワハラの体験は部署レベル資源が得られないことではなく，心身や仕事

に悪影響を及ぼす言動や状況を受けることであるため，両概念は明確に異なる。ま

た，例えば上司からは適切な支援があり部署レベル資源の合計得点が高くても，同

僚や役員等からのパワハラ被害があるという状況も想定され。パワハラによる就労者

の健康や仕事に対する悪影響を考えると，パワハラを受けている時にどれほど部署レ

ベル資源が高くてもワーク・エンゲイジメントが高まるとは考えにくい。高い部署レベル

資源はワーク・エンゲイジメント高めることは多くの研究で報告されているが

（ Hakanen ,  e t  a l . ,  2014;  島津， 2014） ， その効果を発揮するにはパワハラを受けて

いないこと（パワハラ被害による悪影響がないこと）が前提となるのではないだろうか。  

職場いじめやパワハラの体験の有無によるワーク・エンゲイジメントへの影響と部

署レベル資源の調整効果について検討した先行研究は見受けられないが，職場い

じめによるワーク・エンゲイジメントへの負の関連における紛争解決風土 （ c l imate  for  

conf l i c t  management） の調整効果 （紛争解決風土が低い場合にのみ，職場いじめ

暴露によってワーク・エンゲイジメントが低下 ）が明らかにされている（ Einarsen  e t  a l . ,  

2018） 。この研究の紛争解決風土は，職場で意見の相違があった時に適切に解決

するための職場の風土や上司の適切な対処を測定しており，本研究で扱う部署レベ

ル資源の高さと類似する概念であると考えられる。先行研究は職場での対立を対処

する方法や上司の適切な対処が豊富であることが職場いじめへの暴露によるワー

ク・エンゲイジメント抑制効果を緩和するということを示唆しており，部署レベル資源

などの仕事の資源にはストレッサーによるワーク・エンゲイジメントへの悪影響を緩和

する機能があるという（島津 ・江口， 2012） 。  

以上のことから，本研究で検討するパワハラの体験有無によるワーク・エンゲイジ
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メントへの影響においても，部署レベル資源がその効果を調整することが推察され

る。ここで考えられる仮説として， 1） パワハラの被害体験がある場合はワーク・エンゲ

イジメントへ負の影響を及ぼし，職場の上司や同僚から得られる適切なサポートや心

理社会的な報酬（部署レベル資源 ）が豊富であるほどその効果を緩和するという効

果と， 2） パワハラの体験がない場合は，ワーク・エンゲイジメントに正の効果をもたら

し，部署レベル資源が豊富であるほどその効果を促進するという効果の両者が想定

される。本研究において，この両仮説を明確に区別して検証することは困難である

が，先に述べたように，部署レベル資源によるワーク・エンゲイジメントの促進効果

は，パワハラ被害を一切受けていないということが前提になるとするならば，後者の仮

説がより著者らの立場に近い。以上を踏まえて，本研究では以下の仮説を検証する

（ Figure  3-1） 。  

仮説 1  パワハラの被害体験がないことは，パワハラの被害体験がある場合より

も， Time 1 から Time 2 におけるワーク・エンゲイジメントの変化量が高くなる。  

仮説 2  部署レベル資源が高いほど，仮説 1 の効果が顕著であるという部署レベ

ル資源の調整効果を示す。  

仮説 3  Time 1 と Time 2 の両時点においてパワハラの体験がない場合と， Time 

1 ではパワハラ体験があるが Time 2 でパワハラを受けなくなる場合の両ケースとも，

仮説 1 と仮説 2 の効果を示す。  

 

 

部署レベル資源  

パワハラの体験なし  
ワーク・エンゲイジ

メント  

+（ H2） 

+（ H1）  

注）H1 と H2 は Time 1 のパワハラ体験の有無に関わらず有意な効果を
示す（ H3）  

F igure  3-1  
本研究の仮説  
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２ ．方法  

 

（ １ ） 調査手続きと研究デザイン  

調査は製薬会社の A 事業所における就労者 470 名を対象とした。この A 事業

所は医薬品の製造拠点の 1 つであり，大きく製造，生産技術，品質管理，品質保

証，管理の 5 部門に分けられる。製造業は本邦の産業別就業者数において卸売

業・小売業と並んで最も多い一方（労働政策研究・研修機構， 2023） ， メンタルヘ

ルス不調者の発生が多い職場でもある（厚生労働省， 2022c） 。また，医薬品の製

造においては高い品質や製造コスト削減，安定供給などの仕事の負担や要求度が

高いと考えられる。高ストレス職場はパワハラが発生しやすい職場の特徴の 1 つであ

ることや（ Bai l l i en  e t  a l . ,  2011） ， 1 つの拠点に調査対象者を限定することで，地域

性や組織文化の違いによる影響を統制できるという観点から， A 事業所は調査対

象として適当であると考えた。A 事業所との間に開示すべき利益相反はない。  

A 事業所内産業保健スタッフの協力を得て， 2022 年 4 月末と 6 月末に 2 時点

の縦断的質問票調査を実施した。質問票は Google フォームを用いて作成した。産

業保健スタッフより各就労者へアンケートページの URL をメールで案内し，回答済

のアンケートの閲覧とデータ回収は第一著者のみが行った。回答内容の閲覧と回収

は研究者のみが行う旨を，調査冒頭で明示して実施した。調査票の回収数（率 ）

は， Time 1： 286（ 60.85%） ， Time 2： 323（ 68.72%） だった。調査は予測的デザイン

（ prospect ive  des ign） を用いた（ Figure  3-2 .） 。このデザインを採用することで Time 

1 で測定した部署レベル資源と Time 1 以前のパワハラ体験有無， Time 1 と Time 2

の間のパワハラの体験有無による，ワーク・エンゲイジメントの変化量を予測し，変数

間の因果関係に迫ることが可能になる（高野 ,  2017） 。  

なお，著者らは本研究と同時に介入研究も同時に計画したため， Time 2 後の
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2022 年 7 月に管理職向けの介入プログラム， 2022 年 9 月に 3 回目の調査を実施

した。本研究で検討する部署レベル資源やパワハラ体験有無によるワーク・エンゲイ

ジメントへの影響や，介入研究の効果を検証するためには可能な限りその他の要因

を統制する必要がある。人事異動が少ない時期である 4 月―9 月に全調査を完結

させ，所属部署や業務内容の変更による影響を可能な限り取り除くために， Time 1

と Time 2 の期間を約 2 か月間に設定した。  

倫理的配慮  調査票の冒頭に研究の目的，研究参加の自由，匿名性の保持，

回答の内容によって個人に不利益が生じないこと，回答中に不調が生じた場合の

相談先（心療内科医） ，研究結果の公表等を記載し，研究への参加に「同意する」

を選択した就労者から回答を得た。調査票の冒頭で回答内容は研究者らのみが閲

覧するため，個人の回答が企業に伝わることはない旨を説明した。個人属性につい

て尋ねる際には，個人を特定するためではなく，個人属性による各指標の違いを調

べるために質問する旨を明記した。本研究は九州大学倫理審査委員会（ 202112）

の承認を得て実施した。  

分析対象者  2 時点の縦断調査のうち回答に不備のあるデータを除いて分析を

行った。分析には IBM SPSS S ta t i s t i cs  28 .0 および HAD18_002（ 清水 ， 2016） を用

いた。Time 1 と Time 2 の両方に回答した 128 名（ 40 .18±11 .59 歳 ） を分析対象とし

た。分析対象者の内訳を Table  3-1  に示す。Time 1 と Time 2 の回答者は一致す

るため， Time 1 時点の個人属性の内訳を示す。  
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Time 1 Time 2

部署レベル  
資源  

ワーク・エンゲ
イジメント  

パワハラ体験  
なし  

ワーク・エンゲ
イジメント  

パワハラ体験
なし  

注）パワハラ体験なしは過去 6 か月間被害を受けていないことを表す  

F igure  3-2  
研究デザイン  
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n(%)

性別

男性 61 (47.66)

女性 66 (51.56)

その他     1 (  0.78)

年代
10⁻20代  24 (18.75)

30代  36 (28.12)

40代  40 (31.25)

50代以上  28 (21.87)

職位

管理職 21 (16.41)

一般職 107 (83.59)

勤続年数 12.88±10.12

職種

生産・技術系 91 (71.09)

事務系 22 (17.19)

研究・専門系 1 ( 0.78)

その他 14 (10.94)

雇用形態

正規雇用 109 (85.16)

非正規雇用 13 (10.16)

その他 6 (  4.68)

異動有無

あり 9 (  7.03)

なし 119 (92.97)

出向

出向者 3 (  2.34)

非出向者 125 (97.66)

計 128

分析対象者の属性

Table  3 -1  
分析対象者の属性  

注）勤続年数は平均±SD を記述した。  
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（ ２ ）質問項目  

個人属性  Time 1 と Time 2 の両時点で，性別 （ 1．男性  2．女性  3． その他 ） ，

年齢，職位 （ 1．管理職， 2．一般職 ） ，所属部署 （ 1―14） ，勤続年数，職種 （ 1．生

産 ・技術系  2．事務系  3．研究 ・専門系  4． その他 ） ，雇用形態 （ 1．正規雇用  

2．非正規雇用  3． その他 ） ，過去 6 か月間の異動有無（ 1．あり  2． なし） ，出向有

無 （ 1．出向者  2．非出向者 ）を尋ねた。  

ワーク・エンゲイジメント  ユトレヒト・ ワーク・エンゲイジメント尺度 （ Utrech t  Work  

Engagement  Scale） 日本語短縮版（ Shimazu,  Schaufe l i ,  Kosug i  e t  a l . ,  2008 ） を用

いた。活力 （ e .g .「 仕事をしていると活力がみなぎるように感じる」 ） 」 ，熱意 （ e .g .「 自

分の仕事に誇りを感じる」 ） ，没頭 （ e .g .「 仕事に熱心である」 ）の 3 下位尺度，各 3

項目の合計 9 項目， 7 件法（ 0「 全く感じない」 ）―6「 いつも感じる・毎日 」 ）の尺度

であり，十分な信頼性と妥当性が検証されている。合計得点を項目数で除した得点

をワーク・エンゲイジメント得点とし（得点範囲 0－ 6 点） ，得点が高いほどワーク・エ

ンゲイジメントが高い状態である。本変数は Time 1 と Time 2 の両時点で測定した。  

職場パワーハラスメントの体験  第 2 章で作成した，職場パワーハラスメントの認

識性 ・体験尺度を用いた（仁位 ・津田 ・鄧 ・山廣 ・入江， 2018） 。この尺度は本邦の

パワハラの定義に則した信頼性と妥当性が確認された尺度であり，パワハラ行為

（ e .g .「 腹が立った時に，つい手が出て人や物にあたる（殴る，叩く，蹴るなど） 」 「気

に入らないものに対して，明らかに無駄な仕事をさせたり，あるいは仕事を与えな

い」 ） ，パワハラ状態 （ e .g .「 上司に対して部下が委縮している」 ） ，パワハラ態度 （ e .g .

「 自分と異なる意見や訴えに耳を貸さない」 ）の 3 因子， 18 項目からなる。各質問項

目は，パワハラ体験 （過去 6 カ月間にどれほど体験したか，もしくは職場がそのような

状況にあったか； 1「 受けなかった（なかった） 」 ， 2「 1 回受けた（ 1 回あった） 」 ， 3「 繰

り返し受けた（繰り返しあった） 」 ） と，パワハラ認識性 （パワハラにどの程度該当する

か，あるいはパワハラの状況に関連すると思うか； 1「 該当しない」 ， 2「 繰り返されれば
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該当する」 ， 3「 1 回でも該当する」 ） について尋ねた。  

仮説の検討において，パワハラの体験の有無を変数とするために，パワハラの体験

がない群を 1、パワハラの体験が１項目でもある群を 0 に得点を置換した。18 項目

全て「受けなかった（なかった） 」を選択した場合を 1， 18 項目のうちいずれか 1 項目

でも「 1 回受けた（ 1 回あった）もしくは「繰り返し受けた（繰り返しあった） 」を選択し

た場合を 0 とした。本変数は Time 1 と Time 2 の両時点で測定した。  

部署レベル資源  新職業性ストレス簡易調査推奨尺度セット標準版  120 項目の

うち， ［仕事の資源 ：部署レベル］の 10 尺度 27 項目（ 「上司のサポート」 3  項目，

「同僚のサポート」 3 項目， 「家族友人のサポート」  3  項目， 「経済 ・地位報酬 」 2

項目， 「尊重報酬 」 2 項目， 「安定報酬 」 3 項目， 「上司のリーダーシップ」 3 項目，

「上司の公正な態度 」 3 項目， 「ほめてもらえる職場 」 3 項目， 「失敗を認める職場 」

2 項目）を分析に用いた。本尺度は  4  件法の尺度であり，得点が高いほど望ましい

状態を指す。スコアリングは下位尺度毎に点数を加算し，項目数で除する方式を取

る（得点範囲  1―4 点） 。本尺度は，個別尺度毎の信頼性および妥当性が確認さ

れており，尺度の一部を取捨選択して使用することもできる（ Inoue  e t  a l . ,  2014） 。

Time 1 で得たデータを用いた。本変数は Time 1 で測定した。  

  

３ ．結果  

 

（ １ ） 基礎的分析   

 2 時点のワーク・エンゲイジメント，パワハラの体験有無，部署レベル資源の平均

値，標準偏差，各変数間の相関係数を Table  3-2  に示す。  
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次に， Time 1 と Time 2 のパワハラの体験有無の組み合わせによって，ワーク・エ

ンゲイジメントの得点に有意な変化があるかを調べるために， Time 2 のワーク・エンゲ

イジメントを目的変数，調査時点 （ Time 1（ T1） ,  Time 2（ T2） ） とパワハラの体験有

無を説明変数とした，一般線形モデルによる反復測定分散分析を行った（ Figure  3 -

3） 。パワハラの体験有無は T1 なし―T2 なし（ n＝ 72） ， T1 なし―T2 あり（ n＝ 13） ，

T1 あり― T2 なし（ n＝ 14） ， T1 あり―T2 あり（ n＝ 29） の組み合わせで 4 群に分け

た。その結果，パワハラの体験有無の主効果が有意となり（ F (3 ,124)＝ 5 .04 ,  p

＝ .003） ，多重比較の結果 T1 と T2 の両時点において， T1 あり―T2 あり群に比べ

て T1 なし―T2 なし群のワーク・エンゲイジメントが有意に高かった（ T1： p＝ .010 ,  

T2： p<.01） 。しかしながら，調査時点の主効果や調査時点 ×パワハラの体験有無の

2 要因交互作用は非有意だった。統計的に有意ではないが， T1 なし―T2 あり群は

T1 よりも T2 のワーク・エンゲイジメントが低下し， T1 あり― T2 なし群は T1 よりも

T2 のワーク・エンゲイジメントが向上した。  

 F igure  3-3  
パワハラの体験有無によるワーク・エンゲイジメントの変化  
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（ ２ ）仮説の検証  

仮説の検証のため，共変量を Time 1 のワーク・エンゲイジメント，目的変数を

Time 2 のワーク・エンゲイジメントとした階層的重回帰分析を行った（ Table  3 -3） 。こ

のモデルによって，説明変数による効果は Time 2 におけるワーク・エンゲイジメントの

変化量の分散を説明していると考えられる（高野， 2017） 。分析手続きはステップ 1

で共変量である Time 1 ワーク・エンゲイジメント，統制変数として，性別 （男性ダミ

ー，その他ダミー） ，年齢，職種 （事務系ダミー，研究 ・専門系ダミー，その他ダミ

ー） ，職位ダミー，勤続年数，部署異動有無ダミー，出向有無ダミーをステップ１で

投入した。多重共線性の問題を回避するために性別 （女性ダミー） ，職種 （生産 ・技

術系ダミー） ，雇用形態 （非正規雇用ダミー）は分析から除外した。ステップ 2 で

Time 1 パワハラの体験 （なし :1，あり： 0） と調整変数の部署レベル資源，説明変数

の Time 2 パワハラの体験 （なし :1，あり： 0） ， ステップ 3 で Time 1 パワハラ体験

×Time 2 パワハラ体験の 2 要因交互作用項と部署レベル資源 ×パワハラ体験の 2

要因交互作用項，最後に Time 1 パワハラ体験 ×部署レベル資源 ×Time 2 パワハラ

体験の 3 要因交互作用項を回帰式に順次投入した。交互作用項が含まれているこ

とから， Aiken  & Wes t（ 1991） を参考に，説明変数は平均値によって中心化された

値を用いた。  

分析の結果，ステップ 2 における Time 2 パワハラ体験なしの主効果は非有意

（ β=.10 ,  B=0.273 ,  t=1.75 ,  p=.083） ， ステップ 3 における部署レベル資源 ×Time 2 パ

ワハラ体験の交互作用項が有意（ β=.13 ,  B=0 .58 ,  t=2.20 ,  p=.030） ， Time 1 パワハ

ラ体験なし×Time 2 パワハラ体験なしの交互作用は非有意だった（ β=- .11 ,  B=-0 .64 ,  

t=-1 .84 ,  p=.070） 。最終段階では部署レベル資源 ×Time 2 パワハラ体験なしの 2 要

因交互作用が有意（ β=.17 ,  B=0.75 ,  t=2.71 ,  p=.008） ， Time 1 パワハラ体験なし×

部署レベル資源 ×Time 2 パワハラ体験なしの 3 要因交互作用は非有意となった
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（ β=.14 ,  B=1.01 ,  t=1.77 ,  p=.080） 。Time 1 パワハラ体験なしと部署レベル資源の主

効果は全段階で非有意だった。統制変数については雇用形態（その他ダミー）の主

効果が，ステップ 1 とステップ 2 で有意だったが（ β=.14 ,  B=0 .84 ,  t=2.49 ,  p=.014;  

β=.12 ,  B=0.69 ,  t=2.01 ,  p=.047） ， その他の個人属性は全段階で非有意だった。全

段階で VIF 統計量が 10 以上の変数はなく，問題となる多重共線性はないものと判

断した。Time 2 パワハラ体験なしの主効果はステップ 1 で有意傾向だったものの，そ

の後の段階で部署レベル資源との交互作用項を投入することで消失したため，仮説

1 は支持されなかった。最終段階で部署レベル資源 ×Time 2 パワハラ体験なしの 2

要因交互作用が有意となり，部署レベル資源の高低によってパワハラ体験がないこ

とによるワーク・エンゲイジメントへの正の効果が調整されていることを示した。  

最終段階で有意となった 2 要因交互作用の性質と，仮説 2 と仮説 3 の検証のた

めに， Cohen e t  a l .（ 2014） に従い Figure  3-4 .のグラフを作成した。得られた回帰式

の Time 1 と Time 2 のパワハラ体験，部署レベル資源に平均 ±1SD の値を代入して

作成した。有意となった 2 要因交互作用の性質を調べるために，単純傾斜分析によ

って部署レベル資源の高低（ ±1SD） における，パワハラ体験がないことによるワーク・

エンゲイジメントへの効果を調べた。その結果，部署レベル資源が高い場合はパワハ

ラの体験がないことによる正の効果が有意だったが（ β=.21 ,  B=0.56 ,  t=2.51 ,  

p= .014） ，部署レベル資源が低い場合はパワハラの体験がないことによる効果は非

有意だった（ β=- .12 ,  B=-0 .32 ,  t=-1 .27 ,  p=.206） 。部署レベル資源が高いほど，パワ

ハラ体験がないことがワーク・エンゲイジメント変化量に及ぼす正の効果を促進すると

いう，部署レベル資源の調整効果を示し仮説 2 を支持した。  

最終段階の 3 要因交互作用は非有意であったが（ p=.081） ，仮説 3 の検証の

ため，単純傾斜分析によって Time 1 と Time 2 のパワハラ体験の有無の組み合わせ

4 パターンにおける，部署レベル資源によるワーク・エンゲイジメントへの効果を調べ

た。Time 1 パワハラ体験あり・ Time 2 パワハラ体験ありの場合や， Time 1 なし・
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Time 2 ありの場合は部署レベル資源によるワーク・エンゲイジメントへの効果は非有

意だったが（ β=- .06 ,  B=-0 .13 ,  t=-0 .64 ,  p= .520） ， Time 1 パワハラ体験あり・ Time 2

パワハラ体験なしの場合や， Time 1 なし・ Time 2 なしの場合は部署レベル資源によ

るワーク・エンゲイジメントへの正の効果が有意だった（ β=.23 ,  B=0 .49 ,  t=2.42 ,  

p= .017） 。Figure  3-4 と単純傾斜分析の結果から， Time 1 のパワハラ体験有無にか

かわらず， Time 2 のパワハラ体験がない時に部署レベル資源が豊富であるほどワー

ク・エンゲイジメント変化量に正の効果を及ぼすことを示し，仮説 3 を一部支持し

た。  

 

 

 

 

 

Figu re  3 -4  
部署レベル資源と Time 1 と Time 2 のパワハラ体験有無による，ワーク・
エンゲイジメントの変化予測  
 

 

注） T1 は Time  1  ， T2 は Time  2 を示す。 Time  2 のパワハラ体験有無に
よる，ワーク・エンゲイジメントの変化予測  
 

 

注） T1 は Time 1  ， T2 は Time  2 を示す。 Figu re  3 -4  
部署レベル資源と Time 1 と Time 2 のパワハラ体験有無による，ワーク・
エンゲイジメントの変化予測  
 

 

注） T1 は Time  1  ， T2 は Time  2 を示す。 Time  2 のパワハラ体験有無に
よる，ワーク・エンゲイジメントの変化予測  
 

注） T1 は Time 1  ， T2 は Time  2 を示す。  
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４ ．考察  

 

 本研究の目的は，パワハラの体験がないことはパワハラの体験があるときよりもワ

ーク・エンゲイジメント変化量が高くなるという効果と，その効果において部署レベル

資源が高い時にその影響がより顕著であるという仮説を縦断的に検証することだっ

た。階層的重回帰分析と下位検定の結果， Time 1 から Time 2 にかけて継続して

過去のパワハラの体験がない場合と Time 1 の時点で過去のパワハラの体験があっ

ても Time 2 時点でパワハラを受けなくなる場合のどちらのケースにおいても，部署レ

ベル資源が高い時にはその後のワーク・エンゲイジメントの変動へ正の効果を示し，

仮説 2 と仮説 3 を概ね支持した。  

パワハラとワーク・エンゲイジメントの両者を扱った実証研究はまだ少ないが，職場

いじめの体験が大きいほどワーク・エンゲイジメントを直接的 ・間接的に抑制すること

が先行研究で明らかにされつつある（ Goodboy  e t  a l . ,  2017;  Park  & Ono,  2017;  

Magee  e t  a l . ,  2017;  Coetzee  & Dyk,  2017 ） 。本研究ではパワハラの体験を連続変

数として扱わず， 「パワハラの体験がないこと」 と「 （程度や頻度に関わらず）パワハラ

の体験があること」を区別して分析を行った。今回 ，パワハラを継続して受けていない

ことや以前体験していたパワハラがなくなることが，部署レベル資源が高い場合に，そ

の後のワーク・エンゲイジメントの変化量へプラスの効果を示したことは，先行研究で

報告されているパワハラの体験の程度や頻度が高いほどワーク・エンゲイジメントが

低いという関連性とは厳密には異なる。  

この結果は，次の 2 側面を示唆している。1 つ目はパワハラ被害によるワーク・エン

ゲイジメントの抑止効果を，部署レベル資源の高さが緩和するという効果である。例

えば，上司からパワハラ被害を受けていても，同僚からの適切な援助や賞賛などが

十分に得られていれば，ワーク・エンゲイジメントの低下を抑えられる可能性が考えら
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れる。2 つ目はパワハラの被害体験がないことがワーク・エンゲイジメント促進し，部署

レベル資源が高い時に顕著であるという効果である。階層的重回帰分析の結果，パ

ワハラの体験がないことによるワーク・エンゲイジメントへの正の主効果は有意傾向で

あり，交互作用項を投入したことで消失したことから，パワハラの被害体験がないこ

とそのものがワーク・エンゲイジメントを高めるというよりも，パワハラを受けていないこ

とが前提となり，その上で部署レベル資源が豊富であるほどワーク・エンゲイジメント

が高まるという効果が示唆されたものと考えられる。換言すると，どれほど部署レベル

資源が高くても，パワハラの被害体験があれば，その後のワーク・エンゲイジメントを

高める効果が得られない可能性を示唆した。パワハラを防止することが就労者のワ

ーク・エンゲイジメントを高めるための重要な要因であるという，パワハラの防止による

ポジティブな側面を支持したといえる。また，パワハラを防ぐことは心身の健康維持増

進を支えると考えられるため，ワーク・エンゲイジメントを促進するために心身が健全

な状態であることが必要とされる可能性も示唆した。今後，抑うつや不安，身体的

疾患などの指標も含めて，パワハラとワーク・エンゲイジメントとの関連性を検証し，

心身の健康とワーク・エンゲイジメントの因果関係の方向性についての新たな知見に

つなげたい。  

本研究はパワハラとワーク・エンゲイジメント研究の理論的発展をもたらすものであ

り，パワハラの防止が就労者のメンタルヘルス悪化や離職等のネガティブな結果を防

ぐだけではなく，ワーク・エンゲイジメントという仕事や就労者にとってのポジティブな

側面に寄与する可能性を示唆した点で新しい。また，コストと捉えられがちなパワハラ

対策の必要性やメリットを社会に明確に訴えることができる点で意義が大きい。  

部署レベル資源の調整効果については，部署レベル資源の高さがワーク・エンゲイ

ジメントを促進するという先行研究（ Hakanen  & Roodt ,  2010;  Bakker  & 

Demerou t i ,  2014 ;  島津， 2014） や，職場いじめによるワーク・エンゲイジメントへの悪

影響を職場紛争解決風土が緩和する効果 （ Einarsen  e t  a l . ,  2018） ， ストレッサーに
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よるワーク・エンゲイジメントへの悪影響を部署レベル資源が緩和する可能性（島

津 ・江口， 2012） などの先行研究と矛盾しない結果である。先述の通り，部署レベル

資源の調整効果からは就労者の仕事に対するポジティブで充実した状態や職場の

生産性を高めるためにはパワハラのない職場であることが前提になり，その上で上司

や同僚からの適切なサポートや公正な態度，心理社会的な報酬などの部署レベル資

源が得られることが重要であることを示唆した。本研究における「パワハラの体験がな

いこと」の基準は職場パワーハラスメント尺度の 18 項目全てについて過去 6 カ月間

に 1 回も体験がない者であり， 18 項目のうち 1 項目 1 回でも体験したと答えた就

労者は「パワハラ体験あり」 と判断した。例えば「上司の顔色を見て部下が行動して

いる」というパワハラ状態や「自分と異なる意見や訴えに耳を貸さない」といったパワ

ハラ態度などの 1 項目のみを過去 6 ヵ月に 1 回でも体験した就労者も「パワハラ体

験あり」と判断しているため，パワハラ体験有無の基準は厳しく設定されているとい

える。本研究の結果はワーク・エンゲイジメントの規定要因とされる部署レベル資源

が得られていても，パワハラに該当する言動や上司の横柄な態度，部下が上司に委

縮している職場状況などのパワハラを，その程度に関わりなく 1 度でも体験すれば就

労者の仕事に対する活力や熱意を失わせうるという側面も示唆したと考えられる。  

また，部署レベル資源が高い時の， Time 2 のパワハラ体験がないことによるワー

ク・エンゲイジメント変化量への正の効果は Time 1 のパワハラ体験の有無にかかわ

らず有意となった。基礎的な分析として行った一般線形モデルでは，統計的に有意

な差は示さなかったが， Time 1 パワハラ体験なし―Time 2 パワハラ体験あり群は

Time 1 から Time2 にかけてワーク・エンゲイジメントが低下し， Time 1 パワハラ体験

あり― Time 2 パワハラ体験なし群はワーク・エンゲイジメントが上昇した。これらの結

果は過去にパワハラを体験しているか否かに関わらず，直近 6 か月のパワハラの体

験の有無がワーク・エンゲイジメントの規定因として重要であることを示唆した。本研

究の結果は職場のパワハラを戦略的に防止 ・抑制することが，パワハラ被害による悪
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影響を取り除くだけではなく，就労者の仕事への活力・熱意 ・没頭を高め，組織と

就労者双方に大きなメリットをもたらす可能性を示唆するものであり，実践的な意義

も大きい。  

本研究の限界として，まずサンプルサイズの問題が挙げられる。今回調査を実施し

た企業は製薬会社の製造拠点 1 事業所に限られており， 2 時点の縦断調査の両方

に回答し，欠損がなかった者を分析対象としたため，サンプル数が限定された。分析

時にデータを統制できるという点では，業種や企業を限定することは利点であるが，

他業種や他企業にも今回と同様の結果が得られるかは明らかではない。製造業は

本邦の業種別就業者数において，上位の割合を占める業種ではあるが（独立行政

法人労働制作研究 ・研修機構， 2023） ，本研究から得られた知見の一般化には限

界がある。また， 2 時点共の調査に回答した者は比較的研究に対する関心や動機づ

けが高く，真面目な特性であることが推察でき，選択バイアスが生じている可能性が

考えられる。今後，研究の信頼性を高めるために，複数の企業や大規模集団を対

象に追検討をしたい。次に，研究デザインの問題が考えられる。部署異動が少ない

時期に，今後予定している介入研究を含めた研究全体を完結するため， Time 1 と

Time 2 の間に 2 か月間という期間を設けたが，調査期間をより長い期間や短い期

間にした場合に異なる結果が得られる可能性がある。また，パワハラの体験は過去 6

か月間の体験を尋ねているため， Time 1 の部署レベル資源の程度やパワハラ体験

有無と， Time 2 のパワハラ体験の有無のとの時間的な位置づけが前後している可

能性がある。今後， Time 1 と Time 2 の期間を 6 か月間に設定し，時間的な位置づ

けを明確にする必要があるだろう。最後に，部署レベル資源が高い時に有意だった

パワハラ体験がないことによるワーク・エンゲイジメント変化量への正の効果は，パワ

ハラの体験がないことによるワーク・エンゲイジメント向上効果なのか，パワハラの被

害体験によるワーク・エンゲイジメント抑制効果なのか，その両方による効果なのかは

明らかにできないことが限界として挙げられる。「部署レベル資源の調整効果につい
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て，部署レベル資源が高い時ほど，パワハラの被害体験がない場合にワーク・エンゲ

イジメントを促進する効果 」を想定して本研究を進めたが， 「パワハラの被害体験が

あるとワーク・エンゲイジメントを低下させるが，高い部署レベル資源がその影響を緩

和する効果 」という可能性もあるため，結果の解釈に慎重を要する。パワハラの被害

体験が「ないこと」による，ワーク・エンゲイジメント促進効果の実証は難題であるが，

今後，パワハラ抑止とワーク・エンゲイジメント向上のための介入研究を実施し，元々

受けていたパワハラが「なくなること」によって，ワーク・エンゲイジメントを高める効果

があるのかを検討したい。  

このように課題はあるものの，ワーク・エンゲイジメントの規定因とされる部署レベル

資源とパワハラ体験なしの交互作用から，過去 6 か月のパワハラの体験がない場合

はパワハラ被害体験がある場合より，部署レベル資源が高い時にワーク・エンゲイジ

メントを促進する効果が高いことを明らかにした。就労者のワーク・エンゲイジメントを

高めるために，パワハラの防止が重要であるというパワハラ対策のポジティブな側面

を強調する結果が得られたと考えられる点で意義が大きく，パワハラとワーク・エンゲ

イジメント研究の理論的・実践的な発展をもたらすものであるといえる。  

次章の介入研究において，パワハラの防止や抑止，部署レベル資源の向上を目

指したアプローチが，結果的にワーク・エンゲイジメントを向上させるという複合的な

介入効果が期待される。4 章では，開発したプログラムの有用性の検証と，元々受

けていたパワハラを戦略的に「なくすこと」によって，ワーク・エンゲイジメントを高める

効果があるのかを検討する。  
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第 4 章  

 

パワーハラスメントを防止し，ワーク・エンゲイジメントの

向上を導く，効果的なアプローチの検証  
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第 4 章の要約  

 

本章ではパワーハラスメント防止とワーク・エンゲイジメントの向上を導くための管

理職向け短期介入プログラムを作成し，その効果性を検証した。介入プログラムは

アンガーマネジメントやアサーション，積極的傾聴，パワーハラスメント教育、リラクセ

―ション，マインドフルネスから構成され，管理職から部下への共感的な姿勢や，自

他を尊重したコミュニケーションの促進を目的とした。製薬会社の就労者 470 名（管

理職 40 名，一般職 430 名）を対象に，  2022 年 4 月から 10 月に 3 時点の縦断

的質問票調査と管理職研修，広報誌の配布を行った。調査対象者全員にコントロ

ール期間と介入期間を設定した。プログラムを受講した管理職の部下への関わりが

改善することで，部下のパワハラ被害が減少し，ワーク・エンゲイジメントが向上する

という仮説を検証した。反復測定分散分析と下位検定の結果，プログラム実施後に

パワハラの被害がなくなった就労者のワーク・エンゲイジメントが有意に向上し，仮説

を一部支持した。今後，調査と介入を実施する部署と調査のみの部署とでクラスタ

ー無作為化比較試験を行い，パワハラ防止効果が調査だけでも得られたのか，プロ

グラムによって効果が促進・持続したのかを明らかにしたい。  
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１ ．問題  

 

第 3 章では，パワハラ被害体験がないことが，パワハラ体験がある場合よりも， ワ

ーク・エンゲイジメントの変化量を高める効果と，部署レベル資源が高い時にその傾

向が顕著であるという調整効果を報告した（小林他， 2023） 。この知見に基づけば，

パワハラを防止することはパワハラ被害による就労者への悪影響を取り除くのみなら

ず，ワーク・エンゲイジメントの促進というポジティブな効果をもたらすことが考えられ

る。また，パワハラ防止対策やワーク・エンゲイジメント向上を目的とした取り組みにお

いて，部署レベル資源を高めるような組織開発的な取り組みやパワハラ防止を目的

とした働きかけが，結果的にワーク・エンゲイジメントを向上させるという複合的な効

果が期待される。第 1 章で述べたように，パワハラの防止とワーク・エンゲイジメントの

向上の双方に働きかける効果的なプログラムを開発し，戦略的にパワハラを防止・

抑止することが，ワーク・エンゲイジメント向上というポジティブな効果をもたらすこと

を明らかにすれば，理論的かつ社会的な意義が大きい。  

この章では，まず予備調査として，介入研究に向けた知見を得るために，パワーハ

ラスメントの防止とワーク・エンゲイジメントの向上を導く要因の検証を，視点取得，

怒り表出性，部署レベル資源に着目して行った。次に本調査として，パワハラを防止

し，ワーク・エンゲイジメントの向上を導くアプローチの効果性を検証した。  

 

２ ．予備調査  パワーハラスメントを防止し，ワーク・エンゲイジメントの向上を導く

要因の検証―視点取得，怒り表出性，部署レベル資源に着目して―  

 

予備調査では，管理職の視点取得（他者の気持ちの想像と認知 ）の高さや怒り

表出性の低さ，部署レベル資源 （職場から得られる適切なサポート）の豊富さが，職
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場のパワハラを抑制し，ワーク・エンゲイジメントを向上し得るのかを検証する。  

部署レベル資源が豊富な人ほどワーク・エンゲイジメントが高いことは，多くの先行

研究で示されている（ Hakanen  & Roodt ,  2010;  Bakker  & Demerout i ,  2014） 。冒頭

に述べたように，上司の部下に対する尊重 ・共感的なコミュニケーションを促進する

組織開発的な介入がパワハラの防止とワーク・エンゲイジメント向上を導く共通した

アプローチであるならば，部署レベル資源が豊富な就労者ほどパワハラの体験が少な

いことが想定される。  

また，本研究では，就労者の他者への尊重・共感的な姿勢の評価のために視点

取得に着目した。視点取得は， 「他者の気持ちの想像と認知 」を表し，相手の立場

に立って，相手の感情を理解しようとする傾向であり，共感性の認知的要素である

（ Davis ,  1983） 。他者の視点を意識して行動を理解する能力は青年期以降も発達

し（ Dumonthe i l  e t  a l . ,  2010） ，介入の可能性が示されているため（古見 ・子安 ，

2012） ，共感性の一要素である視点取得は，介入可能な概念であると考えられる。

視点取得による葛藤状況下での他者への攻撃抑制効果や（ Feshbach ,  1978） ， ア

サーション態度 （自他を尊重した自己表現スキル）の獲得に効果が示されている（安

藤 ・新堂， 2013） 。共感力が高い上司ほど効果的な言動で部下をサポートするとさ

れるため（Mahsud  e t  a l . ,  2010） ，管理職の視点取得の高さによって，一般職のワー

ク・エンゲイジメントが向上することや職場のパワハラを抑制する可能性がある。ま

た，ワーク・エンゲイジメントの先行要因である個人の資源とは，周囲の環境をコント

ロールし，影響を与えることができるという感覚であるため（ Bakker,  2011） ，視点取

得が高い就労者ほどワーク・エンゲイジメントが高まる可能性も考えられる。  

更に，管理職の怒り特性や怒りのコントロールの程度を測定するために，怒りの表

出性に着目した。怒りは日常的にいつでも起こりうる乱暴で激しい感情であり，認

知 ・情緒 ・生理的反応から構成される内的状態である（石原 ・佐藤 ・樋田 ・牧田，

2008） 。欧米の研究では，職場いじめの被害者と怒りの表出性との関連が報告され
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ている。例えば，特性怒りが高い者ほど，自身を職場いじめの被害者であると捉える

傾向が高いという (Vie ,  Glasø  & Einarsen ,  2010)。   

職場いじめやパワハラの加害者と怒り特性や怒り表出性との関連を調べた研究

は見受けられないが，上司が達成困難と評価した仕事の目標が，ストレス反応と怒

り，不安を媒介し，侮辱的管理行動（ abus ive  superv is ion） を予測することが示され

ている（Mary  e t  a l . ,  2014） 。侮辱的管理は，リーダーシップ研究の中で提唱された

概念であり， 「部下により知覚される，上司の持続的な敵意のある言語的，非言語

的行動の程度（身体的接触は除く） 」 と説明される（ Tepper,  2000） 。パワハラは必ず

しも上司から部下に対して行われるものでなく，身体接触や職場環境を悪化させる

言動も含むため，上司の侮辱的管理と完全に一致する概念ではないが，職場での

不当なパワー行使という点でパワハラと類似する概念と言える。怒りを感じる傾向や

怒りを表出する傾向が低い管理職ほど，部下へのサポートが尊重 ・共感的なものに

なり，パワハラと思しき言動に繋がりにくいことが予想される。そこで，予備調査では

次の仮説を検証し，介入研究に向けて知見を得ることを目的とした。  

パワハラに関する仮説  1） パワハラの体験が多い部署の管理職よりも，パワハラ

の体験が少ない部署の管理職は，怒りの表出性が低く，視点取得やパワハラの認

識性が高い。2） パワハラ体験が多い部署の一般職より，パワハラ体験が少ない部署

の一般職は，部署レベル資源が高い。3） 視点取得が高い就労者ほどパワハラの認

識性が高い。  

ワーク・エンゲイジメントに関する仮説  1） 管理職の視点取得が高いことで職場

のワーク・エンゲイジメントが高まる。2)部署レベル資源や視点取得が高い就労者ほ

どワーク・エンゲイジメントが高くなる。  

 

３ ．予備調査の方法  
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（ １ ） 研究対象者   

製薬会社の就労者 470 名（管理職 40 名，一般職 430 名）を対象に， 2022 年 4

月に質問票調査を行った。回答に不備のあるデータを除いた 286 名（ 38.7±11.2

歳）を分析対象とした。対象者の内訳を Table4-1 に示す。分析には， IBM SPSS 

Sta t i s t i cs  28 .0 を用いた。  

 

 

（ ２ ）調査手続きと倫理的配慮  

 企業内の産業保健スタッフの協力を得て調査を実施した。質問票は， Google フォ

ームを用いて配布・回収を行った。調査票の冒頭に，研究の目的，研究参加の自

由，匿名性の保持，回答の内容によって個人に不利益が生じないこと，回答中に不

調が生じた場合の相談先（心療内科医 ） ，研究結果の公表等を記載し， 「同意す

る」を選択した就労者から回答を得た。本研究は，九州大学倫理審査委員会

（ 202112） の承認を得て実施した。  

 

（ ３ ）質問票  

個人属性  性別，年齢，職位，所属部署，勤続年数，職種等を尋ねた。   

ワーク・エンゲイジメント  3 章と同様，ユトレヒト・ ワーク・エンゲイジメント尺度

N(％)

全体 一般職 管理職

性別

男性 151 (52.8) 125 (49.6) 26(76.5)

女性 128 (44.8) 121 (48.0) 7(20.6)

その他     7 (2.4) 6(2.4) 1(2.9)

年代
10⁻20代  67 (23.4) 67(26.6) 0

30代  88 (30.8) 85(33.7) 3(8.8)

40代  79 (27.6) 60(23.8) 19(55.9)

50代以上  52 (18.2) 40(15.9) 12(35.3)

計 286 252 34

属性

Tab le  4 -1  
分析対象者の内訳  
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（ Utrech t  Work  Engagement  Scale） 日本語短縮版 （ Shimazu ,  Schaufe l i ,  Kosug i  e t  

a l . ,  2008） を用いた。活力，熱意，没頭の 3 下位尺度，各 3 項目の合計 9 項目， 7

件法（ 0「 全 く感じない」 ）―6「 いつも感じる・毎日 」 ）の尺度であり，十分な信頼性と

妥当性が検証されている。合計得点を項目数で除した得点をワーク・エンゲイジメン

ト得点とし（得点範囲 0－ 6 点） ，得点が高いほどワーク・エンゲイジメントが高い。  

パワーハラスメントの体験と認識性  ２章で作成した，職場パワーハラスメント尺

度 （仁位他， 2018） を用いた。本邦のパワハラの定義に則した信頼性と妥当性が確

認された尺度であり，パワハラ行為 （ e .g .「 気に入らない者をのけ者にしたり，そのよう

に周囲に仕向ける」 「到底達成できないノルマや仕事を無理やり押し付ける」 ） ，パワ

ハラ状態 （ e .g .「 上司に対して部下が委縮している」 ） ，パワハラ態度 （ e .g .「 自分と異

なる意見や訴えに耳を貸さない」 ）の 3 因子， 18 項目からなる。質問項目についてパ

ワハラ体験 （過去 6 カ月間にどれほど体験したか，もしくは職場がそのような状況に

あったか； 1「 受けなかった（なかった） 」 ， 2「 1 回受けた（ 1 回あった） 」 ， 3「 繰り返し

受けた（繰り返しあった） 」 ） と，パワハラ認識性 （パワハラにどの程度該当するか，あ

るいはパワハラの状況に関連すると思うか； 1「 該当しない」 ， 2「 繰り返されれば該当

する」 ， 3「 1 回でも該当する」 ）を尋ねた。   

仕事の負担と部署レベル資源  新職業性ストレス簡易調査推奨尺度セット標準

版  120 項目のうち， ［仕事の負担 ］の  3 尺度 7 項目（ 「仕事の量的負担」 ， 「仕事

の質的負担」 ， 「身体的負担度」 ） ， ［仕事の資源 ：部署レベル］の 10 尺度 27 項目

（ 「上司のサポート」 ， 「同僚のサポート」 ， 「経済 ・地位報酬 」 ， 「尊重報酬 」 ， 「安定

報酬 」 ， 「上司のリーダーシップ」 ， 「上司の公正な態度 」 ， 「ほめてもらえる職場 」 ，

「失敗を認める職場 」 ） を分析に用いた。本尺度は  4  件法の尺度であり，下位尺度

毎に点数を加算し，項目数で除する方式をとる。得点が高いほど望ましい状態を指

す。個別尺度毎の信頼性および妥当性が確認されており，一部を取捨選択して使

用することもできる（ Inoue  e t  a l . ,  2014） 。  
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怒りの表出性  Spie lberger（ 1999） によって開発された STAXI－ 2 の邦訳版であ

る，日本語版 STAXI－ 2（ Sta te -Tra i t  Anger  Express ion  Inven to ry -2） を用いた（石

原， 2010） 。［状態怒り］ ， ［特性怒り］ ， ［怒り表出性 ］の 3 尺度 57 項目からなり，

信頼性と妥当性が認められている。［状態怒り］は，怒り感情 （ e .g .「 私は怒っている

感じがする」 ） ，言語的な怒り表出 （ e .g .「 私は誰かを怒鳴りつけたい感じがする」 ，

身体的な怒り表出 （ e .g .「 私は机の上を叩きたい感じがする」 ）の 3 下位尺度からな

り，怒りを表出したくなったときの怒りの程度を測定する。［特性怒り］は，気質的怒

り（ e .g .「 私は頭に血が上りやすい」 ） ，怒り反応 （ e .g .「 私は人前で批判されると猛烈

に腹が立つ。」 ）の 2 下位尺度からなり，気質的怒りは状況に関わりなく怒りを感じ

る傾向を測定し，怒り反応は欲求不満状態で経験する怒り感情の頻度を測定す

る。［怒り表出性 ］には，外的怒り表出（ e .g .「 私は腹が立つと相手に皮肉や嫌味を

言う」 ） ，内的怒り表出 （ e .g .「 私は態度には出さないが，腹の中は怒っている」 ） ，外

的怒り制御 （ e .g .「 私は怒りを感じても自制する」 ） ，内的怒り制御 （ e .g .  私はできる

だけ速く気を静めようとする」 ）の 4 下位尺度があり，所定の計算式（ （外的怒り表

出 +内的怒り表出） -（ 外的怒り制御 +内的怒り制御 ） +48） によって，怒り表出指標

得点を算出する。本研究では，怒り感情，言語的な怒り表出，身体的な怒り表出，

気質的怒り，怒り反応，怒り表出指標を分析に用いた。  

視点取得  Davis（ 1983） が作成した多次元共感測定尺度の邦訳版（桜井，

1988） を用いた。多次元共感測定尺度は共感性を 4 つの次元から測定する尺度で

あるが，その中の視点取得項目を用いた。視点取得は共感性の認知的要素であり

7 項目 5 件法で測定する（ e .g .「 何かの決定をする時は，立場の異なる意見にも１つ

ひとつ注意を払うようにしている」 ） 。  

 

４ ．予備調査の結果と考察  

（ １ ） 基礎的分析  
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各変数の平均値，標準偏差，相関係数を職位別に示す（ Table  4 -2） 。  
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（ ２ ）パワーハラスメント  

１ ）所属部署によるパワハラ体験の差と群分け  

 パワハラ体験頻度が高い部署と低い部署の群分け基準を得るために，所属部署

(1～ 14)を独立変数，パワハラ体験の下位尺度得点を従属変数とした一元配置分

散分析を行った。パワハラの背景には職場の優位性があるが，この優位性には職位

だけではなくスキルや経験年数，専門知識など様々なものが含まれる。同僚間や管

理職間，部下から上司などの様々な関係性の中でパワハラが起こることが想定さ

れ，管理職もパワハラの被害を受ける可能性がある。そのため，管理職と一般職を

合わせた全就労者を対象に分析を行った。その結果，パワハラ状態とパワハラ態度

において F  値は有意であったが（それぞれ F (13 ,  270)  =1 .99 ,  p<.05;  F (13 ,270)  

=1 .96 ,  p<.05） ，多重比較で有意差を示すものはほとんどなく，群分けの基準となる

結果は得られなかった。そのため，独立サンプルによる Kruskal -Wal l i s 検定を行っ

た。その結果，パワハラ行為には有意差はなかったが，パワハラ状態とパワハラ態度

に有意差を示した（いずれも p<.05） 。多重比較の結果，両者において所属部署間

のパワハラ体験差は共通した結果が得られた（パワハラ状態 ： 6.  7 .  9＞ 3.  8 .  10 .  11，

5＞ 8； パワハラ態度 ： 6.  9＞ 1 .  3 .  8 .  10 .  11 .  12 ,  7＞ 3 .  11） 。この結果を踏まえて，①

パワハラ体験高群部署， ： 5 .  6 .  7 .  9，②パワハラ体験中群部署 ： 2.  4 .  13 .  14，③パ

ワハラ体験低群部署 ： 1.  3 .  8 .  10 .  11 の基準で所属部署を群分けした。  

 

２ ）所属部署のパワハラ体験頻度群による，管理職の怒り表出性，視点取得，パ

ワハラ認識性の差  

 パワハラの体験が多い部署の管理職よりも，パワハラの体験が少ない部署の管理

職は，怒りの表出性が低く，視点取得やパワハラの認識性が高いという仮説を検証

するために，パワハラ体験頻度群（パワハラ体験高部署・パワハラ体験中部署・パワ

ハラ体験低部署）を独立変数，怒り表出性の下位尺度（怒り感情，言語的な怒り
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表出，身体的な怒り表出，気質的怒り，怒り反応，怒り表出指標） ，視点取得，パ

ワハラ認識性を従属変数とした一元配置分散分析を，管理職を対象に行った。その

結果，パワハラ体験が低い部署よりもパワハラ体験が高い部署の管理職ほど，気質

的怒りが高いことを示した（ F (2 ,  30)  =3 .57 ,   p<.05） 。一方 ，怒り感情，言語的な

怒り表出，身体的な怒り表出，怒り反応，怒り表出指標，視点取得，パワハラ認識

性には有意差を示さなかった。パワーハラスメントに関する仮説 1） は，部分的に支持

されたといえる。  

パワハラ体験が高い部署，中程度の部署，低い部署の群分けは，パワハラ状態と

パワハラ態度を体験した程度の部署平均値の有意差を基準に行った。パワハラ状態

とパワハラ態度は，部下が上司に委縮している状態や，他者の意見に聴く耳を持た

ない態度であり，パワハラと思しき直接的な言動ではない。そのため，怒りを感じた時

の表出の程度や，怒りの表出や抑制の程度に関わらず，上司の怒りを感じやすい気

質を部下が察知して萎縮すること（パワハラ状態 ）や横柄な態度 （パワハラ態度 ）で

あると感じる可能性が考えられる。  

気質的怒り以外の下位尺度や視点取得，パワハラの認識性に有意差を示さなか

ったことは，怒りの測定や視点取得，パワハラの認識性は，管理職の自己評価によ

るものであるためセルフモニタリングが適切にできていない可能性がある。本人が怒り

の表出をコントロールできていると考えていても，実際は周囲に伝わっている可能性

や，他者の気持ちの想像と認知やパワハラへの認識性が高いと自覚していても，実

際は相手の立場に立ったコミュニケーションが取れていない可能性や，自覚なくパワ

ハラ言動をする可能性が考えられる。今後，管理職の指標を部下の客観的評価に

よって測定することを検討したい。  

 

３ ）所属部署のパワハラ体験頻度群による，部署レベル資源差（職位別 ）  

 パワハラ体験が多い部署の一般職より，パワハラ体験が少ない部署の一般職は，
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部署レベル資源が高いという仮説を検証するために，パワハラ体験頻度群（パワハラ

体験高部署・パワハラ体験中部署 ・パワハラ体験低部署）を独立変数，部署レベル

資源の下位尺度 （上司のサポート，同僚のサポート，家族 ・友人のサポート，経済 ・

地位報酬，尊重報酬，安定報酬，上司のリーダーシップ，上司の公正な態度，ほめ

てもらえる職場，失敗を認める職場 ）を従属変数とした一元配置分散分析と Tukey

の HSD 法による多重比較を職位別に行った。  

一般職の結果  尊重報酬（心理的に尊重されていると感じる程度 ） と上司のリー

ダーシップは，パワハラ体験高部署＜中部署＜低部署の順で有意差を示した (順に

F (2 ,248)  =7 .81 ,  P<.01;  F (2 ,249)  =6 .61 ,  p<.01)。上司の公正な態度 (F (2 ,249)  

=13 .95 ,  p<.001)，上司のサポート (F (2 ,249)  =11 .51 ,  p<.001)，失敗を認める職場

(F (2 ,249)  =9 .43 ,  p<.001)，安定報酬 （キャリアの見通しや安定性） (F (2 ,249)  

=5 .87 ,  p<.01)，褒めてもらえる職場 ( (F (2 ,249)  =5 .38 ,   p<.01)，同僚のサポート

(F (2 ,248)  =4 .01 ,  p<.05)は，パワハラ体験高部署よりも低部署が高かった。経済 ・地

位報酬には有意差を示さなかった。これらの結果を Figure  4 -3  に示す。職場のパワ

ハラ体験が高い一般職よりも，職場のパワハラ体験が少ない一般職の方が，部署レ

ベル資源が豊富であることを示し，パワハラに関する仮説 2） を支持した。  

職場のいじめとリーダーシップとの関連を調べた欧米の研究では，権威的リーダーシ

ップ（ Hoel ,  Glasø ,  Het land ,  Cooper,  & Einarsen ,  2010 ） と放任的リーダーシップ

（ Nielsen ,  2013） が，職場いじめとの関連を示している。職場風土との関連では，関

係志向の職場に比べてヒエラルキー志向の職場に属する人が，いじめの被害者にな

る可能性が高いことが示されている（ An & Kang ,  2016） 。部署レベル資源は，上司

の適切なリーダーシップや，友好的な職場風土を反映していると考えられ，先行研

究と同様の結果が得られたといえる。  

管理職の結果  パワハラ体験中部署の管理職よりも高部署と低部署方が，失敗

を認める職場得点が有意に高かった (F (2 ,31)  =5 .16 ,  p<.05)。他の下位因子では有
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意差はなかった。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ ）視点取得によるパワハラ認識性への影響  

 視点取得が高い就労者ほどパワハラの認識性が高いことを検証するために，個

人属性 （性別，年齢，勤続年数，職位，出向者，職種，雇用形態 ）を統制変数，視

点取得を独立変数，パワハラ認識性を従属変数とした階層的重回帰分析（強制投

入法）を行った。性別 ，職位，出向者はカテゴリカルデータに変換し，性別 ：その他，

職位 ：一般職，出向者 ：なし，職種 ：その他，雇用形態 ：その他は分析から除外し

た。その結果，視点取得を投入した Model  2 において，視点取得からパワハラ認識

性に有意な正の説明力を示した (β=.151 ,  p=.011)。他者の気持ちの想像と認知が高

いほど，当該行為 ・状態 ・態度をパワハラと認識する程度が高まることを示唆し，パ

ワハラに関する仮説 3） を支持した。この結果は，他者の立場に立つ姿勢を促進させ

るような介入によって，パワハラの認識性が高まる可能性を示唆したが，パワハラの

認識性を高めることが，パワハラ加害の抑制に繋がるかについては，今回の研究で

Figu re  4 -3   
所属部署のパワハラ体験群による一般職の部署レベル資源差  
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明らかにされていないため，今後追検証したい。また，視点取得やパワハラの認識性

への回答は，社会的望ましさの影響が働きやすいと思われるため，その点も加味す

る必要があるだろう。  

 

（ ３ ） ワーク・エンゲイジメント  

 

１ ）管理職の視点取得から所属部署のワーク・エンゲイジメントへの影響  

 管理職の視点取得が高いことで職場のワーク・エンゲイジメントが高まるという仮

説を検証するために，個人属性 （性別，年齢，勤続年数 ，職種 ）を統制変数，視点

取得を説明変数，所属部署のワーク・エンゲイジメント平均得点を目的変数とした

階層的重回帰分析 （強制投入法）を，管理職を対象に行った。その結果，視点取

得からワーク・エンゲイジメントの部署平均得点に有意な関連性を示さなかった。そ

のため，ワーク・エンゲイジメントに関する仮説 1） は支持されなかった。先述の通り，

視点取得は，管理職の自己評価によるものであるためセルフモニタリングが適切にで

きていない可能性がある。今後，管理職の視点取得を部下による客観的評価によっ

て測定することを検討したい。  

 

２ ） 仕事の負担と部署レベル資源 ，視点取得からワーク・ エンゲイジメントへの影

響  

 部署レベル資源や視点取得が高い就労者ほどワーク・エンゲイジメントが高くなる

という仮説を検証するために，個人属性 （性別，年齢，勤続年数，職位，出向者，

職種，雇用形態 ）を統制変数，視点取得，仕事の負担計と部署レベル資源計を独

立変数，ワーク・エンゲイジメントを従属変数とした階層的重回帰分析を行った

(Tab le  4-4 )。個人属性を Model  1，視点取得を Model  2，仕事の負担と部署レベル

資源を Model  3 に投入した。視点取得を投入した Model  2 では，視点取得からワ
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ーク・エンゲイジメントに有意な正の説明力を示し，Model  3 では，視点取得と仕事

の資源からワーク・エンゲイジメントに有意な正の説明力，仕事の負担からワーク・エ

ンゲイジメントに有意な負の説明力を示した。この結果はワーク・エンゲイジメントに関

する仮説 2） を支持し，次の 3 点を示した。1） 仕事の負担を感じるほどワーク・エン

ゲイジメントが低くなる。2） 上司や職場での適切な支援 （部署レベル資源 ）が得られ

るほどワーク・エンゲイジメントが高まる。3） 他者の気持ちの想像と認知 （視点取得 ）

が高いほどワーク・エンゲイジメントが高まる。  

仕事の負担がワーク・エンゲイジメントを抑制することや仕事の資源がワーク・エン

ゲイジメントを向上させることを示唆した点は，これまでの先行研究と概ね一致する。

一方，他者の気持ちを想像する力である視点取得の高さがワーク・エンゲイジメント

を高める可能性を示唆したことは新たな知見である。視点取得の高い人は制御性

（ Eisenberg  e t  a l . ,  1994） 対人認知能力が高く（ Berns te in  ＆  Davis， 1982） ，攻撃

的行動が少なく（ Richardson， Hammock， Smi th， Gardner  ＆  S igno ,  1994） ，社会

的関係促進機能（ Davis， 1983； Berns te in  ＆  Dav is， 1982） が高いとされる。視点

取得が高いことで職業生活での対人関係や折衝，交渉等が上手くいくことが推察

され，仕事へのポジティブな感情と認知であるワーク・エンゲイジメントが高まるのかも

しれない。あるいは，ワーク・エンゲイジメントの先行要因である個人資源には，積極

的な対処スタイル，自己効力感，組織での自尊心，楽観性，レジリエンスがあり（島

津， 2014） ， これらの個人特性と視点取得との関連性による影響も考えられる。  
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５ ．本研究結果の一般化の制限と次なる研究への展望  

 

本研究の限界として，まず， 1 時点のデータを用いて分析を行ったため，因果の特

定に至らないという点があげられる。今後，経時的データを用いて縦断的な検討を

実施したい。次に，管理職のサンプルサイズの問題である。管理職に限定した分析で

期待する結果がほとんど得られなかったことは，管理職のサンプルサイズ（ n=43） が

Tab le  4 -4  
ワーク・エンゲイジメントを従属変数とした階層的重回帰分析の結果  

B SE B β B SE B β B SE B β

統制変数

性別（男性） 0.594 0.506 .231 0.498 0.499 .193 0.232 0.390 .090

性別（女性） 0.532 0.503 .206 0.454 0.496 .176 0.038 0.389 .015

年齢 0.006 0.010 .056 0.008 0.010 .068 0.038 0.008 .328 ***

勤続年数 0.005 0.012 .038 0.006 0.012 .043 -0.004 0.009 -.032

職位（管理職） 0.492 0.266 .124 0.398 0.264 .100 -0.162 0.214 -.041

出向者 0.462 0.571 .052 0.435 0.563 .049 -0.115 0.443 -.013

職種（生産・技術系） -0.171 0.270 -.057 -0.124 0.266 -.042 0.141 0.209 .047

職種（事務系） 0.086 0.323 .020 0.069 0.318 .017 -0.002 0.250 .000

職種（研究・専門系） -1.860 0.678 -.170 ** -1.619 0.672 -.148 ** -0.951 0.528 -.087

雇用形態（正規） -0.129 0.297 -.037 -0.163 0.293 -.046 -0.059 0.229 -.017

雇用形態（非正規） 0.150 0.384 .031 0.163 0.378 .034 0.755 0.299 .157 **

説明変数

視点取得 0.064 0.021 .182 ** 0.055 0.016 .156 ***

部署レベル資源 1.495 0.114 .660 ***

仕事の負担 -0.370 0.100 -.179 ***

R .270 .323 .677

R
2 .073 * .104 ** .459 ***

調整済R
2 .035 * .065 ** .431 ***

R
2変化量 .032 ** .354 ***

注）強制投入法，*
p< .05，**

p< .01，***
p< .001

独立変数
Model 1 Model 2 Model 3
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少ないことを考慮する必要がある。また，前述したように質問票は自己回答式である

ため，管理職のセルフモニタリングが適切になされていない可能性もある。更に，パワ

ハラの体験を部署平均で群分けしたことや，所属部署のワーク・エンゲイジメント平

均得点を従属変数に用いた点など，扱う指標得点や分析手法にも課題が残る。今

後は，管理職の回答だけではなく，上司の特徴を一般職に回答してもらう方法など

を検討したい。最後に，今回調査を行った企業が製薬会社の 1 事業所に限定され

ている点である。分析時にデータを統制できるという点では，業種や企業を限定する

ことは利点である。一方，他業種や他企業にも今回と同様の結果が得られるかは明

らかではなく，本研究で得られた知見の一般化には限界がある。今後は，大規模デ

ータを用いた検証や，複数の企業を対象とした検証を行う必要がある。  

このような課題はあるものの，管理職の状況に関わりなく怒りを感じる傾向 （気質

的怒り）の高さや，職場で得られる適切な支援や関わり（部署レベル資源 ）の低さが

職場のパワハラ体験を高めることや，他者の気持ちの想像と認知 （視点取得 ）の高

さがパワハラの認識性やワーク・エンゲイジメントを高めることを示唆した点は新たな

知見であり，今後の研究の理論的発展をもたらすものと考えられる。展望に据える

パワハラの防止とワーク・エンゲイジメントの向上のための介入効果検証における重

要な知見となった。  

今後実施する介入研究では，管理職を対象としたアンガーマネジメントやリラクセ

ーション，マインドフルネス，アサーション，積極的傾聴技法などの研修を実施し，怒

り感情や認知の癖などの自己理解，ストレスや怒りを感じた時に心身を落ち着かせ

る手法，自分と相手の双方を大切にした自己主張のスキル，他者の立場や感情に

目を向ける力の促進を目指す。これが叶えば，管理職研修後に部下への適切なサ

ポートが増え，職場のパワハラ体験の抑制効果とワーク・エンゲイジメント向上効果

が期待できる。また，管理職の視点取得向上につながれば，管理職自身のワーク・

エンゲイジメント向上が期待される。  
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５ ．本調査  パワハラを防止し，ワーク・エンゲイジメントの向上を導く効果的なア

プローチの検証―組織開発のための管理職向け短期介入プログラム―  

 

本研究の目的はパワハラの防止とワーク・エンゲイジメントの向上を導くアプローチ

の効果性を検証することである。本研究において，介入後にパワハラの被害が無くな

った就労者のワーク・エンゲイジメントが高まるということを示せば，過去受けていた

パワハラの被害体験を戦略的になくすことによる，ワーク・エンゲイジメント向上効果

の実証に寄与することが期待される。両概念の介入研究に関する課題を整理すると

次の 4 点にまとめられる。  

1） パワハラの防止とワーク・エンゲイジメントの向上は企業の生産性や就労者の心

身の健康，パフォーマンス等に多大な利点があり，介入研究の必要性は明白であ

る。しかし，職場いじめや嫌がらせは複雑な現状であり，予防介入には複合的なアプ

ローチが求められることや，集団単位への介入研究実施の困難さを背景に（山本 ・

金井， 2018） ，パワハラを防ぐための介入効果を検証した研究は極めて少なく，本邦

では実践報告に限られている（牧田他， 2013） 。ワーク・エンゲイジメント研究は，大

半が理論研究であり（ Bakker  & Lei ter,  2010） ，介入効果を示した研究は海外では

知見が蓄積されつつあるが，本邦では３件に留まる（向江， 2018） 。  

2） 先行研究では年長者ほどパワハラの認識性（当該行為や状態，態度をパワハ

ラであると認識する程度 ）が低いことが報告されており（仁位他， 2017） ，年長の就

労者が自覚なくパワハラ加害者となる可能性がある。管理職などの上位者にパワハ

ラの認識性を促進する教育を行い，年長者と若年者の双方のコミュニケーションを

促すことがパワハラ防止に有用であると考えられる。また，職場いじめの加害者の特

徴として，高い攻撃性 （Matth iesen  & Einarsen ,2007） ， マキャベリズム（他者操作

的で自己中心的な特性） ，サイコパシー，ナルシズム（自己愛性傾向）の 3 つの特徴
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をもつダークトライアド傾向が示されている（ Linton  & Power,  2013） 。利己的で他者

への共感性や他者を尊重する姿勢が欠如している人が，職場で有意な立場に就く

ことで加害者になりやすいことが窺える。また，自分自身の価値を不安定に誇張して

認めている場合に，自己防衛反応が起こり，攻撃性が高まることや  (Baumeis te r,  

Smar t ,  & Boden ,  1996)，怒り特性や不安特性が高いリーダーをもつ部下は自分の

リーダーを， pet ty  ty ranny（ 恣意的な行動で部下を支配するような横暴 ・専制的なリ

ーダー）であると評価しやすいことが報告されている  (Kant ,  Skogstad ,  Torsheim,  & 

Einarsen ,  2013)。高い攻撃性や脅迫的な自尊心のあまり，傷つけられることへの過

度な不安から，自分を脅かす相手を攻撃することが考えられる。パワハラ抑止のため

には，管理職などの職場内の優位性をもつ人に対して，自身の特徴や価値観の理

解や気づきを促すことや，怒りや不安などの感情を自覚し，適切にコントロールする

力を促進することが求められるだろう。更に，パワハラ加害者の特徴として，社会生

活や対人関係場面に必要とされる能力である社会的能力（ socia l  competenc ies）

の低さが指摘されている（ Zapf  & Einarsen ,  2020） 。社会的能力は感情知能

（ Emot iona l  In te l l igence） と関連するが（Márquez ,  Mar t ín ,  & Bracket t ,  2006） ，感

情知能は自分や相手の感情を知覚・理解し，状況に応じて自身の感情を表現し，

相手へ共感し，自分と相手の感情を調整する能力である。パワハラ加害者にならな

いためには，感情知能の習得が求められ，感情知能は教育によって高めることが可

能である（ Kotsou ,  Moïra  Miko la jczak ,  Alexandre  Heeren ,  Grégoi re ,  & Leys ,  

2018） 。パワハラの防止のためには，自身と相手の感情を適切に捉えて相手を共感

的に理解しようとする姿勢や，相手との関係を保持するためのコミュニケーションスキ

ルや調整能力の向上が求められる。  

3） ワーク・エンゲイジメントの向上効果を実証した国内研究は，就労者個人の認

知的側面の変容を促すものやジョブ・クラフティングによるものに限られている

（ Imamura  e t  a l . ,  2015  ;  Imamura  e t  a l . ,  2017  ;  Sakuraya  e t  a l . ,  2016 ） 。しかし，ワ
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ーク・エンゲイジメントの先行要因である仕事の資源や個人の資源には様々な要素

があるため，多様なアプローチが期待される（向江， 2018） 。先述のとおり，上司の支

援や適切な関わり等の部署レベル資源が職場のワーク・エンゲイジメント向上に有効

であるとされ（島津， 2014） ，就労者個人ではなく，上司と部下のコミュニケーション

改善に焦点を当てたアプローチが考えられる。  

4） 米国の医療従事者を対象とした研究で，同僚への礼節や尊重，管理職への信

頼などの対人関係改善に有意な効果を示したプログラムがある（ Lei ter  e t  a l . ,  

2011） 。このプログラムは職場の全就労者を対象に， トレーニングを受けたファシリテ

ーターの下， 「お互いを知る」 「敬意 ・尊敬 」等のテーマに沿った対話を 6 か月間継

続的に実施するものであり，セッションのテーマや内容，回数は職場の状況に応じて

組み立てることが可能である。当プログラムは職場内のコミュニケーション改善を目

的としている点で本研究と共通しており，就労者が主体となってテーマや内容を決

定でき，継続的に対話するプログラムであるからこそ，有用性が得られたものと考え

られる。一方で，当プログラムは職場全員の参加が求められ，ファシリテーターを育

成した上で，継続的な実施が必要であるため，導入 ・実施が容易でない場合も想定

される。特に，パワハラやワーク・エンゲイジメント対策に積極的でない企業を考えた

時に，介入のために多くの時間や人員を要さない，効果的な短期のプログラムを開

発することも重要である。  

以上の議論より，管理職のパワハラ認識性を高め，自身の特徴や価値観の理解

を促し，怒り感情を適切にコントロールするスキルの取得がパワハラの防止に役立つ

ことが期待され，部下に対する上司の尊重・共感的な態度や適切なコミュニケーショ

ンを促進するような組織開発的な介入が，パワハラの防止とワーク・エンゲイジメント

の向上を導くための共通したアプローチであると考えられる。また，企業や就労者にと

って実施 ・受講しやすい，対象者を限定した短期のプログラムを開発し，その効果を

検証することも重要である。介入期間が短ければ，その効果性が低下するリスクも
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考えられるが，介入効果が得られても導入が難しければ実用化につながりにくいた

め，本研究では短期のプログラムの効果性検証に価値を置いた。  

そこで本研究では，パワハラ教育 ・アンガーマネジメント・ リラクセ―ション・マインド

フルネス・アサーション・積極的傾聴を組み合わせた 1 日 5 時間の短期間の管理職

向けプログラムを作成し，その有効性を検証した。アンガーマネジメントは米国で提

唱された心理教育であり（ Novaco ,  1975） ，怒り感情に気がつき，適切にコントロー

ルするためのスキルの習得を目指す。アサーションは様々な研究者にその定義や効

果について言及されているが（例えば Linehan ,  1984） ，本邦では自分の考えや気持

ちを誠実に伝えると共に，相手の考えや立場を尊重した自己表現の手法と定義され

ている（平木， 1993） 。社会的スキルの文脈で捉えられることが多く，職業生活にお

いては自身の意見や考え，感情を，相手を侵害することなく適切に伝えられるように

なり，適切な対人関係構築や対人関係上のストレス軽減も期待される。積極的傾

聴は聴き手が相手の話に判断や評価を加えず，共感的にありのままを聴く態度であ

り，話し手を中心とした臨床心理面接の手法である（ Rimondin i  e t  a l . ,  2006） 。国

が提唱する，労働者の心の健康づくりのための指針でも，管理職が部下の状況を

日頃から把握するために傾聴の必要性が提言されており（厚生労働省， 2006） ，上

司と部下の信頼関係構築が期待される。代表的なリラクセーション技法である呼吸

法は不安の軽減などの，心身のストレス反応への有効性が確認されている（ Chen ,  

Huang,  Ch ien ,  & Cheng,  2017） 。マインドフルネスは意図的に今この瞬間の状態や

感情に注意を向けてありのままを感じる状態を指す概念であり（ Kabat -Zinn ,  

1994） ， マインドフルネスの実践によるストレス軽減や不安や怒りなどの感情調整

(Chambers  e t  a l . ,  2009） ，思いやりや共感力 (Dekeyser  e t  a l . ,  2008)との関連が実

証されている。いずれの技法も感情のコントロールや， ストレスの軽減，健全な対人

関係を築くためのコミュニケーションスキルであり，本研究で開発するプログラムの目

的に合致する。これらを組み合わせたプログラムによって，管理職自身の怒り感情の
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自覚やコントロール，部下に対する共感的な態度やコミュニケーションにつながり，職

場のパワハラ抑止や部下のワーク・エンゲイジメント向上効果が期待される。仮説は

次の通りである。  

仮説１  介入後の管理職のパワハラの認識性（当該行為や状態，態度をパワハラ

であると認識する程度 ）と視点取得 （他者の気持ちの想像と認知 ） ，特性怒り（自

身の怒りを認識する程度 ）が向上し，状態怒り（怒りを感じた時の強さ）と怒り表出

性 （怒りを感じた時にそれを言動に表す程度）が低下する。  

仮説２  介入後の各職場（全就労者 ）のパワハラ体験が減少する。  

仮説３  介入後の一般職のワーク・エンゲイジメントが向上する。  

仮説４  管理職への介入後にパワハラを受けなくなった一般職のワーク・エンゲイ

ジメントが向上する。  

 

６ ．本調査の方法  

 

（ １ ） 研究の手続きと対象者  

研究デザインと対象者  製薬会社の就労者 470 名（管理職 40 名，一般職 430

名）を対象に人事異動が少ない 2022 年 4 月から 10 月に 3 時点（ Time 1， Time 

2， Time 3） の調査と管理職研修，広報誌の配布を行った。本来は無作為に介入群

とコントロール群を分けて比較することが望ましいが，介入者を限定すると不公平を

招くことと，直接介入を受けない一般職の就労者も介入効果検証の対象となること

から，本研究では調査対象者全員にコントロール期間と介入期間を設定した

(F igure  4 -5)。調査への回答者数は， Time 1 :  286 名（管理職 34 名，一般職 252

名） ， Time 2 :  323 名（管理職 33 名，一般職 290 名） ， Time 3 :  350 名（管理職 33

名，一般職 317 名）だった。  

調査手続きと倫理的配慮  予備調査と同様の手続きを行った。  
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介入プログラム  管理職を対象とした，パワハラ教育，アンガーマネジメント， リラク

セーション技法，アサーションスキル，積極的傾聴を組み合わせた 1 日 5 時間の短

期研修プログラムを実施した。Table  4 -6 に，各プログラムの概要とねらい，所要時

間をまとめた。心療内科医や臨床心理士 （公認心理士）らの知見を得ながら研修

内容を組み立てた。自身の怒り感情の理解と，怒りに対する対する認知的・物理的

な対処 （アンガーマネジメント） ，呼吸法やマインドフルネス，相手と自分を尊重した

自己表現 （アサーション） ，評価や判断を加えず，相手の話を共感的に聴く手法 （積

極的傾聴 ）の習得を目的とした。受講者の主体的な参加を促すために，アンガーマ

ネジメントやアサーションでは事例を用いた個人 ・グループワークを多く取り入れ，呼

吸法とマインドフルネス，積極的傾聴は実習を行った。アンガーマネジメントの導入部

や認知行動療法を元にした講義部分は壁屋（ 2012） を参考にしたが，認知的なアプ

ローチだけではなく，自身の特徴や考え方の背景に目を向けるよう促す内容を追加

した。アサーションは平木 （ 1993） や森田 （ 2012） ，積極的傾聴は福原（ 1985） を参考

に講義部分を作成した。各講義のワークは各参考文献や企業就労経験者の意見を

元に，リアリティのある事例を作成した。積極的傾聴の実習は三島・久保田 （ 2003）

を参考に，実習後に講師が傾聴の姿勢で参加者の意見を聴いてみせるという点を

取り入れた。呼吸法の実習は広く研究や実践で取り入れられている，吸息対呼息の

比率を 1： 2 とした教示を用いた（佐藤， 2009） 。マインドフルネスの実習は呼吸空間

法を行った (Segal  e t  a l . ,2002)。プログラムの詳細は巻末付録を参照されたい。  

講師は臨床心理士 （公認心理師）と心療内科医の 2 名が担った。管理職研修の

参加者を半数に分けて， 2 日間（ 2022/7 /6 ,  2022/7 /20） 対面式で行った。全管理職

が研修を受講したが， 1 名は録画視聴した。プログラムの 1 か月後に，管理職へ職

場での実践を促すことと一般職への周知を目的に，全就労者に広報誌を配布した。  
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Figu re  4 -5   
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職
場
で
起
こ
り
う
る
様
々
な
場
面
で
の
，
相
手
と
自
分
の
双
方
を
尊
重
し
た
自
己
表
現
ス
キ
ル
を

身
に
つ
け
，
パ
ワ
ハ
ラ
加
害
を
防
ぎ
，
部
下
の
活
力
を
引
き
出
す
よ
う
な
適
切
な
関
わ
り
方
の
習

得
を
目
指
す
。

相
手
の
話
に
判
断
や
評
価
を
加
え
ず
に
，
共
感
的
に
あ
り
の
ま
ま
を
聴
く
態
度
の
習
得
を
目
指

し
，
部
下
と
の
信
頼
関
係
の
構
築
を
目
指
す
。

4
ア
サ
ー
シ
ョ
ン

2
ア
ン
ガ
ー
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

8
0

3
代
表
的
な
リ
ラ
ク
セ
ー
シ
ョ
ン
技
法
で
あ
る
呼
吸
法
と
、
ス
ト
レ
ス
軽
減
効
果
，
感
情
調
整
効
果

が
あ
る
マ
イ
ン
ド
フ
ル
ネ
ス
を
習
得
す
る
。

3
0

講
義
，

個
人
・
グ
ル
ー
プ
ワ
ー
ク

講
義
，

個
人
実
習

認
知
行
動
療
法
を
元
に
し
た
怒
り
へ
の
認
知
的
・
物
理
的
な
対
処
法
を
習
得
し
，
怒
り
を
感
じ
た

時
に
早
く
気
が
つ
き
，
適
切
に
表
出
，
コ
ン
ト
ロ
ー
ル
す
る
ス
キ
ル
を
身
に
つ
け
る
。
併
せ
て
，

自
身
の
特
徴
や
考
え
方
，
感
じ
方
の
背
景
に
目
を
向
け
る
よ
う
促
し
，
自
己
理
解
に
つ
な
げ
る
。

リ
ラ
ク
セ
ー
シ
ョ
ン
と
マ
イ
ン
ド
フ
ル
ネ
ス
の
日
常
的
な
実
践
を
促
す
こ
と
で
，
怒
り
や
不
安
な

ど
の
ネ
ガ
テ
ィ
ブ
感
情
の
調
整
や
，
ス
ト
レ
ス
軽
減
，
思
い
や
り
や
共
感
力
の
向
上
を
目
指
す
。
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（ ２ ）調査票の構成  

個人属性  全調査で同一のハンドルネーム，性別，年齢，職位，所属部署

（ 1―14） ，勤続年数，職種 （ 1.  生産・技術系  2 .事務系  3 .  研究・専門系  4 .  そ

の他） ，雇用形態 （ 1.  正規雇用  2.  非正規雇用  3.  その他） ，出向有無 （ 1.  出

向者  2 .非出向者）を尋ねた。  

ワーク・エンゲイジメント  ユトレヒト・ ワーク・エンゲイジメント尺度 （ Utrech t  Work  

Engagement  Sc ale） 日本語短縮版（ Shimazu,  e t  a l . ,  2008） を用いた。尺度の内容

は予備調査と同様であり，合計得点を項目数で除した値を用いた。  

パワーハラスメントの体験 ・認識性  職場パワーハラスメント尺度 （仁位他，

2018） を用いた。尺度の内容は予備調査と同様である。パワハラ体験得点の合計が

18 点（ 18 項目すべて「受けなかった（なかった） 」を選択 ）の群を 1 に置換し「パワハ

ラ体験なし群 」とした。18 項目のうちいずれか 1 項目でも「 1 回受けた（ 1 回あった）

もしくは「繰り返し受けた（繰り返しあった） 」を選択した群を 0 に置換し「パワハラ体

験あり群 」とした。  

視点取得  共感性を 4 つの次元から測定する尺度である多次元共感測定尺度

（ Davis  ,  1983） の邦訳版 （桜井， 1988） の視点取得項目を用いた。尺度の内容は

予備調査と同様である。  

怒りの特徴  怒りの詳細な要素を評価する Sta te -Tra i t  Anger  Express ion  

Invento ry -2 ;  STAXI－ 2（ Spie lberger， 1999） の邦訳版である日本語版 STAXI－ 2

を用いた（石原， 2010） 。尺度の内容は予備調査と同様である。本調査では，状態

怒り尺度と特性怒り尺度の合計得点と怒り表出指標得点を分析に用いた。  

管理職プログラムに関するアンケート  プログラムへの評価を確認するためにプロ

グラム後の調査（ Time 3） で管理職研修に関する質問項目を設定した。質問項目は

理解度（ 「 どの程度理解できましたか」 ） ，有用性 （ 「 どの程度役に立っていますか

（立ちそうですか） 」 ） ，講義の分かりやすさ（ 「講師の教え方は分かりやすかったです
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か」 ） ，資料の分かりやすさ（ 「プレゼンテーションスライドや配布資料は分かりやすか

ったですか」 ） ，職場実践度（ 「研修で学んだことを職場で実践していますか」 ）の 5

項目を 5 件法（ 1「 非常にあてはまらない」―5「 非常にあてはまる」 ）で尋ねた。  

 

７ ．本調査の結果  

 

（ １ ） 基礎的分析    

分析対象者の内訳と（ Table  4 -7） ，各変数の記述統計量（ Table  4-8） ，パワハラ

体験各項目の得点分布（ Table  4 -9） を示す。  
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Tab le  4 -7  
分析対象者の内訳  

n(%)

全体 一般職 管理職

性別

男性 58 (46.0) 39 (38.6) 19 (76.0)

女性 65 (51.6) 60 (59.4) 5 (20.0)

その他     3 (  2.4) 2 (  2.0) 1 (  4.0)

年代
10⁻20代  25 (19.8) 25 (24.8) 0

30代  38 (30.2) 36 (35.6) 2 (  8.0)

40代  32 (25.4) 20 (19.8) 12 (50.0)

50代以上  31 (24.6) 20 (19.8) 11 (45.8)

勤続年数 13.8±10.8 11.2±8.8 24.4±11.9

職種

生産・技術系 102 (81.0) 84 (83.2) 18 (72.0)

事務系 14 (11.1) 9 (  8.9) 5 (20.0)

研究・専門系 2 (  1.6) 2 (  2.9) 0

その他・無回答 8 (  6.3) 6(  5.9) 2 (  8.0)

雇用形態

正規雇用 110 (87.3) 87 (86.1) 23 (92.0)

非正規雇用 12 (9.5) 12 (11.9) 0

その他・無回答 4 (3.2) 2 (  2.0) 2 (  8.0)

出向

出向者 4 (  3.2) 3 (  3.0) 1 (  4.0)

非出向者 122 (96.8) 98 (97.0) 24 (96.0)

計 126 101 (80.2) 25 (19.8)

注）勤続年数は平均±SDを記述した

分析対象者

属性
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パ
ワ

ハ
ラ

体
験

の
項

目
別

得
点

分
布

 

 
n(

%
)

T
im

e
 1

T
im

e
 2

T
im

e
 3

質
問

項
目

受
け

な
か

っ
た

(な
か

っ
た

)

1
回

受
け

た

(1
回

あ
っ

た
)

繰
り

返
し

受
け

た
(繰

り
返

し
あ

っ
た
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受
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受
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受
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（ ２ ）管理職への介入効果  

プログラムに関するアンケート  理解度，有用性，講義の分かりやすさ，資料の

分かりやすさの 4 つの質問項目において， 90％の就労者が 4「 あてはまる」 5「 非常に

あてはまる」を選択し， 1「 非常にあてはまらない」 2「 あてはまらない」を選択した就労

者はいなかった。職場での実践度（ 「研修で学んだことを職場で実践していますか」 ）

は， 12.5％が「非常にあてはまる」 ， 54.2％が「あてはまる」 ， 33 .3％が「どちらでもな

い」を選択した。  

管理職のパワハラの認識性への介入効果  管理職のパワハラの認識性への介入

効果を調べるために，職場パワーハラスメントの認識性尺度の 3 下位尺度（パワハラ

行為，パワハラ状態，パワハラ態度 ）を従属変数，調査時点 （ 1―3） を独立変数とし

た 1 元配置反復測定分散分析を行った。その結果 （ Figure  4 -6） ，全ての下位尺度

において，調査時点の主効果は非有意だったが，パワハラ態度において高い効果量

を示した（ F（ 1 .98 ,  47 .48） = 2 .25， p= .117 ,  par t i a l  η 2 = .086） 。下位検定の結果，

Time  2 に比べて Time 3 のパワハラ態度の認識性が向上し，非有意だが，小―中程

度の効果量を示した（ p= .208 ,  d= .37 ,  Δ= .39） 。  

管理職の視点取得への介入効果  管理職の視点取得への介入効果を調べるた

めに，視点取得を従属変数，調査時点 （ 1―3） を独立変数とした 1 元配置反復測

定分散分析を行った。調査時点の比較は Bonfer roni の多重比較を用いた。その結

果 （ Figure  4-7） ，調査時点の主効果は非有意だったが，中等度の効果量を示した

（ F（ 1.72 ,  41 .22） = 1 .40， p= .256 ,  par t i a l  η 2 = .055） 。下位検定の結果，全ての時

点間に有意差はなかったが， Time 2 と Time 3 の間で視点取得が高まり，小―中程

度の効果量があった（ p=.419 ,  d= .30 ,  Δ= .25） 。  
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管理職の怒りの特徴に対する介入効果  管理職の怒りの特徴への介入効果を

調べるために， STAXI－ 2 の下位尺度（状態怒り，特性怒り，怒り表出指標）を従

Figure  4-6   
管理職のパワハラ認識性（態度）への介入効果  

F igure  4-7  管理職の視点取得への介入効

果  
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属変数，調査時点 （ 1―3） を独立変数とした 1 元配置反復測定分散分析を行っ

た。調査時点の比較は Bonfer roni の多重比較を用いた。その結果，全ての下位尺

度において調査時点の主効果は非有意だったが，状態怒り，気質的怒りにおいて

中―高程度の効果量を示し（順に F（ 2,  46） = 1 .55， p= .223 ,  par t i a l  η 2 = .063;  F

（ 2,  44） = 2 .75， p= .075 ,  par t i a l  η 2 = .111） ，怒り表出指標は小―中程度の効果量

だった（  F（ 1.82 ,  41 .76） = 1 .13， p＝ .327 ,  par t i a l  η 2 = .047） 。下位検定の結果

（ Figure  4-8） ， Time 2 に比べて Time 3 の特性怒りが有意に上昇した（ p=.027 ,  

d= .29 ,  Δ= .27） 。Time 2 に比べて Time 3 の状態怒りは有意ではないが低下し，

小―中程度の効果量を示した（ p= .139 ,  d= .36 ,Δ= .30） 。怒り表出指標は Time 2  

と Time 3 の間に有意差はなく，僅かな効果量だった（ p=1.00 ,  d=.10 ,  Δ=.10） 。  

 

（ ３ ）職場のパワハラ体験への介入効果  

仮説 2 の検討のために，職場パワーハラスメント体験尺度の 3 下位尺度を従属変

数，調査時点（ 1―3） と Time 1 のパワハラの体験有無（あり群 :n=24・ なし

群 :n=101） を独立変数，所属部署を統制変数とした 2 元配置反復測定分散分析

を行った結果，全ての下位尺度において調査時点と Time 1 のパワハラの体験有無

の交互作用が有意だった（行為  F（ 1.82 ,  187 .87） = 5 .61， p<.01 ,  par t i a l  η 2 = .052 ;  

状態  F（ 2,  208） = 6 .78， p= .001 ,  par t i a l  η 2 = .061;  態度  F（ 2,  206） = 15 .34，

p<.001 ,  par t i a l  η 2 = .013） 。下位検定の結果 （ Figure  4-9） ， Time 1 パワハラ体験あ

り群では， Time 1 に比べて Time 2 と Time 3 のパワハラ行為 （順に p= .014 ,  

d= .23 ,  Δ= .22 ;  p= .025 ,  d= .04 ,  Δ= .04） とパワハラ態度 （順に p<.001 ,  d= .58 ,  

Δ= .68 ;  p= .001 ,  d= .30 ,  Δ= .36） の体験が有意に低下し， Time 1 に比べて Time 

3 のパワハラ状態の体験が有意に低下した（ p= .030 ,  d= .42 ,  Δ= .47） 。  
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（ ４ ）一般職への介入効果  

ワーク・エンゲイジメントへの介入効果   仮説 3 の検討のために，ワーク・エンゲ

イジメントを従属変数，調査時点 （ Time 1 ,  Time 2 ,  Time 3） を独立変数とした 1 元

配置反復測定分散分析を職位別に行った結果，調査時点の主効果は非有意とな

り，一般職と管理職共にワーク・エンゲイジメントに介入効果を示さなかった。そこ

で，ベースラインのワーク・エンゲイジメント得点が高い群と低い群で介入効果に違い

があるかを検討した。群分けは先行研究に従い中央値を基準とし（ Imamura ,  e t .  

a l . ,  2017） ， Time1 のワーク・エンゲイジメント得点が中央値よりも低い群を低群 （一

般職 :  n=49，管理職 :  n=12） ，中央値以上の群を高群 （一般職 n=52，管理職 :  

n=13） とした。ワーク・エンゲイジメントを従属変数，調査時点 （ Time 1 ,  Time 2 ,  

Time  3） ， ベースラインのワーク・エンゲイジメントの高低 （高群 ・低群 ）を独立変数と

した 2 元配置反復測定分散分析を職位別に行い，下位検定は Bonfer ron i の多重

比較を用いた。その結果，一般職において，調査時点 ×ベースラインのワーク・エンゲ

イジメント高低の交互作用が有意となった（ F（ 1.92 ,  190 .26） = 13 .10， p< .001 ,  

par t i a l  η 2 =.117） 。下位検定の結果 （ Figure  4-10） ， ベースラインのワーク・エンゲイ

ジメント低群において， Time1 よりも Time3 のワーク・エンゲイジメントが有意に上昇

し（ p= .020 ,  d= .32 ,  Δ= .37） ， Time 2 よりも Time 3 のワーク・エンゲイジメントは

有意ではないが高まり，弱い効果量を示した（ p= .255 ,  d= .20 ,  Δ= .22） 。ベースラ

インのワーク・エンゲイジメント高群において Time1 に比べて Time2 と Time3 のワー

ク・エンゲイジメントが有意に低下した（順に p<.001 ,  d= .41 ,  Δ= .48 ;  p<.001 ,  

d= .51 ,  Δ= .59） 。管理職においては，調査時点×ベースラインのワーク・エンゲイジ

メント高低の交互作用に有意差があった（ F（ 1.93 ,  44 .30） = 3 .44， p= .042 ,  par t i a l  

η 2 =.13） 。下位検定ではいずれの時点の間にも有意な差がなかったが（ Figure  4 -

10） ，ベースラインのワーク・エンゲイジメント低群において， Time 1 に比べて， Time 2

と Time 3（ 順に， p= 1 .00 ,  d= .23 ,  Δ= .24 ;  p= .323 ,  d= .40 ,  Δ= .57） ， Time 2 に
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比べて Time 3 が高まり（ p= .920 ,  d= .23 ,  Δ= .29） ，小―中等度の効果量を示し

た。ベースラインのワーク・エンゲイジメント高群において， Time 1 に比べて， Time 2 と

Time 3 が低下し，弱い効果量を示した（順に， p= .710 ,  d= - .23 ,  Δ= - .22 ;  

p= .278 ,  d= - .38 ,  Δ= - .37） 。  
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介入前後のパワハラの増減別のワーク・エンゲイジメントへの介入効果  仮説 4

の検討のために，ワーク・エンゲイジメントを従属変数，調査時点 （ Time 1 ,  Time 2 ,  

Time 3） とパワハラ体験の増減（増加 ・変化なし・減少 ）を独立変数とした 2 元配置

反復測定分散分析を行った。パワハラ体験増減の群分け基準は， 1） Time 1 はパワ

ハラ体験なし， Time 3 ではパワハラ体験ありの就労者：増加群 （ n=15） ， 2） Time 1

はパワハラ体験あり， Time 3 ではパワハラ体験なしの就労者：減少群 （ n=13） ， 3）

Time 1 と Time 3 で変化がない就労者：変化なし群 （ n=73） とした。分析の結果

（ Figure  4-11） ，調査時点とパワハラ体験の増減による交互作用が有意だった（ F

（ 3.70 ,  189 .41） ＝  2 .97， p= .022 ,  par t i a l  η 2 =.057） 。下位検定の結果，パワハラの

体験減少群において Time 2 に比べて Time 3 のワーク・エンゲイジメントが有意に向

上した（ p= .016 ,  d= .55 ,  Δ= .57） 。ワーク・エンゲイジメント得点の推移は，パワハラ

体験増加群では， Time 1 :  3 .07 ,  Time 2 :  2 .80 ,  Time 3 :  2 .77 ,  変化なし群では，

Time 1 :  2 .88 ,  Time 2 :  2 .77 ,  Time 3 :  2 .74 ,  パワハラ体験減少群では， Time 1 :  

2 .24 ,  Time 2 :  2 .15 ,  Time 3 :  2 .7 7 だった。管理職を対象とした分析では有意差はな

かった（ F（ 3.68 ,  40 .46） ＝  0 .35， p= .825 ,  par t i a l  η 2 =.031） 。  

続いて，介入前の Time 1 と Time 2 間のパワハラの体験の増減による，ワーク・エ

ンゲイジメント得点の変化を補足的に調べた。ワーク・エンゲイジメントを従属変数，

調査時点 （ Time 1 ,  Time 2） とパワハラ体験の増減（増加群 :  n=11・ 変化なし群 :  

n=81・ 減少群 :  n=9） を独立変数とした 2 元配置反復測定分散分析を行った。その

結果，調査時点の主効果と交互作用 （ F（ 2,  98） ＝  0 .59， p= .554 ,  par t i a l  

η 2 = .012） ともに非有意だった。下位検定でも有意な増減はなかったが，パワハラ体

験増加群では Time 1 に比べて Time 2 のワーク・エンゲイジメント得点が低下した

（ p= .153 ,  d= - .29 ,  Δ= - .29） 。変化なし群とパワハラ体験減少群は有意差と効果

量ともに意味のある変動はなかった。ワーク・エンゲイジメント得点の推移は，増加群

では Time 1 :  3 .25 ,  Time 2 :  2 .93 ,減少群では Time 1 :  2 .30 ,  Time 2 :  2 .33 だった。  
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８ ．本調査の考察  

 

本研究の目的は部下への共感的な姿勢や適切なコミュニケーションの促進を目

的とした管理職向けの短期プログラムによって，職場のパワハラ被害が減少し，部下

のワーク・エンゲイジメント向上を導くのかという介入効果を検討することだった。管

理職 （ n=25） への介入効果を整理すると， Time 2 と Time 3 との間に有意差があっ

た指標は特性怒りのみだったが，視点取得，パワハラ態度の認識性，状態怒りに小

―中程度の効果量を示した。仮説 1 は一部支持されたといえる。職場のパワハラ体

験は全ての下位尺度において， Time 1 と Time 2 との間や， Time 1 と Time 3 との

間で有意な低下がみられたが，介入効果による低下とは断言できず，仮説 2 は支持

されなかった。ワーク・エンゲイジメント向上効果は，一般職ではベースラインでワー

Figu re  4 -11   
パワーハラスメントの増減による，一般職のワーク・エンゲイジメント
への介入効果  
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ク・エンゲイジメントが低い群 （ n=49） において， Time 1 と Time 2 間で有意に上昇

し， Time 2 と Time 3 間も向上したが（効果量小 ） ，有意ではなく，仮説 3 は支持さ

れなかった。他方，介入後にパワハラの被害体験が無くなった群のワーク・エンゲイジ

メントが有意に向上し，仮説 4 を支持した。  

効果量 d を元に，検定力 0.8，有意水準 5％で有意差を検出するのに必要とな

る最小標本数を算出した先行研究によると，効果量中ならば n＝ 34，効果量小なら

ば n＝ 199 の標本数が必要であるとされる（鈴川 ・豊田， 2012） 。仮説 1―仮説 3 に

ついては期待する統計的有意差は得られなかったが，小―中程度の効果量を示す

指標が複数あったため，本研究のサンプルサイズや効果量を踏まえると，総じて追検

討が求められる。以下，詳細を記す。  

管理職のパワハラの認識性への介入効果  介入前の Time 2 に比べて介入後の

Time 3 のパワハラ態度の認識性が非有意だが高まり，小―中程度の効果量を示し

た。効果量を踏まえると，人から指摘されても過ちを認めない態度や自分とは異なる

意見や訴えに耳を貸さないという態度をパワハラであると認識する程度が，プログラ

ム後に向上する可能性を示唆した。直接的な言動ではないが職場の風土を悪化さ

せるような態度であるパワハラ態度はその性質上明らかにパワハラであると認識しづ

らく，個人差が大きいものであると考えられる。パワハラに該当する直接的な言動で

あるパワハラ行為や，部下が上司に萎縮している状態であるパワハラ状態に対する

認識性は介入前後で有意に向上せず，効果量も低値だったが，パワハラのグレイゾ

ーンとも考えられるパワハラ態度の認識性が高まったことは，本プログラムの有用性

を示唆する結果であると考える。  

管理職の視点取得への介入効果  介入前の Time 2 に比べて介入後の Time 3

の視点取得が高まり，非有意ではあるが小―中程度の効果量を示した。効果量を

加味すると他者の気持ちの想像と認知である視点取得が，プログラム後に高まる可

能性を示唆した。相手と自分を大切にしたコミュニケーション手法であるアサーション
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や，相手の話を共感的に聴く姿勢である積極的傾聴を本プログラムで取り入れたこ

とが，管理職の視点取得の促進に寄与したことが考えられる。今後対象者やサンプ

ル数を拡大し追検討する余地がある。視点取得は社会的望ましさによって事実より

高く回答しやすい内容とも考えられるため，測定尺度変更や測定方法を他者評価

にするなどの見直しを検討したい。  

管理職の怒りの特徴への介入効果  介入前の Time 2 に比べて介入後の Time 

3 で特性怒りが有意に向上し（効果量小 ） ，普段の自身の怒りを自覚する程度が向

上することを示唆した。また， Time 2 よりも Time 3 の状態怒りは，有意ではないが

低下し，小―中程度の効果量を示した。効果量を判断に加えると，今現在の怒り感

情の強さが，プログラム受講後に低下する可能性を示唆した。一方で，怒り表出指

標に関しては，介入前後に有意差がなく（効果量も僅か） ，期待する結果は得られ

なかった。アンガーマネジメントでは怒りをなくすことを目指すのではなく，怒りを感じ

た時にまずそれを自覚すること，それによって適切な対処や内省につなげ，結果的に

激しい怒り感情が起こりづらくなることを目指すため，プログラム後に自身の怒り感

情に気がつく程度が高まり，怒り特性を適切にモニタリングできるようになる効果が

窺える。また，怒りの表出を制御しようとする認識には変化がなくとも，強い怒り感情

そのものが起こりにくくなる可能性が示唆された。  

職場のパワハラ体験への介入効果  Time 1 のパワハラ体験あり群において（パワ

ハラ尺度のどれか 1 項目でも経験した者をパワハラ体験ありと判断） ， Time 1 に比

べて Time 2 と Time 3 のパワハラ行為の体験とパワハラ態度の体験が有意に低下

し， Time 1 に比べて Time 3 のパワハラ状態の体験が有意に低下し，いずれも中等

度の効果量だった。介入前の Time 2 の時点でパワハラの体験が低下したパワハラ

行為やパワハラ態度は加害者側の直接的な言動や横柄な態度を測る項目であるた

め，パワハラの行為者や加害者の意識が高まることでパワハラ行為や態度の抑制に

直接的に働くものと考えられる。2022 年 3 月（ Time 1 の前 ）に企業全体への取り組
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みの周知， 2022 年 6 月中旬（ Time 2 の前 ）に管理職研修についての案内を通知し

たため，管理職研修によるパワハラ防止効果だけではなく，調査や取り組みの周知

がパワハラ行為や言動の抑止力となったことや，評価されているという意識が対象者

の意識や行動に変化をもたらすホーソン効果による影響も考えられる (McCarney  e t  

a l . ,  2007)。が推察される。企業に義務付けられているハラスメントの未然防止対策

として「事業主の方針などの明確化及びその周知・啓発 」があるが，その有用性を

示唆するものである。一方，介入後の Time 3 で有意に減少したパワハラ状態は「部

下が上司に委縮している・顔色をうかがっている」というように受け手側の判断や職

場の風土が反映されやすい項目である。本介入プログラムを受けた管理職の怒りの

コントロールや共感的なコミュニケーションにつながり，部下が上司を恐れている状態

という職場の風土が改善した可能性が考えられる。しかし，プログラムによる介入効

果であれば， Time 2 と Time 3 の間に有意な低下を示すことが望ましい。調査や周

知によってパワハラ体験の抑止効果があるのか，プログラムによって効果が促進・持

続するのか，その他の要因があるのかは本研究からは明らかにできない。また，パワ

ハラの体験は各時点の過去 6 か月間の体験を尋ねているため， Time 3 のパワハラ

体験は Time 2 以前の期間が含まれているなど，厳密な介入前後の比較ができてい

ない点で研究デザイン上の問題がある。今後，介入群と対照群をランダムに分け，パ

ワハラの体験の対象期間を明確に区切り，比較検証を行いたい。  

ベースラインのワーク・エンゲイジメントの高低による，ワーク・エンゲイジメント

への介入効果  ワーク・エンゲイジメントへの介入効果について，条件を統制せずに

行った分析では調査時点の主効果は非有意だった。そのため， Time 1 のワーク・エ

ンゲイジメント得点を高群 （一般職 n=52，管理職 n=13） と低群 （一般職 n=49，管

理職 n=12） に群分けして分析に投入した結果， Time 1 のワーク・エンゲイジメント低

群の一般職は， Time 1 に比べて Time 3 のワーク・エンゲイジメント得点が有意に向

上し（効果量小 ） ， Time 2 に比べて Time 3 は有意ではないが向上した（効果量
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小） 。プログラムを受けた管理職の職場での行動が変容し，部下に対するコミュニケ

ーションが改善したことで，ワーク・エンゲイジメントが低い一般職のワーク・エンゲイ

ジメントが高まったことが考えられ，効果量を判断基準にすると，プログラムの有用性

を示唆するものである。ベースライン値が低い群に介入効果が得られやすいことは先

行研究の報告と一致しており（ Jordan ,  e t .  a l . ,  2011 ;  Imam ura ,  e t .  a l . ,  2017） ，同

様の結果が得られたものと考えられる。管理職についても， Time 1 のワーク・エンゲ

イジメント低群において， Time 1 と Time 2 に比べて Time 3 のワーク・エンゲイジメン

ト得点が有意ではないが向上した（効果量小―中） 。予備調査では視点取得による

ワーク・エンゲイジメントへの有意な正の効果を示し，本調査ではプログラムを受けた

管理職の視点取得が上昇したことが示唆された。介入後に他者の気持ちの想像と

認知が向上し，仕事上の対人関係が円滑になることで，ワーク・エンゲイジメント向

上につながった可能性が考えられる。他方，一般職と管理職ともに Time 1 のワー

ク・エンゲイジメントが高い群では， Time1 に比べて Time2（ 介入前 ）と Time 3（ 介入

後 ）のワーク・エンゲイジメントが低下した。Time 2 と Time 3 には有意差はないた

め，介入による影響とは考えにくい。Time 1 と Time 2 の間に起きた他の要因が働い

て低下したことや， Time 1 の回答時に社会的望ましさによるバイアスが働き，ワーク・

エンゲイジメントが本来よりも高得点になった可能性が推察される。また，初回測定

値が高値・低値だった群に再測定を行うと，その測定値は平均値に近い値をとりや

すいとされる現象 （平均への回帰 ;  egress ion  to  the  mean） による影響も考えられる  

(Yudkin  & St ra t ton ,1996)  。今後サンプルを増やして同様の結果が得られるのかを

調べたい。  

介入前後のパワハラの増減別の一般職のワーク・エンゲイジメントへの介入効

果  パワハラを受けなくなった群 （ Time 1： パワハラ体験あり， Time 3： パワハラ体験

なし）において， Time 1 よりも Time 3 のワーク・エンゲイジメントが有意に向上した

（効果量中 ） 。管理職への介入後に，パワハラを受けなくなった一般職のワーク・エン
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ゲイジメントが有意に向上することを示唆し，仮説 4 を支持した。研究 2 で明らかに

した，パワハラの被害体験がないことは，パワハラの被害体験がある場合よりも，その

後のワーク・エンゲイジメントの変化量を高くするという効果と，部署レベル資源が高

い時にその傾向が顕著であるという報告と矛盾しない結果である（小林他， 2023） 。

過去受けていたパワハラの被害体験を戦略的になくすことによる，ワーク・ エンゲイジ

メント向上効果の実証に寄与したものと考えられる。また，補足的に行った分析で

は，介入プログラムを実施していない Time 1 と Time 2 の間でパワハラを受けなくな

った群には有意なワーク・エンゲイジメント得点の上昇は認められず，この間にパワハ

ラ体験が増加した群は，ワーク・エンゲイジメント得点が低下した（効果量小 ） 。この

ことは，パワハラの被害を受けた場合はワーク・エンゲイジメントが同時に低下する一

方，以前受けていたパワハラ被害がなくなった時は，間接的 ・時間差でワーク・エン

ゲイジメント得点が回復または向上するということを示唆したと考えられる。  

 

（ １ ） まとめと課題  

検定統計量と効果量の両面からプログラムの効果性が確認できたものは，仮説 1

のうち管理職の特性怒りの向上と，仮説 4 のパワハラ被害を受けなくなった就労者

のワーク・エンゲイジメント向上効果であった。一方，効果量を判断基準にすると，管

理職の視点取得とパワハラ態度の認識性の向上効果，管理職の状態怒りの抑制

効果， Time 1 のワーク・エンゲイジメントが低い一般職と管理職のワーク・エンゲイジ

メント向上効果を示唆した。これらの結果はプログラムによる介入効果を全面的に支

持するものではないが，プログラムによって管理職のパワハラの認識性や共感性が高

まり，怒りの自覚や表出の程度が改善したことで部下への関わりが改善し，管理職

自身や部下のワーク・エンゲイジメントが高まった可能性が考えられる。パワハラ体験

については，調査や周知などの本研究の取り組み全体によってパワハラの抑止力に

つながった可能性が考えられるが，研究デザイン上の課題が多い。今後，プログラム



127 

 

の有効性についての追検討が求められる。  

さらに，パワハラ体験得点がありからなしに転じた一般職のワーク・エンゲイジメン

トが向上し，介入後にパワハラを受けなくなった就労者への，間接的かつ時間差のワ

ーク・エンゲイジメント向上効果を示した。戦略的にパワハラ被害をなくすことで，ワー

ク・エンゲイジメントの向上というポジティブな効果を導くことを示唆した点は，両概

念の理論的な発展をもたらすものであり，意義が大きい。なお，本結果の解釈とし

て，過去のパワハラの被害体験の影響で低下していたワーク・エンゲイジメントが，元

の水準に戻ったことを意味しているのか，パワハラの被害がなくなったことで，ワーク・

エンゲイジメントを高めたのかは厳密に明らかにできない。しかし， Time 1 と Time 3

の間でパワハラを受けなくなった群のワーク・エンゲイジメント得点変化は+0.53 であ

るのに対して，介入プログラムを実施していない Time 1 と Time 2 の間でパワハラの

体験が増加した群のワーク・エンゲイジメント得点変化は -0 .32 ,Time1  と Time 3 間

でパワハラ体験が増加した群は -0 .30 だった。パワハラ体験が増加した時のワーク・エ

ンゲイジメント得点の減少分よりも，介入プログラム前後でパワハラ体験が減少した

場合のワーク・エンゲイジメント得点の増加分が大きいことから，パワハラの影響で低

下したワーク・エンゲイジメント得点が元の水準に戻っただけでなく，より向上した可

能性も考えられる。パワハラ防止による効果が，就労者の心身の健康被害を防ぎ，

職場の健全化に寄与するだけでなく，就労者のワーク・エンゲイジメントの向上を導

くとしたら，パワハラ防止による利点を社会に明確に訴えることにもつながる。  

このように，本研究は今後の研究の発展が見込まれ，理論的 ・実践的な意義も

備えているが，次のような限界と課題がある。まず，今回研究対象とした企業は１社

に限定しており， 3 時点の調査すべてに回答した就労者はさらに限定されたため，選

択バイアスの影響が考えられる。業種や企業を限定することはデータの統制という点

で利点であるが，他企業にも今回と同様の結果が得られるかは明らかでなく，本研

究から得られた知見の一般化には限界がある。先述の通り，サンプルサイズの少なさ
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が結果に影響を与えていることも考えられ，今後は大規模データを用いた検証や，

複数の企業を対象とした検証を行う必要がある。併せて，複数回の調査に対してよ

り多くの就労者に協力してもらえるような仕組みを検討したい。また， 本研究では無

作為化比較試験を行っていないため，本研究の効果については慎重に解釈する必

要がある。パワハラ体験の抑制効果は介入プログラムによる効果だけではなく，調査

や取り組みの周知によって加害者への抑止力になった可能性がある。しかし，パワハ

ラ体験を尋ねる対象期間が介入前後で厳密に区別できていない点は研究デザイン

上の重大な課題である。今後調査と介入を実施する部署と調査のみの部署とでクラ

スター無作為化比較試験を行い，期間を明確に区切り，パワハラ防止効果が調査

だけでも得られたのか，プログラムによって効果が促進・持続したのかを調べたい。  

次に，ワーク・エンゲイジメント向上効果を示唆した就労者はベースラインのワー

ク・エンゲイジメントが低い就労者と Time 1 と Time 3 の間でパワハラの体験が無く

なった一般職に限られていた点である。介入後の調査である Time3 はプログラムの

約 2 .5 か月後に調査を行ったため，研修で得た知識やスキルを管理職が職場で実

践し，それが一般職の実感にまで普及するには期間が不足していた可能性がある。

ワーク・エンゲイジメントへ介入効果を示した本邦の先行研究でも介入 4 カ月後

（ Imamura  e t  a l . ,  2015） や 6 ヵ月後 （ Imamura  e t  a l . ,  2017） に効果を示している。

人事異動が少ない時期に調査や介入を完結させることを考えて本研究の研究デザ

インを計画したが，今後は介入の半年後などにフォローアップ調査を取り入れて追検

討したい。  

さらに，本研究ではパワハラ教育，アンガーマネジメント，アサーション， リラクセー

ション，マインドフルネス，積極的傾聴などの複数のプログラムを組み合わせて実施し

た点である。いずれの技法も怒りや不安感情のコントロールや，ストレスの軽減，健

全な対人関係のためのコミュニケーションスキルの習得を目的としたものであるが，

本研究からはどの技法がどの指標に有効であったかを明確に示すことができない。そ
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のため，今後はプログラムを再構成することや，一部の技法を抜粋して実施し，同様

の介入効果が得られるのかを検証したい。  

最後に，介入対象者を管理職に限定した点である。管理職はパワハラの行為者

になりやすいことや，上司の適切な支援や関わりが部下のワーク・エンゲイジメントを

向上させる可能性に着目したこと，対象者を限定することで実用化につなげやすい

ことから，本研究では管理職向けのプログラムを開発した。一方で，メンバー間や部

下から上司へのコミュニケーションスキルを身につけることで，職場での対人関係が

良好になり必要な支援を得られやすくなることや，業務のパフォーマンスが向上する

ことが期待され，ベースラインのワーク・エンゲイジメントが高い就労者など幅広い就

労者のワーク・エンゲイジメントが向上する可能性が考えられる。また，パワハラの背

景にある職場の優位性には年齢や勤続年数，スキルなど様々な要因があり，パワハ

ラはメンバー間でも発生しうる。例えば，管理職が少数で大多数が一般職で構成さ

れる部署においては管理職の影響よりも，その部署での経験年数やスキルなどの優

位性がより顕著に影響しやすいことが考えられる。これらを踏まえると，今後パワハラ

の防止とワーク・エンゲイジメント向上のための一般職を対象とした介入プログラムの

開発と効果検証を行い，ベースラインのワーク・エンゲイジメントが高い就労者やパワ

ハラの体験に変化がない就労者にも効果性が高いアプローチを検討したい。併せ

て，本研究で開発した管理職向けプログラムをより実践的なものに改良し，効果検

証を行うことで，研究と実践の両面からプログラムの有用性を高めたい。  
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第 5 章 の要 約  

 

 本 章 では ， 第 2 章 から第 4 章 までの実 証 研 究 を踏 まえ て ， 結

果 の整 理 と総 合 的 な考 察 を行 っ た 。 本 論 文 の理 論 的 ・ 実 践 的

な示 唆 と と も に ， 今 後 の研 究 課 題 と ， 職 場 パ ワーハ ラ ス メ ン ト の防

止 と ワ ー ク ・ エ ン ゲ イ ジ メ ン ト の向 上 に向 けた ， 今 後 の展 望 を述 べ

た 。 最 後 に結 論 を ま と め ， 本 論 文 の総 括 を し た 。  
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１ ． 本 研 究 のアプローチの振 り返 り  

 

最 終 章 では 3 つの研 究 から得 たパ ワハ ラの防 止 と ワ ー ク ・ エ ン

ゲ イ ジ メ ン ト 向 上 のための知 見 を ま と め ， 総 合 的 に考 察 する 。 本 論

文 では ， パ ワハ ラ を戦 略 的 に防 止 ・ 抑 止 す る こ と に よ る ， ワ ー ク ・

エ ン ゲ イ ジ メ ン ト の向 上 効 果 を明 らかにす る こ と を目 指 し ， 両 概 念

の改 善 を目 的 と し た ア プ ローチの開 発 と 効 果 性 を検 証 し た 。  

第 1 章 では ， こ れ までのパ ワハ ラや ワー ク ・ エ ン ゲ イ ジ メ ン ト の研

究 や実 態 調 査 の レ ビ ュ ーを行 っ た 。 パ ワ ハ ラ防 止 や ワー ク ・ エ ン ゲ

イ ジ メ ン ト 向 上 に向 けての課 題 や ， パ ワハ ラ と ワ ー ク ・ エ ン ゲ イ ジ メ ン

ト を同 時 に取 り扱 う意 義 や目 的 について述 べ ， 本 研 究 の理 論 的

枠 組 みを提 示 した 。 本 研 究 では ， パ ワハ ラ対 策 が進 ま ない要 因 と

し て ， 1 ） ど の よ う な行 為 や状 態 ， 態 度 がパワハ ラであ るのかの判

断 基 準 や共 通 の認 識 性 が得 られ ていない こ と や ， 2 ） パ ワ ハ ラ に よ

る悪 影 響 は広 く 認 知 され ていて も ， パ ワ ハ ラの防 止 に よ る ， ポ ジ テ

ィ ブ な効 果 が十 分 に示 されていない こ と ， 3 ） 科 学 的 に実 証 された

パ ワハ ラ防 止 のための効 果 的 なアプローチが十 分 に示 されていない

こ と に着 目 し た 。 ま た ， パ ワハ ラ と ワ ー ク ・ エ ン ゲ イ ジ メ ン ト の両 概 念

を結 び付 けた理 論 的 な枠 組 みは十 分 に検 討 されていないが ， パ ワ

ハ ラの防 止 と ワ ー ク ・ エ ン ゲ イ ジ メ ン ト の向 上 は職 場 や就 労 者 が目

指 すべき目 標 であ り ， 上 司 から部 下 への コ ミ ュ ニ ケーシ ョ ン な どの

職 場 の対 人 関 係 を改 善 する よ う な対 策 が有 用 である可 能 性 につ

いて述 べた 。 こ れ らの議 論 を踏 まえ て ， 第 2 章 （ 研 究 1 ） で は職
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場 パワーハ ラ ス メ ン ト の認 識 性 ・ 体 験 尺 度 の新 規 開 発 ， 第 3 章

（ 研 究 2 ） で は パ ワハ ラの有 無 に よ る ワ ー ク ・ エ ン ゲ イ ジ メ ン ト への

効 果 を検 証 した 。 第 4 章 （ 研 究 3 ） で は第 2 章 と第 3 章 の結 果

を踏 まえ て ， パ ワ ハ ラ を防 止 し ， ワ ー ク ・ エ ン ゲ イ ジ メ ン ト 向 上 のた

めの ， 効 果 的 な介 入 プログ ラ ムの開 発 と検 証 を行 い ， パ ワハ ラ被

害 体 験 を戦 略 的 にな く す こ と が ， ワ ー ク ・ エ ン ゲ イ ジ メ ン ト 向 上 に

寄 与 するのかを検 討 した 。  

 

２ ． 本 研 究 が明 らかにした知 見 の総 括  

 

 研 究 １ か ら研 究 3 までで得 られた知 見 は次 のよ う に ま と め られ

る 。 第 2 章 （ 研 究 1 ） で は ， 本 章 では ， パ ワハ ラ に該 当 する行 為

や態 度 ， 状 態 がどの よ う な ものであ るかの具 体 的 な判 断 指 針 や

共 通 の認 識 性 を示 す こ と を目 指 し て ， パ ワハ ラの認 識 性 とパ ワハ

ラの体 験 を同 時 に測 定 する ， 高 い信 頼 性 と妥 当 性 を備 えた 「 職

場 パ ワーハ ラ ス メ ン ト 尺 度 」 を 新 規 開 発 した 。 パ ワハ ラ の認 識 性 得

点 の探 索 的 因 子 分 析 と確 証 的 因 子 分 析 の結 果 ， パ ワハ ラ行 為

1 2 項 目 とパ ワハ ラ状 態 4 項 目 およびパ ワハ ラ態 度 2 項 目 で構

成 された 3 因 子 1 8 項 目 が抽 出 され た 。 パ ワハ ラ行 為 には ， 国 内

外 の職 場 のいじめや嫌 が らせに関 する代 表 的 な行 為 が概 ね網 羅

され ， パ ワハ ラ状 態 やパ ワハ ラ態 度 には ， 本 邦 のパ ワハ ラ概 念 や職

場 風 土 を適 切 に捉 えた独 自 の項 目 が抽 出 された と考 え られ る 。

本 尺 度 の妥 当 性 の検 証 からは ， パ ワハ ラの体 験 が抑 うつの発 症

リ ス ク と な り 得 る こ と や ， パ ワハ ラの予 防 や抑 制 のために ， 互 いに信
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頼 し合 え る職 場 づ く り が重 要 である こ と を示 唆 し た 。 新 規 開 発 し

た尺 度 は第 3 章 （ 研 究 2 ） と 第 4 章 （ 研 究 3 ） で 用 いた 。  

 第 3 章 （ 研 究 2 ） で は ， パ ワ ハ ラ を防 止 する こ と の重 要 性 を訴

え るには ， パ ワ ハ ラ被 害 に よ る悪 影 響 だけでな く ， パ ワハ ラ を受 けな

い こ と に よ るポジ テ ィ ブ な効 果 を示 す必 要 がある とい う議 論 から ，

パ ワ ハ ラの被 害 体 験 がない こ とは ， パ ワ ハ ラの被 害 体 験 がある場

合 よ り も ， そ の後 の ワー ク ・ エ ン ゲ イ ジ メ ン ト の変 化 量 が高 く な る と

い う効 果 と ， 部 署 レベル資 源 が高 い時 に ， そ の効 果 が顕 著 である

とい う仮 説 を縦 断 的 に検 証 した 。 T i m e  1 の ワー ク ・ エ ン ゲ イ ジ メ ン

ト を共 変 量 と し ， T i m e  2 の ワー ク ・ エ ン ゲ イ ジ メ ン ト を従 属 変 数 と

し た階 層 的 重 回 帰 分 析 を行 ったその結 果 ， パ ワハ ラの被 害 体 験

がない こ と と 部 署 レベル資 源 の交 互 作 用 が有 意 と な り ， 仮 説 を支

持 し た 。 ま た ， T i m e  1 以 前 にパ ワハ ラの被 害 を受 けていて も ，

T i m e  2 のパワハ ラ被 害 体 験 がない時 に この効 果 が有 意 と な っ た 。

戦 略 的 にパ ワハ ラの防 止 策 を実 施 する こ と で ， パ ワハ ラ被 害 に よ る

悪 影 響 を防 ぐだけでな く ワ ー ク ・ エ ン ゲ イ ジ メ ン ト を高 める と い う ポ ジ

テ ィ ブ な効 果 が得 られ る可 能 性 を示 唆 し た 。 パ ワ ハ ラの防 止 は就

労 者 の ワー ク ・ エ ン ゲ イ ジ メ ン ト 向 上 のための必 要 条 件 にな り得 る

こ と が示 唆 された 。  

第 4 章 （ 研 究 3 ） で は ， 研 究 2 で得 られた結 果 と予 備 調 査 を

受 けて ， パ ワ ーハ ラ ス メ ン ト 防 止 と ワ ー ク ・ エ ン ゲ イ ジ メ ン ト の向 上 を

導 く ための管 理 職 向 け短 期 介 入 プログ ラ ムを作 成 し ， そ の効 果

性 を検 証 した 。 調 査 対 象 者 全 員 に コ ン ト ロール期 間 と介 入 期 間

を設 定 し ， 3 時 点 の縦 断 的 質 問 票 調 査 と 管 理 職 を対 象 と し た
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介 入 を行 っ た 。 介 入 プログ ラ ムは ア ン ガーマネジ メ ン ト や アサーシ ョ

ン ， 積 極 的 傾 聴 ， パ ワ ーハ ラ ス メ ン ト 教 育 、 リ ラ ク セ―シ ョ ン ， マ イ

ン ド フ ル ネ スから構 成 され ， 管 理 職 から部 下 への共 感 的 な姿 勢

や ， 自 他 を尊 重 し た コ ミ ュ ニ ケーシ ョ ンの促 進 を目 的 と し た 。 プ ロ グ

ラ ム実 施 後 に ， 職 場 のパ ワーハ ラ ス メ ン ト 被 害 体 験 が減 少 し ， 部

下 の ワー ク ・ エ ン ゲ イ ジ メ ン ト が向 上 する ， と い う仮 説 を検 討 した 。

反 復 測 定 分 散 分 析 の結 果 ， 介 入 後 にパ ワハ ラの被 害 を受 けな く

な っ た群 の ワー ク ・ エ ン ゲ イ ジ メ ン ト が有 意 に向 上 する とい う介 入

効 果 を示 し た 。 上 司 から部 下 への コ ミ ュ ニ ケーシ ョ ン改 善 を目 的 と

し た ア プ ローチが ， 職 場 のパ ワーハ ラ ス メ ン ト を抑 制 し ， 部 下 の ワー

ク ・ エ ン ゲ イ ジ メ ン ト を向 上 させる と い う複 合 的 な介 入 効 果 を示 唆

し た 。 し か し ， パ ワ ハ ラの防 止 効 果 については ， プ ロ グ ラ ム実 施 以

前 の調 査 に よ っ てパ ワハ ラ を抑 制 する可 能 性 が示 唆 され ， プ ロ グ

ラ ム に よ る介 入 効 果 とは明 言 でき ない 。 プ ログ ラ ム に よ っ てパ ワハ ラ

の防 止 効 果 が維 持 され ている可 能 性 や効 果 を強 めてい る可 能

性 は否 定 できない ため ， 今 後 ， 調 査 のみを実 施 する部 署 群 と調

査 と介 入 プログ ラ ムを実 施 する部 署 群 での比 較 を行 い ， 詳 細 な

検 討 を行 いたい 。  

開 発 した プログ ラ ムの介 入 効 果 は限 定 的 ではあっ たものの ， 研

究 2 と 研 究 3 の結 果 から ， パ ワ ハ ラの体 験 がない こ と が ， 就 労 者

のワー ク ・ エ ン ゲ イ ジ メ ン ト を高 める前 提 条 件 にな る可 能 性 や ，

元 々受 けていたパ ワハ ラの被 害 がな く な る こ と で ， ワ ー ク ・ エ ン ゲ イ

ジ メ ン ト を高 める と い う効 果 が示 唆 された 。 こ れ らの結 果 は ， 本 研

究 の目 的 である ， パ ワ ハ ラの防 止 に よ るポジ テ ィ ブ な効 果 を実 証
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的 に示 す こ と に貢 献 し た もの と考 え られ る 。  

 

３ ． 本 論 文 の意 義  

 

（ １ ） 学 術 的 意 義  

本 論 文 の学 術 的 意 義 は次 の 3 点 に ま と め られ る 。  

1 ） パ ワ ハ ラ の実 証 研 究 は極 めて乏 しい状 況 の中 で ， 本 邦 の定

義 に則 し たパ ワハ ラの体 験 と認 識 性 を測 定 でき る ， 高 い信 頼 性 と

妥 当 性 を備 えた尺 度 を開 発 した こ と は ， 今 後 の研 究 の蓄 積 につ

ながる もの と考 え られ ， 意 義 が大 きい 。 パ ワハ ラの発 生 には加 害 者

側 と被 害 者 側 の認 識 の齟 齬 ， つ ま り 加 害 者 側 の認 識 の低 さ が

要 因 である可 能 性 が指 摘 されている中 （ 仁 位 他 ， 2 0 1 7 ） ， パ ワ

ハ ラの認 識 性 を測 定 する尺 度 が国 内 外 含 めて初 めて開 発 され

た 。 本 尺 度 を用 いて ， 個 人 間 のパワハ ラに対 す る認 識 の相 違 を

実 証 的 に示 す こ と に つ ながれば ， ど う い っ た属 性 の人 がパワハ ラに

対 す る理 解 が不 足 してお り ， パ ワ ハ ラ加 害 者 にな り やすいのか とい

う示 唆 につながる こ と が考 え られ る 。  

2 ） パ ワ ハ ラ と ワ ー ク ・ エ ン ゲ イ ジ メ ン ト の関 連 性 を調 べ た ， 本 邦

の実 証 研 究 は見 受 け られないが ， 国 外 の先 行 研 究 では職 場 いじ

め被 害 が大 きいほ ど ， ワ ー ク ・ エ ン ゲ イ ジ メ ン ト を低 下 させ る こ と が

明 らかに されつつあ る （ G o o d b o y  e t  a l . ,  2 0 1 7 ;  P a r k  &  O n o ,  

2 0 1 7 ;  M a g e e  e t  a l . ,  2 0 1 7 ;  C o e t z e e  &  D y k ,  2 0 1 7 ） 。 本 研 究

ではパ ワハ ラの体 験 を連 続 変 数 と し て扱 わず ， 「 パ ワ ハ ラの体 験 が

ない こ と 」 と 「 （ 程 度 や頻 度 に関 わ らず ） パ ワ ハ ラの体 験 がある こ
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と 」 を 区 別 し て分 析 を行 っ た 点 や ， 部 署 レベ ル資 源 の調 整 効 果

に着 目 し た点 で ， 先 行 研 究 とは異 な る 。 研 究 2 では ， 部 署 レベル

資 源 が高 い時 に ， パ ワハ ラ を継 続 し て受 けていない こ と や以 前 体

験 していたパ ワハ ラが無 く な る こ と が ， そ の後 の ワー ク ・ エ ン ゲ イ ジ メ

ン ト の変 化 量 を高 める こ と を示 し た 。 介 入 研 究 を行 っ た研 究 3 で

は ， 介 入 後 にパ ワハ ラ被 害 が無 く な っ た就 労 者 の ワー ク ・ エ ン ゲ イ

ジ メ ン ト が有 意 に向 上 し ， パ ワ ハ ラ被 害 が無 く な る こ と で その後 の

ワー ク ・ エ ン ゲ イ ジ メ ン ト を高 める効 果 が示 された 。 こ れ らの結 果 は

先 行 研 究 で報 告 されているパ ワハ ラの体 験 の程 度 や頻 度 が高 い

ほど ワー ク ・ エ ン ゲ イ ジ メ ン ト が低 い とい う関 連 性 とは厳 密 には異 な

る 。 本 論 文 に よ っ て ， 就 労 者 の ワー ク ・ エ ン ゲ イ ジ メ ン ト を向 上 する

ためには ， パ ワハ ラの被 害 を受 けていない とい う こ と が前 提 と な る可

能 性 を示 唆 し ， 過 去 に体 験 し ていたパ ワハ ラの被 害 が無 く な る こ

と が ワー ク ・ エ ン ゲ イ ジ メ ン ト を高 める こ と を示 し た 。 本 論 文 の成 果

はパワハ ラ を防 止 する こ と が就 労 者 の ワー ク ・ エ ン ゲ イ ジ メ ン ト を高

めるための重 要 な要 因 である とい う ， パ ワ ハ ラの防 止 に よ るポジ テ ィ

ブ な側 面 を支 持 するものであ り ， パ ワハ ラ と ワ ー ク ・ エ ン ゲ イ ジ メ ン ト

研 究 の理 論 的 発 展 をも た らす もので あ る と考 え られ ， 意 義 が大 き

い 。 ま た ， パ ワ ハ ラの被 害 に よ る心 身 の悪 影 響 は複 数 の研 究 で示

されてお り ， パ ワ ハ ラの防 止 や抑 止 は就 労 者 の心 身 の健 康 の維

持 増 進 に寄 与 する と考 え られ る 。 そ のため ， パ ワハ ラの被 害 体 験

がない こ と や な く な る こ と が ， ワ ー ク ・ エ ン ゲ イ ジ メ ン ト を促 進 する と し

た ら ， そ の関 係 を心 身 の健 全 化 が媒 介 し ている可 能 性 が考 え ら

れ る 。 心 身 の健 康 と ワ ー ク ・ エ ン ゲ イ ジ メ ン ト の 因 果 関 係 は ， ワ ー
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ク ・ エ ン ゲ イ ジ メ ン ト が規 定 因 である場 合 と （ S c h a u f e l i  e t  a l . ,  

2 0 0 8 ;  H a k a n e n  &  S c h a u f e l i ,  2 0 1 2 ;  I n n s t r a n d  e t  a l . ,  

2 0 1 1 ） ， 心 身 の健 康 が規 定 因 とな る場 合 （ V e r o m a a  e t  a l . ,  

2 0 1 7 ） ， 双 方 向 的 な関 係 である場 合 が想 定 され ， 議 論 の余 地

がある 。 そ のため ， ワ ー ク ・ エ ン ゲ イ ジ メ ン ト を促 進 するために ， 心 身

の健 康 が求 められ る と い う可 能 性 を示 唆 し た本 研 究 の成 果 は ，

就 労 者 の心 身 の健 全 化 が ， 職 務 動 機 づけや労 働 生 産 性 にもた

らす影 響 に関 する研 究 の新 たな扉 を開 く もの と考 え られ る 。 ま た ，

パ ワ ハ ラ を抑 止 する こ と やパ ワハ ラの被 害 体 験 に よ る心 身 の健 康

被 害 を解 消 する こ と が ， ワ ー ク ・ エ ン ゲ イ ジ メ ン ト の規 定 因 である

自 尊 心 な どの個 人 の資 源 を促 進 し ， ワ ー ク ・ エ ン ゲ イ ジ メ ン ト を高

めた可 能 性 も考 え られ る 。 今 後 ， 抑 う つや不 安 ， 身 体 的 疾 患 ，

自 尊 心 や自 己 肯 定 感 な どの指 標 も含 めて ， パ ワハ ラ と ワ ー ク ・ エ

ン ゲ イ ジ メ ン ト と の関 連 性 を検 証 し ， 心 身 の健 康 と ワ ー ク ・ エ ン ゲ

イ ジ メ ン ト の因 果 関 係 に関 する知 見 や ， パ ワハ ラ と ワ ー ク ・ エ ン ゲ イ

ジ メ ン ト の両 概 念 を結 び つける理 論 モデルの発 展 につなげたい 。  

3 ） 本 論 文 ではパ ワハ ラ を防 止 し ， ワ ー ク ・ エ ン ゲ イ ジ メ ン ト の向

上 を もた らす共 通 のアプローチ と し て ， 対 人 関 係 の改 善 ， 特 に上

司 から部 下 への共 感 的 な コ ミ ュ ニ ケーシ ョ ン を促 進 する こ と に着 目

し ， 介 入 効 果 を実 証 的 に検 討 し た 。 パ ワ ハ ラの防 止 に向 けた対

策 の必 要 性 は自 明 の こ とであ る にもかかわ らず ， 防 止 対 策 の効

果 性 を実 証 的 に示 し た介 入 研 究 は極 めて少 ない （ 山 本 ・ 金 井 ，

2 0 1 8 ） 。 ま た ， パ ワハ ラの防 止 と ワ ー ク ・ エ ン ゲ イ ジ メ ン ト の向 上 の

双 方 を導 く ための介 入 プログ ラ ムは著 者 が知 る限 り見 受 け られな
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い 。 今 回 ， パ ワハ ラの防 止 や ワー ク ・ エ ン ゲ イ ジ メ ン ト の向 上 に対 す

る介 入 プログ ラ ムの効 果 は限 定 的 であ った ものの ， プ ロ グ ラ ム実 施

後 にパ ワハ ラ被 害 が無 く な っ た就 労 者 の ワー ク ・ エ ン ゲ イ ジ メ ン ト の

向 上 効 果 を示 し た 。 こ の こ と は ， 職 場 の メ ン タ ルヘルス対 策 におい

て ， 目 指 すべ き目 標 と し て並 列 で捉 え られているパ ワハ ラの防 止 と

ワ ー ク ・ エ ン ゲ イ ジ メ ン ト の向 上 について （ 川 上 ， 2 0 1 2 ） ， 両 対 策

をそれぞれ個 別 に行 うのではな く ， 一 つの共 通 し た対 策 に よ っ て改

善 し ていけ る可 能 性 を示 唆 した 点 で意 義 が大 きい 。 さ ら に ， パ ワ ハ

ラ単 体 の防 止 効 果 については ， プ ログ ラ ム実 施 以 前 にパ ワハ ラ に

関 す る調 査 を実 施 するだけで も ， 抑 止 力 につながる可 能 性 を示

唆 した点 も興 味 深 い知 見 である 。 今 後 ， ど の よ う な介 入 がパワハ

ラの防 止 と ワ ー ク ・ エ ン ゲ イ ジ メ ン ト の向 上 を効 果 的 に 導 く のかを

検 証 する上 で ， 重 要 な知 見 が得 られた もの と考 え る 。  

 

（ ２ ） 実 践 的 ・ 社 会 的 意 義  

1 ） パ ワ ハ ラ対 策 が進 まない要 因 の 1 つ と し て ， 従 業 員 のパワハ

ラ に対 す る理 解 の不 足 や捉 え方 の複 雑 化 な ど の指 摘 や （ 東 京 海

上 日 動 リ ス ク コ ン サル テ ィ ン グ株 式 会 社 ， 2 0 1 2 ） ， 企 業 では どの

よ う な行 為 や状 態 ， 態 度 がハ ラ ス メ ン ト に該 当 するか否 かの判 断

が難 しい とい う課 題 が挙 がってい る （ 布 柴 ， 2 0 1 5 ） 。 新 規 作 成 し

たパ ワハ ラの認 識 性 ・ 体 験 尺 度 に よ っ て ， ど の よ う な行 為 や状

態 ， 態 度 がパワハ ラに該 当 するのか否 かの判 断 基 準 を示 す こ と が

叶 い ， パ ワハ ラ防 止 対 策 におけ る課 題 の一 つに応 え る こ と がで きた

点 で意 義 が大 きい 。  
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2 ） パ ワ ハ ラ に よ る悪 影 響 は自 明 の こ と で も ， 過 去 1 0 年 間 パワ

ハ ラの被 害 者 数 は横 ばいに推 移 し ， 防 止 対 策 が十 分 に進 んでい

る とはいい難 い 。 本 研 究 ではパワハ ラの防 止 が就 労 者 の メ ン タ ルヘ

ルス悪 化 や離 職 等 のネガテ ィ ブ な結 果 を防 ぐだけではな く ， ワ ー

ク ・ エ ン ゲ イ ジ メ ン ト 向 上 とい う仕 事 や就 労 者 に と っ てのポジテ ィ ブ

な側 面 に寄 与 する可 能 性 を示 唆 し た 。 パ ワ ハ ラ対 策 を行 う こ と の

メ リ ッ ト や重 要 性 を強 調 でき ， 企 業 や社 会 に対 し て ， パ ワ ハ ラ対

策 を行 う こ と への動 機 づけを高 め う る結 果 である と い う 点 で意 義

が大 きい 。  

3 ） 今 回 ， 効 果 を検 証 し た介 入 プログ ラ ムはパ ワハ ラの防 止 と ワ

ー ク ・ エ ン ゲ イ ジ メ ン ト の向 上 を同 時 に叶 え ， 企 業 や就 労 者 への

負 担 を軽 減 し ， 導 入 しやすい内 容 である とい う点 も重 視 し た 。 管

理 職 に よ る部 下 へのコ ミ ュ ニ ケーシ ョ ン改 善 や実 態 調 査 を実 施 す

る こ と で ， パ ワ ハ ラの被 害 体 験 が減 少 する 可 能 性 が示 唆 され ， パ

ワハ ラの被 害 を受 けな く な っ た就 労 者 の ワ ー ク ・ エ ン ゲ イ ジ メ ン ト が

高 ま る効 果 が得 られた 。 パ ワハ ラ と ワ ー ク ・ エ ン ゲ イ ジ メ ン ト は職 場

におけ る ネガ テ ィ ブ と ポジ テ ィ ブの相 反 する概 念 であ るが ， 一 つの対

策 で両 者 が同 時 に改 善 する可 能 性 を示 し た点 で貴 重 な知 見 と

な っ た 。 今 後 の企 業 におけ るパ ワハ ラ対 策 への敷 居 を下 げ ， こ れ ま

でパ ワハ ラ対 策 に躊 躇 があ った企 業 にも ， そ の意 義 を明 確 に伝 え

られ る と い う点 で意 義 が大 きい 。  

 

４ ． 本 論 文 における制 限 と展 望  
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 前 項 では ， 本 論 文 で得 られた知 見 がもた らす学 術 的 意 義 と実

践 的 ・ 社 会 的 意 義 について述 べた 。 し か し ， 本 論 文 の成 果 だけで

は ， パ ワハ ラの防 止 と ワ ー ク ・ エ ン ゲ イ ジ メ ン ト の向 上 を もた らす要

因 や メ カニズムの全 ては解 明 されない 。 こ こ か らは本 論 文 の限 界 と

展 望 について ま と め ， 今 後 必 要 と さ れ る研 究 や実 践 の方 向 性 に

ついて整 理 する 。  

 

（ １ ） 職 場 パワーハラスメン トの認 識 性 ・ 体 験 尺 度 の有 用 性 の

向 上  

研 究 1 で信 頼 性 と妥 当 性 を確 認 した職 場 パワーハ ラ ス メ ン ト の

認 識 性 ・ 体 験 尺 度 は ， 性 差 や年 代 差 等 の 属 性 差 を保 留 して分

析 を 進 め た 。 パ ワ ハ ラ へ の 認 識 性 や パ ワ ハ ラ の 被 害 体 験 に は 個 人

属 性 に よ る 差 が 大 き い と 考 え ら れ ， 本 尺 度 の 因 子 構 造 に も 相 違

が あ る 可 能 性 が 考 え ら れ る 。 ま た ， 職 場 パ ワ ー ハ ラ ス メ ン ト の 認 識

性 ・ 体 験 尺 度 は 因 子 毎 の 項 目 数 に 差 が あ り ， 項 目 数 が 少 な い

因 子 が 存 在 し た 。 こ の 点 に つ い て は ， 今 後 ， 男 女 別 ・ 年 代 別 ・

職 種 別 等 の 分 析 や ， 項 目 を 追 加 す る な ど し て ， 因 子 構 造 に つ い

て 追 検 討 が 求 め ら れ る だ ろ う 。 併 せ て ， 短 縮 版 の 開 発 や ， パ ワ ハ

ラ の 体 験 と 認 識 性 の カ ッ ト オ フ 値 を 示 し ， 基 準 を 明 確 化 す る こ と

で ， 現 場 での有 用 性 を高 める必 要 がある 。  

 

（ ２ ） パ ワハラの防 止 はワーク ・ エ ンゲ イジメン ト を高 めるのか  

本 研 究 の目 的 は就 労 者 のパワハ ラの被 害 体 験 がない こ と や職

場 でパワハ ラを防 止 する こ と に よ る ， ポ ジ テ ィ ブ な効 果 を実 証 する こ
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と であ っ た 。 研 究 2 では ， 部 署 レベ ル資 源 が高 い場 合 に ， パ ワハ

ラの体 験 がない こ と に よ る ， ワ ー ク ・ エ ン ゲ イ ジ メ ン ト 変 化 量 へ正 の

効 果 を示 し た 。 ど れほ ど ワ ー ク ・ エ ン ゲ イ ジ メ ン ト の規 定 因 と され る

部 署 レベ ル資 源 が豊 富 でも ， パ ワ ハ ラの被 害 体 験 がある と ， ワ ー

ク ・ エ ン ゲ イ ジ メ ン ト を高 める効 果 が得 られ ない こ と を示 唆 し た 。 就

労 者 の ワ ー ク ・ エ ン ゲ イ ジ メ ン ト を高 めるためには ， パ ワハ ラの体 験

がない こ と が前 提 にな る と い う こ と が考 え られ ， パ ワ ハ ラの防 止 対

策 の重 要 性 を示 す結 果 である といえ る 。 し か し ， こ の結 果 だけでは

パ ワハ ラの体 験 がない こ と に よ る ワ ー ク ・ エ ン ゲ イ ジ メ ン ト 向 上 効 果

なのか ， パ ワハ ラの被 害 体 験 に よ る ワ ー ク ・ エ ン ゲ イ ジ メ ン ト 抑 制 効

果 なのか ， その両 方 に よ る効 果 なのか までは明 らかにで きない こ と

が限 界 と し て挙 げ られ る 。  

ただ し ， 研 究 3 において ， 介 入 プ ログ ラ ム実 施 後 にパ ワハ ラが

無 く な っ た就 労 者 の ワー ク ・ エ ン ゲ イ ジ メ ン ト が ， 有 意 に高 ま っ た こ

と か ら ， 過 去 に体 験 し ていたパ ワハ ラの 被 害 がな く な る こ と で ， ワ ー

ク ・ エ ン ゲ イ ジ メ ン ト が高 ま る こ と は支 持 された とい え る 。 こ の結 果 に

ついても ， 過 去 のパ ワハ ラの被 害 体 験 の影 響 で低 下 していた ワー

ク ・ エ ン ゲ イ ジ メ ン ト が ， 元 の水 準 に戻 っ た こ と を意 味 し ているのか

も しれず ， パ ワハ ラの被 害 が な く な っ た こ と で ， ワ ー ク ・ エ ン ゲ イ ジ メ

ン ト を高 めた と ま では明 言 できない点 が限 界 と し て挙 げ られ る 。 し か

し ， 本 研 究 の結 果 からは単 に ワー ク ・ エ ン ゲ イ ジ メ ン ト が回 復 し た

だけでな く ， よ り 高 ま っ た可 能 性 も否 定 で きない 。 ま た ， 少 な く と も

パ ワハ ラ被 害 に よ っ て低 下 し た ワ ー ク ・ エ ン ゲ イ ジ メ ン ト は ， 被 害 を

無 く す こ と で回 復 し得 る と い う こ と は明 らか に され ， パ ワ ハ ラ防 止 対
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策 におけ る二 次 予 防 （ 早 期 発 見 ・ 早 期 介 入 ） に も ポ ジ テ ィ ブ な

側 面 がある こ と が示 唆 され た 点 で意 義 がある 。  

今 後 ， パ ワハ ラの被 害 体 験 がない こ と に よ る ， ワ ー ク ・ エ ン ゲ イ ジ

メ ン ト の向 上 効 果 を明 らかにす るためには ， 更 な る検 証 が求 められ

る 。 ま た ， 本 論 文 では部 署 レベル資 源 に着 目 して検 討 し たが ， 第

１ 章 で レ ビ ュ ー し た よ う に ， パ ワ ハ ラ と ワ ー ク ・ エ ン ゲ イ ジ メ ン ト に関 連

する組 織 や就 労 者 を取 り巻 く 要 因 には部 署 レベル以 外 にも様 々

な要 因 が存 在 する 。 例 えば ， 仕 事 の質 的 ・ 量 的 負 担 ， 対 人 関

係 な どの職 業 性 ス ト レ ス要 因 ， 作 業 レベ ルや事 業 場 レベル資 源 ，

心 理 的 安 全 性 ， 自 尊 心 や自 己 肯 定 感 ， レ ジ リ エ ン ス な どの個 人

資 源 ， 心 身 の健 康 の影 響 について も実 証 的 検 討 が望 まれ る 。  

 

（ ３ ） パ ワハラを防 止 し ， ワー ク ・ エ ンゲ イジメン トの向 上 を導 く

効 果 的 なアプローチのさらなる実 証 的 検 討  

研 究 3 で開 発 し た管 理 職 を対 象 と し た短 期 のプログ ラ ムの介

入 効 果 は限 定 的 であっ た 。 パ ワ ハ ラ体 験 の抑 制 効 果 は介 入 プロ

グ ラ ム に よ る効 果 ではな く ， 調 査 や取 り組 みの周 知 に よ っ て加 害

者 への抑 止 力 にな った可 能 性 がある 。 ま た ， 無 作 為 化 比 較 試 験

を行 っていないため ， 本 研 究 の効 果 については慎 重 に解 釈 する必

要 がある 。 今 後 調 査 と介 入 を実 施 する部 署 と調 査 のみの部 署 と

で ク ラ ス ター無 作 為 化 比 較 試 験 を行 い ， パ ワハ ラ防 止 効 果 が調

査 だけでも得 られ たのか ， プ ロ グ ラ ム に よ っ て効 果 が促 進 ・ 持 続 し

たのかを明 らかに し たい 。  

ま た ， T i m e  2 に比 べて T i m e  3 の ワー ク ・ エ ン ゲ イ ジ メ ン ト が有



144 

 

意 に高 ま った就 労 者 は T i m e  1 と T i m e  3 の間 でパワハ ラの体 験

が無 く な っ た一 般 職 に限 られていた 。 T i m e 3 はプログ ラ ムの約 2 . 5

か月 後 に調 査 を行 っ たため ， 研 修 で得 た知 識 やスキ ルを管 理 職

が職 場 で実 践 し ， そ れが一 般 職 の実 感 に普 及 する には期 間 が不

足 していた可 能 性 がある 。 本 邦 の先 行 研 究 でも介 入 4 カ月 後

（ I m a m u r a  e t  a l . ,  2 0 1 5 ） や 6 ヵ 月 後 （ I m a m u r a  e t  a l . ,  2 0 1 7 ）

に ワ ー ク ・ エ ン ゲ イ ジ メ ン ト 向 上 効 果 を示 し ている 。 人 事 異 動 が少

ない時 期 に調 査 や介 入 を完 結 させ る こ と を考 えて ， 本 研 究 の研

究 デザ イ ン を計 画 し たが ， 今 後 は介 入 の半 年 後 な どに フ ォ ロー ア ッ

プ調 査 を取 り入 れて追 検 討 したい 。  

管 理 職 はパワハ ラの行 為 者 と し て代 表 的 な属 性 である こ と や ，

上 司 の適 切 な支 援 や関 わ りが部 下 の ワ ー ク ・ エ ン ゲ イ ジ メ ン ト を向

上 させる可 能 性 に着 目 し た こ と ， 対 象 者 を限 定 する こ と で実 用

化 につなげやすい こ と か ら ， 研 究 3 では管 理 職 向 けのプログ ラ ムを

開 発 し た 。 一 方 で ， メ ン バー間 や部 下 から上 司 な どの対 人 コ ミ ュ

ニ ケーシ ョ ン ス キ ルを身 につけ る こ と で ， 職 場 での必 要 な支 援 や資

源 を得 られやす く な る こ と や ， 業 務 のパフ ォ ーマ ン スが向 上 する こ と

が期 待 され ， 幅 広 い就 労 者 の ワー ク ・ エ ン ゲ イ ジ メ ン ト が向 上 する

可 能 性 が考 え られ る 。 さ ら に ， パ ワ ハ ラの背 景 にあ る職 場 の優 位

性 にはその部 署 での経 験 年 数 やス キル ， 年 齢 な ど な ど様 々な要

因 があ り ， パ ワ ハ ラは メ ンバー間 でも発 生 し う る 。 ま た ， ス ト レ ス フ ル

な職 場 が職 場 いじめの発 生 に寄 与 する こ と が報 告 され て お り （ D e  

C u y p e r  e t  a l . ,  2 0 0 9 ;  B a i l l i e n  e t  a l . ,  2 0 1 1 ;  V a n  d e n  

B r a n d e e t  a l . ,  2 0 1 6 ） ， 職 場 の対 人 関 係 を改 善 するな ど ， ス ト レ



145 

 

ス対 処 力 を高 める こ と が ， パ ワ ハ ラ抑 制 につながる可 能 性 がある 。  

これ ら を踏 まえ る と ， 管 理 職 だけではな く 一 般 職 も含 めた ， 職

場 の対 人 関 係 ス ト レ ス に着 目 し た 介 入 プログ ラ ム を開 発 し ， 多 く

の就 労 者 に効 果 性 が高 いアプ ローチ を検 討 し たい 。 併 せて ， 本 研

究 で開 発 した管 理 職 向 けプログ ラ ムを よ り実 践 的 なものに改 良

し ， 効 果 検 証 を行 う こ と で ， 研 究 と実 践 の両 面 からプログ ラ ムの

有 用 性 を高 めたい 。  

 

（ ４ ） 知 見 の一 般 化 への挑 戦  

研 究 2 と 研 究 3 において ， 研 究 対 象 と し た企 業 は １ 社 に限 定

し て お り ， 3 時 点 の調 査 すべてに回 答 し た就 労 者 は さ ら に限 定 さ

れたため 、 選 択 バ イ ア スの影 響 が考 え られ る 。 業 種 や企 業 を限 定

する こ と はデー タの統 制 とい う点 で利 点 であるが ， 他 企 業 に も今

回 と同 様 の結 果 が得 られ るかは明 らかで な く ， 本 研 究 から得 られ

た知 見 の一 般 化 には限 界 がある 。 今 後 は大 規 模 デー タ を用 いた

検 証 や ， 複 数 の企 業 を対 象 と し た検 証 を行 う必 要 がある 。 併 せ

て ， 複 数 回 の調 査 に対 し て よ り多 く の就 労 者 に協 力 して も ら え る

よ う な仕 組 みを検 討 したい 。  

 

５ ． 結 論  

 

本 論 文 では ， 組 織 や就 労 者 の メ ン タ ルヘルス対 策 におけ る重

要 な ア ウ ト カ ム要 因 である ， パ ワ ハ ラの防 止 と ワ ー ク ・ エ ン ゲ イ ジ メ ン

ト の向 上 に焦 点 を当 てて議 論 を行 っ た 。 本 邦 独 自 のパ ワハ ラの体
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験 と認 識 性 を測 定 する尺 度 の新 規 開 発 と信 頼 性 と妥 当 性 を検

証 し ， パ ワハ ラの体 験 の有 無 が ワー ク ・ エ ン ゲ イ ジ メ ン ト へ与 え る影

響 と ， そ の関 連 性 におけ る部 署 レベル資 源 の調 整 効 果 を明 らか

にす る こ と と ， 上 司 から部 下 へのコ ミ ュ ニ ケーシ ョ ン改 善 を目 的 と し

た介 入 プログ ラ ムの効 果 性 の検 証 を目 的 と し た実 証 的 検 討 を行

った 。 3 つの研 究 の結 果 ， 本 邦 のパ ワハ ラの概 念 に基 づいた ， 高

い信 頼 性 と妥 当 性 を備 えた 「 職 場 パ ワーハ ラ ス メ ン ト の認 識 性 ・

体 験 尺 度 」 が新 規 開 発 された 。 ま た ， ワ ー ク ・ エ ン ゲ イ ジ メ ン ト を高

めるには ， パ ワ ハ ラの被 害 がない こ と が前 提 と な り ， 部 署 レベ ル資

源 の高 さ に よ っ て促 進 され る と い う 効 果 や ， 以 前 受 けていたパ ワハ

ラの被 害 を受 けな く な る こ と で ワ ー ク ・ エ ン ゲ イ ジ メ ン ト が高 ま る こ と

が明 らかにな っ た 。 さ ら に ， パ ワ ハ ラ に関 す る ア ン ケー ト 調 査 や ， 上

司 から部 下 へのコ ミ ュ ニ ケーシ ョ ン改 善 を目 的 と し た短 期 の介 入

プログ ラ ム に よ っ て ， パ ワ ハ ラの被 害 体 験 が抑 制 され る こ と や ， 介

入 後 にパ ワハ ラ を受 けな く な っ た就 労 者 の ワ ー ク ・ エ ン ゲ イ ジ メ ン ト

を高 ま る効 果 が示 唆 され た 。 従 来 のパ ワハ ラ研 究 で見 落 と さ れて

き た ， パ ワハ ラ を防 止 する こ と に よ るポジ テ ィ ブ な側 面 に着 目 し ， 介

入 プログ ラ ムの効 果 性 の実 証 的 検 証 に踏 み込 んだ本 論 文 の研

究 知 見 はパワハ ラ研 究 や ワー ク ・ エ ン ゲ イ ジ メ ン ト 研 究 の理 論 的 な

進 展 に貢 献 でき る可 能 性 がある もの と考 え られ る 。 ま た ， 学 術 的

な貢 献 だけではな く ， 社 会 的 な問 題 と な っ ているパ ワハ ラの防 止

対 策 を後 押 しす る実 践 的 ・ 社 会 的 な貢 献 も期 待 され る 。 先 に述

べた と お り ， 本 研 究 には限 界 や課 題 が数 多 く残 さ れているため ，

さ ら な る議 論 と検 証 の蓄 積 が求 められ る 。  
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第 2 章 (研 究 1 )使 用 変 数 詳 細  

 

 

  

最 近 １ ヶ 月 の 間 に ど れ 位 の 頻 度 で 次 の こ と が あ り ま し

た か 。 最 も あ て は ま る 数 字 を 選 ん で く だ さ い 。  

全

く

な

い 

少

し

だ

け 

と

き

ど

き 

た

い
て
い 

い
つ
も 

1  神 経 過 敏 に 感 じ ま し た か  1  2  3  4  5  

2  絶 望 的 だ と 感 じ ま し た か  1  2  3  4  5  

3  そ わ そ わ 、 落 ち 着 か な く 感 じ ま し た か  1  2  3  4  5  

4  
気 分 が 沈 み こ ん で 、 何 が 起 こ っ て も 気 が 晴 れ な い よ う

に 感 じ ま し た か  
1  2  3  4  5  

5  何 を す る の も 骨 折 り だ と 感 じ ま し た か  1  2  3  4  5  

6  自 分 は 価 値 の な い 人 間 だ と 感 じ ま し た か  1  2  3  4  5  

 

                                                              

  

あ な た の 職 場 の 現 在 の 状 況 に つ い て お 尋 ね し ま す 。  

全

く

当

て 

は

ま

ら

な

い 

あ

ま

り

当

て 

は

ま

ら

な

い 

ど

ち

ら

と

も 

い
え

な

い 

や

や

当

て 

は

ま

る 

非

常

に
当

て

は

ま

る 

1  
私 達 の 部 署 で は 、 仕 事 に 関 連 し た 情 報 の 共 有 が で

き て い る  
1  2  3  4  5  

2  私 達 の 部 署 で は 、 共 に 働 こ う 、 と い う 姿 勢 が あ る  1  2  3  4  5  

3  私 達 の 部 署 で は 、 お 互 い に 理 解 し 認 め 合 っ て い る  1  2  3  4  5  

4  
部 署 の 人 々 は 、 新 し い ア イ デ ィ ア を 考 え た り 、 実 行 に

移 す た め に 協 力 し あ っ て い る  
1  2  3  4  5  

5  
部 署 の メ ン バ ー は 、 出 来 る だ け 最 良 の 成 果 を 出 す た

め に 、 お 互 い の 意 見 を 取 り 入 れ 活 か し あ っ て い る  
1  2  3  4  5  

  
あ な た の 直 属 の 上 司 の 態 度 や 行 動 に つ い て お 尋 ね し

ま す 。  

全

く

当

て 

は

ま

ら

な

い 

あ

ま

り

当

て 

は

ま

ら

な

い 

ど

ち

ら

と

も 

い
え

な

い 

や

や

当

て 

は

ま

る 

非

常

に
当

て

は

ま

る 

1  
上 司 は 親 切 心 と 思 い や り を も っ て 私 た ち に 接 し て く れ

る  
1  2  3  4  5  

2  
上 司 は 私 た ち の 従 業 員 と し て の 権 利 に 対 し て 理 解

を 示 し て く れ る  
1  2  3  4  5  

3  我 々 の 上 司 は 信 頼 で き る  1  2  3  4  5  

A p p e n d i x  2 - 2  
職 域 ソ ー シ ャ ル ・ キ ャ ピ タ ル  

A p p e n d i x  2 - 1  
K e s s l e r  P s y c h o l o g i c a l  D i s t r e s s  S c a l e ( K 6 )  
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以 下 に 示 す も の は 、 職 場 で た び た び 見 か け ら れ る ネ ガ テ ィ

ブ な 言 動 の 例 で す 。 あ な た は 、 以 下 の よ う な 言 動 を 、 ど の く

ら い の 頻 度 で 経 験 し ま し た か 。 過 去 ６ ケ 月 間 に あ な た 自

身 が 経 験 し た 頻 度 に 、 も っ と も 近 い 数 字 に ○ を つ け て 下 さ

い 。  

一

度

も

な

か

っ
た 

時

々

あ

っ
た

（2
,

3
ケ
月

に

1

回

） 

月

に

1

回

程

度

 

週

に

1

回

程

度

 

毎

日

 

1  
あ な た が 仕 事 を す る 上 で 影 響 を 及 ぼ す よ う な 情 報 を 与 え

て も ら え な か っ た  
1  2  3  4  5  

2  
仕 事 に 関 す る こ と で 恥 を か か さ れ た 。 あ る い は , か ら か わ れ

た  
1  2  3  4  5  

3  あ な た の 能 力 ・ 力 量 よ り も 低 い 仕 事 を 与 え ら れ た  1  2  3  4  5  

4  
仕 事 で 責 任 を 負 っ て い た 部 分 か ら 外 さ れ た 、 あ る い は よ り

つ ま ら な い 仕 事 や 不 快 な 仕 事 に 換 え ら れ た  
1  2  3  4  5  

5  あ な た に 関 す る 悪 口 や 噂 を 広 め ら れ た  1  2  3  4  5  

6  
あ な た が い な い か の よ う に 振 る 舞 わ れ た 、 の け も の に さ れ た 、

も し く は 仲 間 外 れ に さ れ た  
1  2  3  4  5  

7  

あ な た 自 身 の こ と （ 習 慣 や 生 い 立 ち ） や あ な た の 振 る 舞

い 、 あ る い は 私 生 活 に つ い て 、 ば か に さ れ た り 、 失 礼 な こ と

を 言 わ れ た  

1  2  3  4  5  

8  
怒 鳴 ら れ た 、 あ る い は 、 い き な り 怒 り （ も し く は 激 怒 ） の 矛

先 を 向 け ら れ た  
1  2  3  4  5  

9  

非 難 さ れ る 、 パ ー ソ ナ ル ス ペ ー ス ( 個 人 の 空 間 ) に 立 ち 入 ら

れ る 、 押 し の け ら れ る 、 道 を ふ さ が れ る 、 と い っ た よ う な 威 圧

的 な 行 為 を 受 け た  

1  2  3  4  5  

1 0  
仕 事 を 辞 め る べ き だ と ほ の め か さ れ た 、 も し く は 態 度 で 示 さ

れ た  
1  2  3  4  5  

1 1  
あ な た が 起 こ し た 間 違 い や 誤 り を 、 繰 り 返 し 思 い 出 さ せ ら

れ た  
1  2  3  4  5  

1 2  
あ な た が 近 づ い た と き 、 無 視 さ れ た り 、 敵 意 を 持 っ た 反 応

を さ れ た  
1  2  3  4  5  

1 3  あ な た の 仕 事 や 努 力 に 対 し て 、 何 度 も 批 判 さ れ た  1  2  3  4  5  

1 4  あ な た の 意 見 や 考 え が 無 視 さ れ た  1  2  3  4  5  

1 5  あ な た と う ま の 合 わ な い 人 か ら 、 悪 質 な い た ず ら を さ れ た  1  2  3  4  5  

1 6  
納 得 が い か な い 、 も し く は や り 遂 げ る こ と が 不 可 能 な 目 標

や 締 め 切 り を 設 定 さ れ た 仕 事 を 与 え ら れ た  
1  2  3  4  5  

1 7  根 拠 な く 非 難 さ れ た  1  2  3  4  5  

1 8  必 要 以 上 に 仕 事 を 監 視 さ れ た  1  2  3  4  5  

1 9  

あ な た に 権 利 の あ る も の （ 例 え ば 、 疾 病 休 業 の 申 し 出 、

休 暇 の 取 得 、 交 通 費 の 支 給 な ど ） を 主 張 で き な い よ う 、

圧 力 を か け ら れ た  

1  2  3  4  5  

2 0  度 が 過 ぎ た か ら か い や 嫌 味 を 言 わ れ る 対 象 と な っ た  1  2  3  4  5  

2 1  手 に 負 え な い く ら い 沢 山 の 仕 事 を 与 え ら れ た  1  2  3  4  5  

2 2  
暴 力 や 、 身 体 的 な 虐 待 を 受 け る 恐 れ が あ っ た 、 も し く は 、

実 際 に 被 害 を 受 け た  
1  2  3  4  5  

A p p e n d i x  2 - 3  
N e g a t i v e  A c t s  Q u e s t i o n n a i r e - R e v i s e d  （ N A Q - R ）  
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( １ ） パ ワ ハ ラ の 認 識 性  

以 下 の 1 8  項 目 に つ い て ， パ ワ ー ハ ラ ス メ ン ト （ パ ワ ハ ラ ） に ど の 程 度 該 当
す る か （ 1 - 1 4 番 ） ， あ る い は ど の 程 度 パ ワ ハ ラ の 状 況 に 関 連 す る と 思 う か
（ 1 5 - 1 8 番 ） に 関 す る あ な た の 考 え を ， 次 の １ ― ３ か ら 選 ん で く だ さ い 。 す べ
て の 項 目 に お い て ， 上 司 と 部 下 の 立 場 が 逆 転 す る 場 合 や ， 同 僚 間 の 場 合
も 含 ま れ ま す 。  

厚 生 労 働 省 に よ る パ ワ ハ ラ の 概 念 「 同 じ 職 場 で 働 く 者 に 対 し て 、 職 務
上 の 地 位 や 人 間 関 係 な ど の 職 場 内 の 優 位 性 を 背 景 に ， 業 務 の 適 正 な 範
囲 を 超 え て ， 精 神 的 ・ 身 体 的 苦 痛 を 与 え る 又 は 職 場 環 境 を 悪 化 さ せ る
行 為 」 を 参 考 に お 答 え く だ さ い 。  
 

1  該 当 し な い  
2  繰 り 返 さ れ れ ば 該 当 す る  
3  1 回 で も 該 当 す る  

 
（ ２ ） パ ワ ハ ラ の 体 験  

以 下 の 1 8 項 目 に つ い て ， 過 去 6 カ 月 間 に ご 自 身 が そ れ ぞ れ の 言 動 を
ど の 程 度 受 け た か （ 1 － 1 4 番 ） ， あ る い は ご 自 身 の 職 場 （ 部 署 ） が ど の 程
度 そ の よ う な 状 況 に あ っ た か （ 1 5 - 1 8  番 ） に つ い て ， 次 の １ ― ３ か ら 選 ん で
く だ さ い 。 す べ て の 項 目 に お い て ， 上 司 と 部 下 の 立 場 が 逆 転 す る 場 合 や ，
同 僚 間 の 場 合 も 含 ま れ ま す 。  
 

1  受 け な か っ た （ な か っ た ）   
2  1 回 受 け た （ 1 回 あ っ た ）   
3  繰 り 返 し 受 け た （ 繰 り 返 し あ っ た ）  

 質 問 項 目  
パ ワ ハ
ラ の 認
識 性  

パ ワ ハ
ラ の 体
験  

1  
気 に 入 ら な い 者 に 対 し て 、 業 務 を 遂 行 す る う え で 必 要 な 情 報 や
物 を 故 意 に 与 え な い 、 あ る い は 業 務 に 支 障 が で る ほ ど 指 示 を 遅
ら せ た り 、 指 示 を し な い  

1  2  3  1  2  3  

2  
気 に 入 ら な い 者 に 対 し て 、 わ ざ と 低 く 評 価 し た り 、 異 動 さ せ た り 、
辞 め さ せ よ う と す る  

1  2  3  1  2  3  

3  
指 示 を 仰 が れ て も 故 意 に 無 視 し た り 、 必 要 な 説 明 を 行 わ な い な
ど の 嫌 が ら せ を 行 う  

1  2  3  1  2  3  

4  気 に 入 ら な い 者 を の け 者 に し た り 、 そ の よ う に 周 囲 に 仕 向 け る  1  2  3  1  2  3  

5  
他 者 の 正 当 な 権 利 （ 有 給 休 暇 の 取 得 な ど ） を 認 め な い 、 あ る い
は 妨 害 す る  

1  2  3  1  2  3  

6  
気 に 入 ら な い 者 に 対 し て 、 明 ら か に 無 駄 な 仕 事 を さ せ た り 、 あ る
い は 仕 事 を 与 え な い  

1  2  3  1  2  3  

7  到 底 達 成 で き な い ノ ル マ や 仕 事 を 無 理 や り 押 し つ け る  1  2  3  1  2  3  

8  相 手 の 能 力 や 力 量 よ り も か な り 低 い 仕 事 を 見 せ し め 的 に 与 え る  1  2  3  1  2  3  

9  
腹 が 立 っ た 時 に 、 つ い 手 が 出 て 人 や 物 に あ た る （ 殴 る 、 叩 く 、 蹴
る な ど ）  

1  2  3  1  2  3  

1 0  失 敗 し た 時 の 責 任 を 他 者 に 押 し つ け る  1  2  3  1  2  3  

1 1  
他 者 の 私 生 活 に 過 度 に 立 ち 入 る 、 あ る い は 休 日 の ゴ ル フ な ど 、
私 的 な 事 に 他 者 を 利 用 す る  

1  2  3  1  2  3  

1 2  飲 み 会 な ど 、 任 意 の 行 事 へ の 参 加 を 強 要 す る  1  2  3  1  2  3  

1 3  人 か ら 指 摘 さ れ て も 、 自 分 の 過 ち は 認 め な い  1  2  3  1  2  3  

1 4  自 分 と 異 な る 意 見 や 訴 え に 耳 を 貸 さ な い  1  2  3  1  2  3  

1 5  上 司 の 顔 色 を 見 て 部 下 が 行 動 し て い る  1  2  3  1  2  3  

1 6  上 司 に 対 し て 部 下 が 萎 縮 し て い る  1  2  3  1  2  3  

1 7  上 司 に 異 を 唱 え る 部 下 は い な い  1  2  3  1  2  3  

1 8  部 下 の 話 の 輪 に 上 司 が 入 る と 、 緊 張 が 走 っ て 静 か に な る  1  2  3  1  2  3  

A p p e n d i x  2 - 4  
職 場 パ ワ ー ハ ラ ス メ ン ト の 認 識 性 ・ 体 験 尺 度  
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次 の 質 問 文 は , 仕 事 に 関 し て ど う 感 じ て い る か を 記

述 し た も の で す 。  

各 文 を よ く 読 ん で ， あ な た が 仕 事 に 関 し て そ の よ う に

感 じ て い る か ど う か を 判 断 し て く だ さ い 。  

そ の よ う に 感 じ た こ と が 一 度 も な い 場 合 は ， ０ （ ゼ

ロ ） を ， 感 じ た こ と が あ る 場 合 は そ の 頻 度 に 当 て は ま

る 数 字 （ １ か ら ６ ） を 選 ん で く だ さ い 。  

全

く

な

い 

ほ

と

ん

ど

感

じ

な

い 

1
年

に
数

回

以

下

 

は

ま

ら

な

い 
め

っ
た

に
感

じ

な

い 

1

ヶ
月

に

1

回

以

下

 

時

々

感

じ

る 

1

ヶ
月

に
数

回

 

良

く

感

じ

る 

1

週

間

に

1

回

 

と

て
も

よ

く

感

じ

る 

1

週

間

に
数

回

 

い
つ
も

感

じ

る 

毎

日

 

1  仕 事 を し て い る と ， 活 力 が み な ぎ る よ う に 感 じ る  0  1  2  3  4  5  6  

2  職 場 で は ， 元 気 が 出 て 精 力 的 に な る よ う に 感 じ る  0  1  2  3  4  5  6  

3  仕 事 に 熱 心 で あ る  0  1  2  3  4  5  6  

4  仕 事 は ， 私 に 活 力 を 与 え て く れ る  0  1  2  3  4  5  6  

5  
朝 に 目 が さ め る と ， さ あ 仕 事 へ 行 こ う ， と い う 気 持 ち

に な る  
0  1  2  3  4  5  6  

6  仕 事 に 没 頭 し て い る と き ， 幸 せ だ と 感 じ る  0  1  2  3  4  5  6  

7  自 分 の 仕 事 に 誇 り を 感 じ る  0  1  2  3  4  5  6  

8  私 は 仕 事 に の め り 込 ん で い る  0  1  2  3  4  5  6  

9  仕 事 を し て い る と ， つ い 夢 中 に な っ て し ま う  0  1  2  3  4  5  6  

 

 

  

あ な た の 仕 事 に つ い て う か が い ま す 。 最 も あ て は ま

る も の を 選 ん で く だ さ い 。  

ち

が

う 

や

や

ち

が

う 

ま

あ

そ

う

だ 

そ

う

だ 

1  非 常 に た く さ ん の 仕 事 を し な け れ ば な ら な い  1  2  3  4  

2  時 間 内 に 仕 事 が 処 理 し き れ な い  1  2  3  4  

3  一 生 懸 命 働 か な け れ ば な ら な い  1  2  3  4  

4  か な り 注 意 を 集 中 す る 必 要 が あ る  1  2  3  4  

5  高 度 の 知 識 や 技 術 が 必 要 な む ず か し い 仕 事 だ  1  2  3  4  

6  勤 務 時 間 中 は い つ も 仕 事 の こ と を 考 え て い な け れ ば な ら な い  1  2  3  4  

7  か ら だ を 大 変 よ く 使 う 仕 事 だ  1  2  3  4  

 

 

 

A p p e n d i x  3 - 1  
U t r e c h t  W o r k  E n g a g e m e n t  S c a l e 日 本 語 版  

A p p e n d i x  3 - 2  
仕 事 の 負 担  
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あ な た の 働 い て い る 職 場 に つ い て う か が い ま す 。 最 も

あ て は ま る も の を 選 ん で く だ さ い 。  

ち

が

う 
や

や

ち

が

う 

ま

あ

そ

う

だ 

そ

う

だ 

1  自 分 の 仕 事 に 見 合 う 給 料 や ボ ー ナ ス を も ら っ て い る  1  2  3  4  

2  自 分 の 能 力 や 経 験 に 見 合 っ た 地 位 ・ 職 務 に 就 い て い る  1  2  3  4  

3  私 は 上 司 か ら ふ さ わ し い 評 価 を 受 け て い る  1  2  3  4  

4  同 僚 か ら 、 自 分 の 仕 事 上 の ふ さ わ し い 扱 い を 受 け て い る  1  2  3  4  

5  昇 進 の 見 込 み は 少 な い ( R )  1  2  3  4  

6  職 を 失 う 恐 れ が あ る ( R )  1  2  3  4  

7  
職 場 で 、 好 ま し く な い 変 化 を 経 験 し て い る 。 も し く は 今 後 そ う い う

状 況 が 起 こ り う る ( R )  
1  2  3  4  

8  仕 事 の 出 来 ば え に つ い て 、 上 司 か ら フ ィ ー ド バ ッ ク を も ら っ て い る  1  2  3  4  

9  
上 司 は 、 部 下 が 能 力 を の ば す 機 会 を 持 て る よ う に 、 取 り 計 ら っ て

く れ る  
1  2  3  4  

1 0  上 司 は 、 私 が 自 分 で 問 題 解 決 で き る よ う に 励 ま し て く れ る  1  2  3  4  

1 1  上 司 は 独 り よ が り な も の の 見 方 を し な い よ う に す る こ と が で き る  1  2  3  4  

1 2  上 司 は 親 切 心 と 思 い や り を も っ て 接 し て く れ る  1  2  3  4  

1 3  上 司 は 誠 実 な 態 度 で 対 応 し て く れ る  1  2  3  4  

1 4  仕 事 を き ち ん と す れ ば 、 ほ め て も ら え る  1  2  3  4  

1 5  努 力 し て 仕 事 を す れ ば 、 ほ め て も ら え る  1  2  3  4  

1 6  あ た り ま え の こ と で も 、 で き た ら ほ め て も ら え る  1  2  3  4  

1 7  ピ ン チ を チ ャ ン ス に 変 え ら れ る 職 場 だ  1  2  3  4  

1 8  失 敗 し て も 挽 回 ( ば ん か い ) す る チ ャ ン ス が あ る 職 場 だ  1  2  3  4  

 

 

  

 

全

く

当

て

は

ま

ら

な

い 

あ

ま

り

当

て

は

ま

ら

な

い 

ど

ち

ら

と

も

い
え

な

い 

や

や

当

て

は

ま

る 

非

常

に

当

て

は

ま

る 

1  
ど の よ う な 問 題 に も 必 ず 賛 成 と 反 対 の 立 場 が あ る の で 私 は
そ の 両 方 を 見 る よ う に し て い る 。  

1  2  3  4  5  

2  
人 か ら 嫌 な 思 い を さ せ ら れ た 時 で も 、 つ と め て 「 そ の 人 の 立 場 に

立 っ て 」 み よ う と す る 。  
1  2  3  4  5  

3  
何 か の 決 定 を す る 時 は 、 立 場 の 異 な る 意 見 に も １ つ ひ と つ 注 意

を 払 う よ う に し て い る 。  
1  2  3  4  5  

4  相 手 の 立 場 に 立 っ て 考 え る と い う の は 、 な か な か む ず か し い 。 ( R )  1  2  3  4  5  

5  
人 を 批 判 す る 前 に 、 も し 自 分 が そ の 人 の 立 場 だ っ た ら ど う か と

考 え る よ う に し て い る 。  
1  2  3  4  5  

6  
自 分 が 正 し い と 確 信 が も て る 時 に は 、 わ ざ わ ざ 、 人 の 意 見 を 聞

く 必 要 は な い 。 ( R )  
1  2  3  4  5  

7  
友 人 の 立 場 か ら 見 る と ど う な る か 考 え て み る こ と で 、 彼 ら を も っ と

よ く 理 解 し よ う と し て い る 。 ( R )  
1  2  3  4  5  

A p p e n d i x  3 - 3  
部 署 レ ベ ル 資 源  

A p p e n d i x  3 - 4  
視 点 取 得  
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こ の 質 問 紙 は 3 つ の P a r t ( 部 分 ) に 分 け ら れ て い ま す 。 各 部 分 は 、 人 々 の

感 情 と 行 動 を 描 写 し て い る い く つ も の 文 章 が 含 ま れ て い ま す 。 各 部 分 に は 、

質 問 文 の 前 に 、 そ れ ぞ れ 異 な る 指 示 が さ れ て い ま す の で 、 回 答 用 紙 に 記 入

す る 前 に 、 よ く 注 意 し て 説 明 を 読 ん で く だ さ い 。 正 し い 答 と か 間 違 っ た 答 と か

は 一 切 あ り ま せ ん 。 そ れ ぞ れ の 文 章 を 読 ん で 、 あ な た に 最 も よ く あ て は ま る と 思

わ れ る 番 号 を 選 ん で く だ さ い 。  

 

 

  

P a r t  1  

人 々 が 自 分 自 身 を 描 写 す る 際 に 用 い る  1 0  

個 の 文 章 が 以 下 に 示 さ れ て い ま す 。 そ れ ぞ れ

の 文 章 を よ く 読 ん で 、 あ な た が 普 段 、 ど れ く

ら い そ の 感 情 を 感 じ て い る の か を 示 す 数 字 に

○ 印 を 記 入 し て く だ さ い 。 正 し い 答 と か 間 違

っ た 答 と か は 全 く あ り ま せ ん 。 そ れ ぞ れ の 文

章 に あ ま り 時 間 を か け な い よ う し て 、 あ な た

の 普 段 の 感 情 に 最 も ふ さ わ し い 答 を 選 ん で く

だ さ い 。 回 答 用 紙 の そ れ ぞ れ の 問 題 文 に つ い

て の 数 字 を 選 ん で ○ 印 を 記 入 し て く だ さ い 。  

 

P a r t  1 ： た っ た 今 、 私 は ど の よ う に 感 じ て い

ま す か 。  

 

ま

っ
た

く

あ

て
は

ま

ら

な

い 

や

や

あ

て
は

ま

る 

か

な

り

あ

て
は

ま

る 

非

常

に
あ

て
は

ま

る 

1  私 は 猛 烈 に 怒 っ て い る 。  1  2  3  4  

2  私 は い ら い ら し て い る 感 じ が す る 。  1  2  3  4  

3  私 は 怒 っ て い る 感 じ が す る 。  1  2  3  4  

4  私 は だ れ か を 怒 鳴 り つ け た い 感 じ が す る 。  1  2  3  4  

5  私 は 物 を ぶ っ こ わ し た い 感 じ が す る 。  1  2  3  4  

6  私 は 怒 り で 我 を 忘 れ そ う な ほ ど で あ る 。  1  2  3  4  

7  私 は 机 の 上 を 叩 き た い 感 じ が す る 。  1  2  3  4  

8  私 は だ れ か を 殴 り た い 感 じ が す る 。  1  2  3  4  

9  私 は 人 を の の し り た い 感 じ が す る 。  1  2  3  4  

1 0  私 は む か つ く 感 じ が す る 。  1  2  3  4  

1 1  誰 か を 蹴 飛 ば し た い 感 じ が す る 。  1  2  3  4  

1 2  私 は 大 声 で 悪 態 を つ き た い 感 じ が す る 。  1  2  3  4  

1 3  私 は 金 切 り 声 を あ げ た い 感 じ が す る 。  1  2  3  4  

1 4  私 は 誰 か を 殴 り 倒 し た い 感 じ が す る 。  1  2  3  4  

1 5  私 は 大 声 で 叫 び た い 感 じ が す る 。  1  2  3  4  

A p p e n d i x  3 - 5  
日 本 語 版 S t a t e - T r a i t  A n g e r  E x p r e s s i o n  I n v e n t o r y - 2  
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P a r t  2  

人 々 が 自 分 自 身 を 描 写 す る 際 に 用 い る 1 5  個

の 文 章 が 以 下 に 示 さ れ て い ま す 。 そ れ ぞ れ の 文

章 を よ く 読 ん で 、 あ な た が 今 、 回 答 中 に ど れ 位

そ の 感 情 を 感 じ て い る の か を 示 す 数 字 を 選 ん で

く だ さ い 。 正 し い 答 と か 間 違 っ た 答 と か は 全 く

あ り ま せ ん 。 そ れ ぞ れ の 文 章 に あ ま り 多 く の 時

間 を か け な い よ う に 。 そ し て 、 あ な た の 現 在 の

感 情 に 最 も よ く あ て は ま る 項 目 の 番 号 を 選 ん で

く だ さ い 。  

 

P a r t  2 :  自 分 を 普 段 ど の よ う に 感 じ て い ま す

か 。  

 

ま

っ
た

く

あ

て
は

ま

ら

な

い 
や

や

あ

て
は

ま

る 

し

ば

し

ば

あ

て
は

ま

る 

ほ

と

ん

ど

い
つ
も

あ

て
は

ま

る 

1 6  私 は 短 気 で あ る 。  1  2  3  4  

1 7  私 は 切 れ や す い 性 格 で あ る 。  1  2  3  4  

1 8  私 は 頭 に 血 が 上 り や す い 。  1  2  3  4  

1 9  他 人 の ミ ス の せ い で 、 仕 事 の ペ ー ス が 乱 れ る と 腹 が 立 つ 。  1  2  3  4  

2 0  
私 が 良 い 仕 事 を し た と き に 高 い 評 価 が 与 え ら れ な い と 、

私 は い ら い ら す る 。  
1  2  3  4  

2 1  自 制 心 を 失 い 、 急 に 怒 り だ す こ と が あ る 。  1  2  3  4  

2 2  私 は カ ッ と す る と 、 汚 い 言 葉 を 使 っ て し ま う 。  1  2  3  4  

2 3  私 は 人 前 で 批 判 さ れ る と 猛 烈 に 腹 が 立 つ 。   1  2  3  4  

2 4  仕 事 が う ま く 行 か な い と き 、 私 は だ れ か を 殴 り た い と 思 う 。  1  2  3  4  

2 5  
私 が 良 い 仕 事 を し て も 、 悪 い 評 価 し か 得 ら れ な い と 、 私 は

激 怒 す る 。  
1  2  3  4  

  

P a r t  3  

誰 で も 腹 を 立 て た り 怒 っ た り す る こ と が あ り

ま す 。 し か し 、 怒 り 方 は 人 に よ っ て さ ま ざ ま で

す 。 次 に 、 腹 が 立 っ た り 怒 っ た 時 に 人 々 が よ く

と る 振 る 舞 い が 記 述 さ れ て い ま す 。 そ れ ぞ れ の

文 章 を よ く 読 ん で 、 あ な た が 腹 を 立 て た り 怒 っ

た り す る 時 に い つ も ど ん な 風 に 振 る 舞 う の か 、

も っ と も 適 切 な 数 字 を 選 ん で ○ 印 を 記 入 し て く

だ さ い 。 正 し い 答 と か 間 違 っ た 答 と か は 全 く あ

り ま せ ん 。 そ れ ぞ れ の 文 章 に あ ま り 時 間 を か け

な い よ う に 、 以 下 の 数 字 の 意 味 に 従 っ て 、 も っ

と も あ て は ま る 数 字 を 選 ん で く だ さ い 。  

 

P a r t  3 :  腹 を 立 て た り 怒 っ た り す る 時 、 い つ も

ど の よ う に 振 る 舞 い ま す か ?  

 

ま

っ
た

く

あ

て
は

ま

ら

な

い 

や

や

あ

て
は

ま

る 

し

ば

し

ば

あ

て
は

ま

る 

ほ

と

ん

ど

い
つ
も

あ

て
は

ま

る 

2 6  私 は 感 情 を 抑 え る 。  1  2  3  4  

2 7  私 は 怒 り を 外 に あ ら わ す 。  1  2  3  4  

2 8  私 は 深 呼 吸 し て リ ラ ッ ク ス す る 。  1  2  3  4  

2 9  私 は 腹 が 立 っ て も 我 慢 す る 。  1  2  3  4  

3 0  私 は 他 人 に 対 し て 忍 耐 強 い 。  1  2  3  4  

3 1  
い ら い ら さ せ ら れ る 人 が い る と 、 私 は そ の こ と を 相 手 に 言 っ

て し ま う 。  
1  2  3  4  
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3 2  私 は で き る だ け 速 く 気 を 静 め よ う と す る 。  1  2  3  4  

3 3  私 は 黙 り 込 む 。  1  2  3  4  

3 4  私 は 怒 り の 感 情 を 表 に 出 そ う と す る 衝 動 を 抑 え ら れ る 。  1  2  3  4  

3 5  私 は 腹 が 立 つ と 自 分 を 押 さ え 切 れ な く な る 。  1  2  3  4  

3 6  私 は 感 情 を 鎮 め よ う と す る 。  1  2  3  4  

3 7  私 は 自 分 の 殻 に 閉 じ こ も る 。  1  2  3  4  

3 8  私 は 冷 静 を よ そ お う 。  1  2  3  4  

3 9  私 は 腹 が 立 つ と 相 手 に 皮 肉 や 嫌 味 を 言 う 。  1  2  3  4  

4 0  私 は 怒 り の 感 情 を 和 ら げ よ う と す る 。  1  2  3  4  

4 1  私 は 態 度 に は 出 さ な い が 、 腹 の 中 は 怒 っ て い る 。  1  2  3  4  

4 2  私 は 自 分 の 行 動 を 自 制 す る 。  1  2  3  4  

4 3  私 は 相 手 の 発 言 を 撥 ね つ け る よ う な こ と を す る 。  1  2  3  4  

4 4  も う 一 度 、 平 静 に な れ る よ う に 努 力 す る 。  1  2  3  4  

4 5  口 に は 出 さ な い け れ ど 、 根 に 持 つ 方 で あ る 。  1  2  3  4  

4 6  私 は 自 制 心 を 失 わ な い よ う 自 分 を 抑 え こ と が で き る 。  1  2  3  4  

4 7  私 は 他 の 人 た ち と 言 い 争 う 。  1  2  3  4  

4 8  で き る だ け 速 く 怒 り を 低 減 し よ う と す る 。  1  2  3  4  

4 9  
私 は 言 葉 に は 出 さ な い が 、 腹 の 立 つ 相 手 の こ と を 悪 く 思

う 。  
1  2  3  4  

5 0  私 は 理 解 し 寛 容 で あ ろ う と 努 力 す る 。  1  2  3  4  

5 1  腹 の 立 つ こ と が ら に は 、 何 に で も 激 し く つ っ か か っ て い く 。  1  2  3  4  

5 2  私 は 気 を 静 め る た め 、 何 か リ ラ ッ ク ス で き る こ と を す る 。  1  2  3  4  

5 3  
私 は 人 前 で 見 せ る よ り も 、 心 の 中 で は カ ン カ ン に 怒 っ て い

る 。  
1  2  3  4  

5 4  私 は 怒 り を 感 じ て も 自 制 す る 。  1  2  3  4  

5 5  私 は 意 地 悪 な こ と を 言 う 。  1  2  3  4  

5 6  私 は リ ラ ッ ク ス し よ う と 試 み る 。  1  2  3  4  

5 7  
私 は ま わ り の 人 が 気 づ い て は い な い が 、 か な り 強 く い ら い ら

す る 。  
1  2  3  4  



169 

 

第 4 章 （ 研 究 3 ）  介 入 プログラム  

 

 

 

A p p e n d i x  3 - 2  
パ ワ ハ ラ を 防 ぎ ， 部 下 の 活 力 を 引 き 出 す リ ー ダ ー 術  部
下 と の 関 係 を 改 善 し ， い き い き し た 職 場 を つ く る た め の
組 織 開 発 プ ロ グ ラ ム  
注 ） 一 部 抜 粋 ; h t t p s : / / m k o b a y a s h i . l a b b y . j p / p a g e / t o o l / y y y
よ り 全 文 ダ ウ ン ロ ー ド 可 能  
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 本 研 究 の 遂 行 と 論 文 執 筆 に 際 し て ， 多 く の 方 々 か ら の お 力 添

えを頂 き ま し た 。 こ の場 を借 り て感 謝 の意 を申 し上 げ ます 。  

指 導 教 官 の 山 口 裕 幸 教 授 に は ， い つ も 鋭 く 重 要 な ご 指 摘 や

ご助 言 を頂 き ま し た 。 特 に ， パ ワ ーハ ラ ス メ ン ト の防 止 と ワ ー ク ・ エ ン

ゲ イ ジ メ ン ト の向 上 の双 方 を導 く と い う点 において ， 実 践 的 ・ 社 会

的 な 意 義 や 論 点 に 偏 り が ち だ っ た 私 の 観 点 に ， 理 論 的 な 視 点 を

も た ら し て く だ さ り ， 勉 強 に な り ま し た 。 ま た ， 時 折 か け て く だ さ る 労

いの お言 葉 に ， 大 変 励 ま さ れ ま し た 。 ご 指 導 の中 に いつ も温 か さ を

感 じてい ま し た 。 心 よ り 御 礼 申 し上 げ ます 。  

修 士 課 程 の指 導 教 官 の津 田 彰 教 授 には ， 私 を ア カ デ ミ ッ ク の

道 に 導 い て 頂 き ま し た 。 研 究 の 面 白 さ や 奥 深 さ を 知 る こ と や ， 研

究 遂 行 の た め の 基 礎 を 身 に つ け る こ と が で き た の は 津 田 先 生 と の

出 会 いがあ ったからです 。 感 謝 し て も し き れ ません 。  

共 同 研 究 者 で あ る 入 江 正 洋 准 教 授 の 度 重 な る ご 支 援 が な け

れ ば ， 研 究 を 遂 行 す る こ と が 叶 い ま せ ん で し た 。 企 業 で の 研 修 や

打 ち合 わせの場 に 同 席 さ せ て 頂 き 光 栄 で し た 。 御 礼 申 し 上 げ ま す 。  

池 田 浩 准 教 授 に は 研 究 に 関 し て の 的 確 か つ 温 か い コ メ ン ト を

頂 戴 し ま し た 。 分 析 で 行 き 詰 っ て い た 時 に 頂 い た先 生 か ら の 助 言

で ， 新 た な 切 り 口 につ な が り ま し た 。 ま た ， 予 備 調 査 会 の審 査 で も

数 々の有 益 なご指 摘 やご教 示 を頂 き ま し た 。 深 く 感 謝 いた し ます 。  

元 兼 正 浩 教 授 ， 中 村 知 靖 教 授 に も ， 予 備 調 査 会 審 査 に お

い て ， 自 身 で は気 がつ け な か っ た 視 点 で の コ メ ン ト や ご 指 摘 を頂 き

ま し た 。 ま た ， 統 計 解 析 に関 す る ご 助 言 は大 変 勉 強 に な り ま し た 。

心 よ り 御 礼 申 し上 げ ます 。  
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勤 務 先 の一 つであ る 国 立 病 院 機 構 肥 前 精 神 医 療 セ ン タ ー心

理 室 長 天 野 昌 太 郎 先 生 に は ， 本 研 究 で 作 成 し た 介 入 プ ロ グ ラ

ム に つい ての ご見 識 を 頂 戴 し ま し た 。 心 理 臨 床 と 研 究 を両 輪 で行

い た い と い う 私 の 我 儘 に 理 解 を 示 し て く だ さ り ， 業 務 面 で の 調 整

や温 かな労 いの言 葉 を多 々頂 き ま し た 。 感 謝 に堪 え ません 。  

原 口 雅 浩 教 授 に は 修 士 課 程 の 時 か ら 長 き に わ た り 統 計 解 析

に関 す る ご 見 識 を賜 り ま し た 。 石 竹 達 也 先 生 ， 森 松 嘉 孝 先 生 に

は 修 士 論 文 執 筆 に 際 し て の ご 支 援 を 多 々頂 き ま し た 。 森 岡 正 芳

教 授 に は 会 社 員 か ら 心 理 学 の 道 に 戻 る こ と を 検 討 し て い た 私 の

背 中 を優 し く 押 し て頂 き ま し た 。 心 よ り 御 礼 申 し上 げ ます 。  

私 の研 究 を ご 理 解 いた だ き 調 査 に ご 協 力 く だ さ い ま し た ， 企 業

や 就 労 者 の 皆 様 ， 保 健 師 の 塚 本 真 奈 美 様 に 陳 謝 い た し ま す 。

修 士 課 程 ， 博 士 課 程 に お い て ， 研 究 に つ い て の ご 意 見 や 励 ま し

を頂 き ま し た研 究 室 の皆 さんに も御 礼 申 し上 げ ます 。  

な お ， 本 研 究 の一 部 は科 学 研 究 費 補 助 金 （ 基 盤 研 究 ( C ) ，

N o . 2 4 5 0 0 8 1 9 ， 研 究 代 表 者 入 江 正 洋 ） ， 科 学 研 究 費 基 金

（ 特 別 研 究 員 奨 励 費 ， N o . 2 3 K J 1 6 8 6 ， 研 究 代 表 者 小 林 百 雲

子 ） ， 一 般 財 団 法 人 ヘ ル ス ・ サ イ エ ン ス ・ セ ン タ ー 研 究 助 成 ， 産
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最 後 な り ま し た が ， 会 社 員 を 辞 め て 新 た な キ ャ リ ア に 進 む 私 を
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